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渡り廊下

新築

S-1

体育用具倉庫

新築

RC-1

84.00m2-

4.　ホルムアルデヒド、VOCなどの室内濃度測定の結果、建築物の要求品質をクリアーできていな

い物質がある場合は、発注者及び監理者と協議の上、指針値クリアーを達成するまで24時間

原図 A1版 トレーシングペーパーバラ、3つ折図面ケース入
A1版陽画焼付け 2つ折製本

陽画焼付け 2つ折製本A3版（縮小）
電子媒体 CD-R

備考欄に記載する。

外観-40箇所、内部-50箇所提出書類作成要領による サイズ-六つ切
カラープリントと同じ カラープリントと同じ

＊カラープリント
＊デジタル画像

・再生クラッシャラン　　・切込砂利及び切込砕石

柱、梁の主筋
その他

部位
継手方法等

径(mm)
・機械式継手

継手方法
・ガス圧接
・重ね継手

D16以上
D13以下

　・超音波探傷試験　　・引張試験

5.　室内における配管類、盤、機器類などの塗料及び接着剤は、露出・隠蔽部分ともにホルムアル

換気運転をする。またホルムアルデヒド、VOCなどを吸着または除去する材料を用いるなどの
方法により、適切な改善措置を講じる。

デヒド・トルエン・キシレン・エチルベンゼンを含まないものとする。
また、接着剤に含まれる可塑剤は、フタル酸ジーｎーブチル、フタル酸ジ-2－エチルヘキシル
などを含有しない難揮発性のものとする。やむおえずこれらを含むものを使用する場合は、
その使用量が最小限に抑えられたものとし、十分に枯らし期間を設け、換気するなど措置を
とる。

＊　完成図
＊　保全に関する資料
＊　竣工写真
＊　主要な施工図

1.　工事完成時の提出図書

2.　実際の施工に使用した仕上材料の製造者、品名、品番、色番などのデーターは完成図仕上表の

4.　竣工写真の撮影者は建築写真専門家とする。

４章   地 業 工 事

５章   鉄 筋 工 事

1
1

2
（CADデータ）

データ

２章   仮 設 工 事

バックホウ

1. 　請負者は本工事現場で使用し，又は使用される関係車両（以下「本工事　関係車両」

＊　建築基準法
・　住宅の品質確保の促進等に関する法律（住宅品確法）
・　学校環境衛生の基準

測定物質
＊　ホルムアデヒド
＊　トルエン
＊　キシレン
・　エチルベンゼン
・　スチレン
・　パラジクロロベンゼン

測定箇所

　本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は，「特定特殊自動車排出ガスの
規制等に関する法律」(平成17年法律第51号)に基づく技術基準に適合する機械，また
は「排出ガス対策型建設機械指定要領(平成3年10月8日付け経機発第249号  最終改正
平成14年4月1日付け国総施第225号)，「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する
規程」(平成18年3月17日付け国土交通省告示第348号)もしくは「第3次排出ガス対策型
建設機械指定要領」(平成18年3月17日付け国総施第215号)に基づき指定された排出ガ
ス対策型建設機械を使用するものとする。
排出ガス対策型建設機械を使用できない場合は，平成7年度建設技術評価制度公募課題
「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」，またはこれと同等の開発目標で実施された
民間開発建設技術の技術審査・証明事業、もしくは建設技術審査証明事業により評価
された排出ガス浄化装置を装着することで、排出ガス対策型機械と同等と見なす。

排出ガス対策型建設機械，又は排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合，
現場代理人は，施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い，監督職員に提
出する。

油圧ユニット(基礎工事用機械で独立したもの)
ローラー類(ロート゛ローラー,タイヤローラー,振動ローラー)

発動電動機（可搬入，溶接兼用機を含む）

ホイールクレーン

ブルドーザ

空気圧縮機（可搬入）

トラクタショベル(車輪式)

を搭載したものに限る。

ディーゼルエンジン（エンシ゛ン
出力7.5KW以上，260KW以下）

種    類 備    考

2. 　請負者は，本工事の施工に先立ち，本工事関係車両の「ディーゼル車ガス　排出に

3. 　請負者は，本工事関係車両にディーゼル車を使用する場合には，車検証のコピーを

4. 　請負者は，取締りにより本工事関係車両に違法行為等があった場合には，直ちに

5. 　請負者は，資機材の搬出入等において，資材納入業者に排出ガス規制条例を尊守させ

1.　技能士の適用は次による。

1.　室内空気質対応に関連する法令・基準の適用

3.　採取・測定方法

という）が，当該工事場所のディーゼル車排出ガス規制条例 （以下「排出ガス規制

条例」という。）の適用を受ける場合は，これに適合　した車両を使用しなければな
らない。

適合する車両の使用」について，排出ガス規制条例の尊守を施工計画書に記載しなけ
ればならない。

保管し，本工事関係車両を把握しなければならない。

監督職員に報告しなければならない。

1.　支給材料、貸与品

るものとする。

＊　なし　　　　　　・あり（　　　　　　　）

2.　本工事を完成させるために必要な次の工事及び費用は、請負代金額に含まれる。

書の適合しない場合は、その修繕などの責は請負者にある。
（5）前（1）・（2）にかかわらず、施工に用いられた、または工事目的物に組み込ま

2.　総合図の作業に先立ち、基本的納まり、特殊な納まり、関係工事などとの調整を必要

2.　機器・材料・施工・工事に対する監理者の検査または試験は、次のよる。

・　適用する　　　　　　・適用しない

・　選任しない
・　請負者が工事中の必要な時期に選任する。

・請負者が土壌調査を行う（　　　　　　）

＊　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律による特定建設資材廃棄物
・　

＊　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律による特定建設資材廃棄物
・　

される。
または試験は、その外観や請負者等から提出される情報・各種記録に基づいてな

の審査などの合理的方法により行う。

による品質管理・確認・自主検査の適正さを確認するために行うものである。

れた製品の欠陥、若しくはこれに類する原因による品質上・性能上・安全上の不
具合がある場合は、その修繕などの責は請負者にある。

（4）前（1）・（2）にかかわらず、機器・材料・施工・工事が工事請負契約・設計図

（2）監理者の検査は、立会により、または請負者等の自主検査記録・工事写真その他

（3）施工に用いられた、または工事目的物に組み込まれた製品に対する監理者の検査

（1）監理者の検査または試験は、工事請負契約及び設計図書に基づいて、請負者等

（1）監理者の承認は、請負者による品質管理・確認の適正さを確認するために行う

（2）監理者の承認は、請負者から提出された施工図等・見本に示される範囲の内容

（3）施工に用いられた、または工事目的物に組み込まれた製品についての施工図等・ 

（1）施工・材料及び製品の検査・試験、見本などの作製、検査に要する費用。
（2）敷地周辺における本工事の障害となるものの移設と復旧
（3）工事期間中の官公庁その他関係機関の手続及びその費用

見本などに対する監理者の承認は、その外観や請負者から提出される情報に基
づいてなされる。

に対してなされる。

ものである。

復旧・後片付け

出する。

3.　監理者の指示する現寸図・型板などは、施工に先立つ適切な時期に作成し監理者の承

4.　総合図・施工図等・模型・モックアップ・見本などを提出に当たっては、あらかじめ、

1.　施工図等の作業に先立ち、「提出書類作成要領」により総合図を作成し、監理者に提

とする事項、その他監理者の指示する事項について、基準施工図を作成し、監理者の
承認を受ける。

認を受ける。

それらの内容を設計図書と十分照合し、それらが設計図書に適合していることの確認
を、請負者の責任において確実に行う。

録を作成し、監理者に提出する。

終了後速やかに記録を作成して監理者に提出する。

選定届を監理者に提出する。

を選定する場合は、選定された機器・材料製造者や専門工事業者の能力・経験などを
証する資料を監理者に提出し、監理者の承認を受ける。

2.　立会による監理者の検査、または施工・試験などへの監理者の立会を受けた場合は、

1.　検査、試験または設計図書に定められた確認などを行った場合は、終了後速やかに記

2.　電気主任技術者

1.　電気保安技術者

2.　特別の理由により設計図書に記載された機器・材料製造者や専門工事業者以外のもの

1.　機器・材料製造者及び専門工事業者は、設計図書に記載されたものの中から選定し、

4.　再利用を図る発生材

5.　再資源化を図る発生材

　本工事においては「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関わる規定」(平成9年7月31日

建設省告示第1536号　最終改正　平成13年4月9日　国土交通省告示第487号）に基づき

写真撮影を行い，監督職員に提出するものとする。

国土交通大臣が型式指定を行った低騒音型・低振動型建設機械を使用するものとする。
ただしこれにより難しい場合は，監督職員と協議の上，必要書類を提出するものとする。
　低騒音型建設機械を使用する場合は，現場代理人は施工現場において使用する建設機械の

　　　適用する。

　・公共建築改修工事標準仕様書　　

による。

　(1) ・印で始まる事項及び表中の・印の事項は、・印の付した事項を適用する。

　・建築工事標準詳細図　　　　
　・擁壁設計標準図　　　　　　　
　・木造建築工事標準仕様書　     

　　　場合は，監督職員の承諾を受ける。

　(5) 特記仕様書のうち、構造関連の3章から7章については、別紙の構造設計仕様

　(2)               で抹消した章及び項目の当該特記事項は、すべて適用しない。

ただし、・印のない場合は、＊印の付いたものを適用する。
また、・印と＊印の両方が付いた場合は、両方とも適用する。

　(3) 表中の数字，文字又は記号を記入した事項は，記入してある事項のみ
　(4) 特記された材料，製造所，製品名，施工業者等の取り扱いは，特記され

2.　設計図書に規定する事項は、別の定めがある場合を除き、請負者の責任において履行

一 般 特 記 事 項

・　昇降機設備工事専門工事業者が建築主の代理者として行い、申請及びこれにかか
わる検査に要する費用は、請負者の負担とする。

１章   一 般 共 通 事 項

黒表紙銀文字製本
黒表紙銀文字製本
ファイル形式と作成要領
は監理者の指示による

種  類

種  類 提出部数 提出カット数 備  考

サイズ 提出部数体  裁 備  考

検査・試験など

監理者の承認・ 

施工図等

工事の記録

電気保安技術者

1.3.3

製造者及び専門

工事業者の選定

発生材の処理等

適用範囲

官公庁その他
への提出手続
等

化合物の室内濃度の測定を行う。
測定の時期は 工事の施工完了後、引き渡しをするまでの間に、下表の測定室等の揮発
性有機化合物の室内濃度を測定し、指針値以下であることを確認し、報告する。

測定室等

2.　ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン等の揮発性有機

鉄筋工事
コンクリート工事
鉄骨工事

ＰＣカーテンウォール工事
防水工事
石工事
タイル工事

屋根・とい工事
金属工事
左官工事
建具工事

木工事

ブロック・ＡＬＣパネル工事

内装工事
植裁工事

塗装工事

適用工事種別

・内装仕上げ施工(床、天井仕上げ等) ・表装

・カーテンウォール施工

・建築板金　・スレート施工
・内装仕上げ施工（鋼製下地）

・サッシ施工　・ガラス施工

・ブロック建設・ＡＬＣパネル施工

・鉄筋施工

・とび

・防水施工
・石材施工
・タイル張り

・左官

・建築大工

・造園

・塗装

・左官　・型枠施工

技能検定の職種

ただし，これにより難しい場合は，監督職員と協議するものとする。
（工事種目）

（8）法的規制

・部分使用
・部分引渡

（1）工事名称

（2）発注者名

（3）工事場所

（4）工事種目

（5）工事期間

（6）

（7）工事範囲

・　新築　　・増築　　・改築　　・その他

・　あり　　・なし

（9）面積 棟名称

工事種別

構造・階数

建築面積

延べ床面積

（4）工事用機器、材料などの取入れに必要な搬入口及び通路の設置とそれに伴う補強、

ディーゼル車

排出ガス規制に

適合した車両

貸与品

1.4.7

支給材料

1.5.2

技能士

化学物質の

濃度測定

1.5.9

施工中の環境

保全等

の使用

動型・建設機械

低騒音型・低振

5.4.9

試験        

圧接完了後の

5.3.4

継手及び定着

材料

4.6.2

工事用電力

工事表示板等

工事車両の出

工事用道路

仮設計画書

危険防止

入口

監理者事務所

工事用水及び

1.7.2

完成図等

図書

1.7.1

完成時の提出

2.　特別管理産業廃棄物　　　　＊なし　　・あり（　　　　　　　）
3.　汚染土壌　　　　　　　　　＊なし　　・あり（　　　　　　　）

1.　引渡を要するもの　　　　　＊なし　　・あり（　　　　　　　）

　　　たもの又は同等品以上のものとする。ただし，同等品以上のものをとする

特記仕様書
の適用

工事に付帯する 排出ガス対策型
作業・材料 建設機械

工　事　概　要

建 築 工 事 特 記 仕 様 書 1.　本工事を完成させるために本工事に付帯して当然必要な軽微な工事・作業・材料など
は、設計図書に記載がない場合でも本工事に含む。

1.　機器・材料・施工・工事についての施工図等・見本などに対する監理者の承認は、次
による。

1.　共仕は、建築物に新築及び増築にかかわる建築工事に適用する。

3.　契約図書は、次のとおりとし、相互に補完するものとする。ただし、契約図書に相違
　すべきものとする。

（1）工事請負契約書

1.　建築基準法87条の2による昇降機設備の確認申請は、次による。

3.　下記の詳細図、仕様書を適用する。

2.　特記仕様書の適用方法

1.　この工事の請負者は、現場説明書、特記仕様書、図面、公共建築工事

工事写真の撮り方（改定第3版）に基づき、工事を施工する。

＊　採取方法を含め、厚生労働省「室内空気中化学物質の採取方法と測定方法」による。

・　拡散型（パッシブ）サンブラーを用いた測定方法による。

　備品（ＦＡＸ・ＰＣなどＯＡ機器を含む）については監理者の指示による。

・構内指定場所にたい積
・構内指定場所に敷き均し

・(1.3.8)による　（場外搬出適切処理）

種別　・Ａ種　・Ｂ種　・Ｃ種　・Ｄ種

３章   土 工 事

埋戻し及び盛土

3.2.3

3.2.5

処理

建設発生土の

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（平成22年版）
国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（平成22年版）

建設大臣官房官庁営繕部監修（平成12年版）

　仮囲い等　　・設けない　　※設ける
　設置方法　　＊設計図書による

　交通誘導員　　※配置する　　　　・配置しない

　※設ける　　・設けない
　位置は監督員の指示による。
　工事用車両の出入口では、一般通行人及び一般車両の安全確保に努めること。

　設置方法　　＊設計図書による

1.　工事用水

2.　工事電力

　構内既存の施設　　・利用できる（※有償　・無償）　　※利用できない

　構内既存の施設　　・利用できる（※有償　・無償）　　※利用できない
　※要する　　・要しない

・設けない　　※設ける

　　標準仕様書（建築工事編）（平成28年版）、建築工事監理指針（平成28年版）

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（平成28年版）

がある場合の優先順位は、次の（1）から（6）の順番のとおりとし、これによりがた

（2）質問回答書・追加変更指示書
（3）現場説明書
（4）特記仕様書
（5）設計図

い場合は共仕（1.1.1）による。

（6）標準仕様書

1.3.11

1.3.10

1.　完成図の様式・サイズ・体裁・提出部数は次による。

3

3.　竣工写真の提出は次による。

体育用具倉庫　1箇所
屋外トイレ　1箇所

京都郡みやこ町豊津
福岡県京都郡みやこ町豊津9番地1

a,  地域　地区：準都市計画区域内（用途指定なし）
b,  防火地域　：指定なし

c,  容積率　　     ％（基準200％）
d,  建ぺい率　     ％（基準70％）

84.00m2-

豊津小学校屋外トイレ新設工事

下記以外（特-06）図による

下記以外（特-06）図による

屋外トイレ

新築

48.00m2

48.00m2

RC-1

ごみ保管庫

新築

11.60m2

11.60m2

RC-1

運転手待機所

新築

16.00m2

16.00m2

RC-1

ボンベ庫

新築

既製品

受水槽（ポンプ室）

新築

6.00m2

棟名称

工事種別

構造・階数

建築面積

延べ床面積

6.00m2

2.86m2

2.86m2

-

ごみ保管庫　1箇所

運転手待機所　1箇所

特記仕様書(1)

№2



　「防除施工標準仕様書並びに安全管理」（（社）日本しろあり対策協会）による。
　保証期間５年、専門業者の責任施工とし、報告書を提出すること。
　　施工箇所　・図示による　　・（　　　　　　　　　　　）

　　　　　・　　

◎防腐処理

◎防蟻処理

　防腐剤：　※（社）日本木材保存協会認定品又は同等品

　防蟻剤：　・非有機リン系　・　

１０章   石 工 事６章   コンクリート工事
6.8.2

一般事項

シーリング材の種類，施工箇所
　・非着体に応じたものとし，（表9.7.1)を標準とする。

1.　水張試験
・行う　　　・行わない

1）　水張試験の範囲　　（　　　　　　　　　　）
2）　水張試験の時間　　（＊24時間　　　・48時間　　　）
3）　水張試験における水深は、設計荷重を超えない範囲で設定する。

9.7.2
材料

防水の水張試験

１０ ・　アスファルト防水
・　改質アスファルト防水
・　シート防水
・　塗膜防水
・　浸透性塗布防水

保証年限 防水保証年限は、引渡しの日から次表のとおりとする。
防水の種類 保証年限（年）

材質 摘要名称

・硬質塩化ビニル管
＊配管用鋼管たてどい（屋外）

・ステンレス製
・アルミ製

1.　とい・ルーフドレン・フロアドレン・その他の材料

ルーフドレン ＊鋳鉄製

＊鋳鉄製フロアドレン

オーバーフロー ＊ステンレス製

＊ステンレス製取付け金物

2）　板厚　　0.4ｍｍ

１３章   屋 根 及 び とい

3.　鋼管製といの防露巻き　　　　＊表13.5.5による
2.　防露材　　　　　　　　　　　＊表13.5.4による

4.　フロアドレンの取付けは、コンクリート打込み前に先付けを原則とし、つばをコンク

5.　たてどいは、各階ごとに床スラブに自重受けを設ける。
6.　といの曲がり部分には掃除口を設け、その下に天井がある場合は天井点検口を設ける。
7.　落葉などによりルーフドレンがつまるおそれがある箇所は、つまり防止用の高密度ポ

リエチレン製枯れ葉除けネット100φを設置する。
適用箇所（休憩所、体育倉庫　　）

13.2.2

13.5.2

とい

1.　製材
・「製材の日本農林規格」による製材
・「製材の日本農林規格」以外の製材

１２章   木 工 事
12.2.1

木材

2.　造作用集成材

施工箇所 額 縁

樹種

寸法

タモ タモ タモ

図示 図示 図示

10.1.3

施工一般

壁用 床用

磨き

ジェットバーナー

叩き

石種 仕上げ
外部（mm） 内部（mm） 外部（mm） 内部（mm）

6 6 6 4

6 6 4

6 6 4

8

8

　　ロ.ねむり目地は目地幅0.5mm程度とし、石小口にはテープ（塩化ビニルなど）を張り、
　　　 石の伸縮などによる破損を防止する。
　　ハ.目地は空隙がないように十分充填し、1～2mmの沈み目地とする。
　　ニ.化粧目地に普通セメントまたは白セメントを使用する場合は、色合いにより寒水砂
　　　 または洗い細砂を使用する。

１１章   タイル工事

施工

タイル

11.2.1

11.3.3
施工箇所 色調・メーカー

タイルの形状，寸法，きじの質及び工法等

形状・寸法 表面仕上

トイレ床

施工箇所 形状・寸法 表面仕上げの種類種類（産地、名称）

　1）一般目地（乾式工法は除く）
　　イ.設計図に記載なき目地幅は次による。

　2）伸縮調整目地
　　イ.コンクリートのひび割れ誘発目地部及び入隅部・異種下地と接する部分・サッシなど

石材

10.2.1

　　 床にあっては3ｍにつき±3ｍｍ以内とする。
　2）合端は糸面取り、出隅部は丸面取りまたは角面取りの仕上げとする。

1.仕上げ精度
　1）仕上り面の凹凸・高低の仕上り精度は、壁にあっては3ｍにつき±1.5ｍｍ以内、

2.目地

　　　 の取り合い部には、伸縮調整目地（シーリング材充填）を設ける。

1.天然石の品質

　2）内壁及びその他の石材　　　＊1等品　　・2等品
　1）床用石材　　　　　　　　　＊1等品　　・2等品

2.石材の種類と、施工箇所、形状、寸法、表面仕上げは次による。

・一般型

リート天端より20mm程度下げて取り付ける。

＊ハイキャップ型

呼び径

図示による

図示による

図示による

電気亜鉛めっき

表面処理方法

溶融亜鉛めっき 　・Ｂ種
　・Ａ種

種別

　・Ｃ種
　・Ｄ種
　・Ｅ種
　・Ｆ種

施工箇所
外部　図示による

2.　外気に接するボルト・ナットは溶融亜鉛めっきまたはステンレス製とする。

めっき

14.2.3

鉄鋼の亜鉛

・ステンレス鋳鉄製

・ステンレス鋳鉄製

７章   鉄 骨 工 事

８章   コンクリートフ゛ロック・ALCハ゜ネル・押出成形セメント板工事

１４章   金 属 工 事

表面仕上げ

ステンレスの

14.2.1

種類

・No.2Ｂ程度
・ＨＬ程度

・鏡面

施工箇所

図示箇所

・Ｃ－２種（着色）
・Ｃ－１種（無着色）
・Ｂ－２種（着色）

・Ｂ－１種（無着色）
・Ａ－２種（着色）
・Ａ－１種（無着色）

種類

・Ｄ種
・AA6 　・　
・AA6 　・　

種類

・B　 　・　

・B　 　・　
・AA15　・　
・AA15　・　

・着色塗装

施工箇所色調など

＊シルバー 塗膜　＊つや消し
皮膜　＊マット処理

2．ボルト・小ねじ・釘・座金などの結合用材・取付け金物でステンレス・アルミニウム・ 

備   考

1．アルミニウムがコンクリート・モルタル・吹付けロックウールなどのアルカリ性材料
に接触する場合及び異色金属が互いに接する場合の接触腐食防止処理を行う。

銅などと接触するものはステンレス製とし、接する金属により必要な接触腐食防止剤
処理を行う。

合金の表面処理

びアルミニウム

アルミニウム及

14.2.2

1.　鉄鋼の亜鉛めっきの種別

14.4.2

軽量鉄骨天井

下地

適用
・ひし型金網

線形（ｍｍ） 網目（ｍｍ）

・クリンプ金網

・溶接金網 3.2 50ｘ50

・溶接金網 6.0

・ステンレス平織金網 0.5

150ｘ150

2.5
1.0
0.6252.5

2.5

金網類

手すり

タラップ

14.8.2

14.8.3

　ＳＵＳ３０４
・ステンレス製

・鋼製

・ステンレス製

・鋼製
　ＳＵＳ３０４

手すり及びタラップ

手すり

タラップ

・ＨＬ程度　　・ＮＯ．２Ｂ程度
表面処理の種別

・研磨なし　　・ ＨＬ

外部　・溶融亜鉛めっき（Ｃ種）
内部　・電気亜鉛めっき（Ｅ種）

種類 種別

種別

１５章   左 官 工 事

3.　溶融亜鉛めっき鋼材の加工後の切断、穴あけは行わない。万が一、あと加工が必要な場合は、
　　監理者の指示による。

2.　アルミスパンドレル・パネルなどの金属製天井材の締結材は、ステンレス製または同等の耐食
    性を有するものとする。金属製重量天井または外部軒天などの場合はステンレスボルトを用い、
    吊り下げ式の場合はダブルナット留めなどの緩み止め対策を行う。

3.　屋内で天井のフトコロが1.5ｍ以上の場合の補強は14.4.4-ｈによる。
    3ｍ以上の場合は吊ボルト12Φとし、高さ1.8ｍ以内ごとに14.4.4-ｈによる補強を行う。

4.　屋外で天井のフトコロが1.0ｍ以上の場合の補強は14.4.4-ｈによる。
    2ｍ以上の場合は吊ボルト12Φとし、高さ1.8ｍ以内ごとに14.4.4-ｈによる補強を行う。

1.　野縁などの種類は次による。
    ＊標仕表14.4.1により屋内は19型、屋外は25型

5.　下がり壁・折上げ天井など、天井に高さ300mm以下の段違いがある場合は、野縁受と同材または
    L-30ｘ30ｘ3mm以上の部材で、周囲2.7ｍ程度に補強用振止（ブレース）を設けて補強し、
　　一体化する。段差が300mmを超える場合は設計図による。

・型枠の足元部分には、建込み前に適当な穴を開けておき、コンクリートの充填を
　確認すること。

・型枠下部には清掃口を設け、コンクリート打設前に内部の釘や金物等を取り除き、
  木屑は水で洗い流すこと。

・コンクリート打設前及び配筋検査後に、必ず型枠工・鉄筋工立会いでかぶり厚の
  再確認を行うこと。
・柱や壁の足元部打設時は、当該型枠部分を木槌等で叩きコンクリートの充填を促
  すこと。

3）　色　　　遮熱カラー

化粧有りのブロックの適用箇所厚さ(mm)

・ 

・型枠状フ゛ロック-20

・空洞ブロック-16

コンクリートブロック
種類 透水性

(8.2.2)

材料

９章   防 水 工 事

防水層の種別
及び工程

内部　　上框 花崗岩（御影） 本磨

花崗岩

笠木 コーナー見切

　化粧鋼板屋根は次による。

5）　製造所（製品名）　三晃金属工業（株）（A号瓦棒葺）同等品以上

種類 呼び名 備考工法仕上げの形状
仕上塗材

(15.5.2)

材料

（ＦＴ）
・複層仕上塗材 ・ゆず肌状・防水形複層塗材CE

・防水型複層塗材E
・防水形複層塗材RS
・防水形複層塗材RE

・凸状
　シリコン仕上

(超低汚染型)
　アクリル・弾性水系
　のつやあり・水系アクリル

上塗材種類
・吹付け

・凹凸状

花崗岩（御影） 本磨内部　　幅木

トイレ壁 吸湿タイル（せっ器質）

300×150角

種類 表面形状 厚さ(mm) 取付け工法種別

間仕切壁パネル

外壁パネル

・Ａ種

・Ｂ種

・Ｂ種

・Ｃ種

・60

・60

タイルベースパネル

デザインパネル(図示)

フラットパネル

タイルベースパネル

フラットパネル

材料

(8.5.2)

・50　・ 60

・50　・ 60

・50　・ 60

・50　・ 60

押出成形セメント板

デザインパネル(リブ付15)

塗装の種類・・・無塗装品

W50　厚さ30ｍｍ

H75　 厚さ20ｍｍ

（Ｋｙタイル株）同等品以上
外壁 N MOSAIC

1）　材質　　塗装溶融55％アルミニウム・亜鉛合金めっき鋼板（屋根用）

4）　性能　　心木無し瓦棒葺き

長尺金属板葺の材質

13.2.3

工法

たてどい・横引とい
（屋内・ピット）

＊配管用鋼管 図示による

図示による
・一般型
＊ハイキャップ型

・一般型
＊ハイキャップ型

フラット

アベニュー（名古屋モザイク株）
ドルメン（Ｋｙタイル株）
同等品以上

外壁タイル張り工法 ・　弾性有機系接着剤張り

外壁タイル張り下地コンクリート面の処理
・　ＭＣＲ工法　　　・目荒し工法（高圧洗浄）

12.3.1

防腐・防蟻処理

150

ウレタンゴム系塗膜防水

ゴムアスファルト系塗膜防水

＊標準色（・シルバー＊カラー）

＊標準色（・シルバー＊カラー）

塗膜防水の防水層の種別

仕   上 施 工 箇 所

＊標準色（・シルバー＊カラー）・Ｙ－１
・Ｙ－２

・Ｘ－２
・Ｘ－１

種   別

＊標準色（・シルバー＊カラー）

9.5.3
製造所（製品名）　積水化学工業（株）（枯れ葉よけエスロネット）同等品以上

撥水材吹付その他

材料～シラン系クリア
製造所（製品名）菊水化学工業(株)（シランコートHS ）　　同等品以上

下記以外（特-06）図による

・構造図による

磁器質300角 ノンスリップ

エコカラット（LIXIL株）
同等品以上

磁器質50角

特記仕様書(2)
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特記仕様書(3)

・(　　  )

枠の見込み寸法（ｍｍ）水密性気密性耐風圧性種　別

・C種

・B種
・A種

アルミニウム製建具

・S-4
・S-5

・S-6

・A-3

・A-4

・W-4

・W-5

 ・70

・100

性能及び構造：　※JIS規格による　・　

外部に面する鋼製建具の耐風圧性能：　・S-4　・S-5　・S-6　・　

鋼板類の厚さ：　※標準仕様書表16.4.2による　・　  

防音ドアセット、サッシの適用：　・適用　・適用しない　・図示

鋼製建具

　遮音性の等級：　・T-1 ・T-2 ・T-3 ・T-4　・図示

建具の種類

・木　製
・ステンレス製
・鋼　製
・アルミニウム製

種類・材質
＊シーリンク゛材　・カ゛スケット　・ハ゜テ材(・1種　・2種)

＊シーリンク゛材　・ハ゜テ材(・1種　・2種)
＊シーリンク゛材　・ハ゜テ材(・1種　・2種)
＊シーリンク゛材　・ハ゜テ材(・木製用　・　)

防火戸の指定：　・図示　・　

１６章   建 具 工 事

防犯建物部品の適用：　・図示　・適用　・適用しない
仮組の実施　　：　・行う　・行わない　
建具見本の制作：　・必要　・不要　

断熱ドアセット、サッシの適用：　・適用　・適用しない　・図示

耐震ドアセットの適用：　・適用　・適用しない　・図示

防虫網の適用：　・適用　・適用しない　・図示
　網の材種：　※合成樹脂製　・ステンレス製　・カ゛ラス繊維入り合成樹脂製

屋内の建具の表面処理　　　：　・C-1種　・　

引違い建具落下防止機構：　・採用する　・採用しない
表面色：　・標準色　　・特注色

建具枠の見込：　・図示　・70　・100　・　

ぜん板　：　・取付ける　・取付けない
水切り板：　・取付ける　・取付けない

結露水の処理方法：　・建具から外へ排出　・　

外部に面する建具の表面処理：　・B-1種　・B-2種　

性能及び構造：　※JIS規格による　・　

簡易気密型ドアセットの適用：　・適用　・適用しない　・図示

鋼製軽量建具

召合わせ、縦小口包み板等の適用：　・適用　・適用しない　・図示
鋼板の種別：　・ヒ゛ニル被覆鋼板　・カラー鋼板　・ステンレス鋼板　・図示　・ 

材質：　※鋼板　・ステンレス鋼板　・アルミニウム押出型材　・　
鋼板類の厚さ：　・図示　・0.6mm　・1.5mm(ステンレス鋼板)　・1.6mm　・2.3mm　・　

性能：　※標準仕様書表16.10.1による　・　
自閉式上吊り引戸装置

ガラスの種類：　・図示　・　
ガラス

ガラス留め材

16.1.4 

見本の制作等

性能及び構造
16.2.2 

16.2.3 

材料

16.2.4 
形状及び仕上げ

性能及び構造
16.4.2 

形状及び仕上げ
16.2.4 

性能及び構造
16.5.2 

16.5.3
材料

形状及び仕上げ
16.5.4 

性能等

材料
16.14.2

16.10.3

16.1.3 

防火戸

・フラッシュ戸の心材の中骨、上下桟及び中桟には空気穴を適正に設ける。
建具材の加工、組立て時の含水率の種別：　・A種　　※B種　　・C種
木製建具

建具用金物
金物の種類、材質：　※標準仕様書表16.8.1による　・　

マスターキー：　・製作する　　・製作しない

鍵箱の適用：　・必要　・不必要
出荷時の子鍵本数：　※3本　・　　本

材料
16.7.2

材質、形状
16.8.2 

鍵
16.8.4 

及び寸法

　形式　　：　・外面納まり可動式　・外面納まり固定式

腰壁羽目板

寸法・規格等

施工箇所

その他

※Ｆ☆☆☆☆　　　　　　・（　　　　　　）

ホルムアルデヒド放散量　　　※F☆☆☆☆　　・（　　　　　　　）

パーティクルボード及びＭＤＦのホルムアルデヒド放散量

工 法厚　　さ表　面　の　品　質材　　種

材　種
7節　せっこうボード、その他ボード及び合板張り

種　別 張　り　方 厚・寸法 備　　　考

生地のまま又は透明塗料塗りの場合

・普　通　合　板

・5.5　・9　・12 ※A種

・天然木化粧合板 ・(  　　　　　　　　　　　) ・(　　　　)

不透明塗料塗りの場合
※ラワン程度　　・( しな      )

・5.5　・9　・12

※しな程度　　　・( 　       )

・B種

・せっこうホ゛ート゛
・強化せっこうホ゛ート゛
・硬質せっこうホ゛ート゛

・図示・下地張り

・上張り

・突付け
・目透し
・V目地工法

材料

施工

19.7.2

19.7.3

寸法・規格等　　　水性無機シリカ系床塗料　２回塗ｔ0.15～0.2

防塵塗料　無機質系塗床

4節　合成樹脂塗床

材料

施工

19.4.2

19.4.3

2節　ビニル床シート、ビニル床タイル及びゴム床タイル張り

材料
19.2.2

19.2.3
施工

1.　不燃・準不燃・難燃・防炎・制電性などの指定がある場合は、品質を表示する証票付

2.　装着材（釘・ねじ・ビス・ボルト・グリッパー・ステープルなど）・接着剤・充填材

3.　下地・加工・仕上げ・取付・養生などの工法は、施工箇所・下地材・仕上材種・形状・ 

4.　シックハウス対応に係る内装材の品質確認を行う。

のものとする。

的に応じた材質・形状・寸法のもので取付け箇所・工法施工条件に合ったものとする。
・シーリング材などの副資材は、ＪＩＳ規格がるものはこれによるものとし、その目

寸法・施工条件に適したものとする。なお、特定の製造者または専門工事時業者が指
定されている場合は、その製造者または専門工事業者の仕様による。
また、外装カーテンウォールなどに近接する内装仕上下地・仕上材は、外装部材変形
の影響を受けないように縁切りを行い、日常的な熱収縮・層間変形・風圧力などに
よる異音を抑える工法とする。完成後、異音が発生した場合は、請負者の責任で防止
処置を行う。

1.　主な材料で監理者の指示するものは、あらかじめ見本またはカタログを提出し監理者

の承認を受ける。
19.1.4

見本

１９章   内 装 工 事
1節　一般事項

材料・工法の

選定

19.1.3

＊Ｆ☆☆☆☆

＊適用しない
・適用する（・すべての塗料　・隠ぺい部以外の部分）

受けた防火材料とする。

１８章   塗 装 工 事

3.　屋内で塗布する塗料は、原則としてトルエン・キシレンを含まないものとする。

4.　内装塗装仕上げに使用する塗料は、原則として防汚染型とする。
5.　塗料は、極力鉛を配合しないもの、あるいは配合量の少ないものから選定する。
6.　次により建築物全般について鉛フリーの塗料を適用する場合は、該当部位に用いる

2.　屋内の壁・天井に使用する塗料は、塗布する基材と同等の防火性を有し、認定を

ただし、キシレンは塗料の種類により配合が必要な場合、極力少ないものを選定する。

塗り仕様すべての塗料を、原則として鉛を配合しないものとする。
塗料の種類により配合が必要な場合は、塗膜中の鉛含有量が0.06％以下のものとする。

指定した色調により着色顔料に鉛が含まれる恐れがある場合は、塗料製造者の製品
安全データシート（ＭＳＤＳ）により確認をする。

材料

18.1.3 1.　塗料のホルムアルデヒド放散量

セルフコートiO　（エービーシー商会）同等品以上

　ホルムアルデヒド放散量　　　※F☆☆☆☆　・（　　　　　　　）
　遮音シール材　※アクリル系シーリング材　　・ジョイントコンパウンド

・木目模様

　カルシウム板
・無石綿けい酸

・吸音化粧せっこう

・木質セメント板

・直張り

・継目処理

※目透し

・四角孔あけ加工 ・直張り ※突付け

・目透し 無石綿

・30

・10 ・12

※450×910 

※9.5

※9.5

※6　・8

・20 ※25

・繊維板
・ハ゜ーティクルホ゛ート゛

・打込み
・張付け
・敷込み

・硬質木毛セメント板
・普通木毛セメント板

・化粧せっこう ・トラハ゛ーチン模様 ・直張り ※突付け
※450×910 

※9.5

・直張り・和風化粧せっこう ・木目模様 ※12.5

※440×3640 

※鋼製裏桟付

タイカ゛ースクエアトーンD
(吉野石膏)同等品以上

本実突付　接着併用隠し釘止め

施工

材料

複合フローリング19.5.2

施工

材料

19.5.3

5節　フローリング張り

18.1.4

施工一般

1.　壁面及び天井の塗装は、ローラーブラシ塗り仕上げを原則とする。ロックウール化粧
　　吸音板に塗装する場合は、シーラー処理のうえ吹付け塗りとする。

2.　各塗料種別ごとに塗料工程表・使用材料表を作成する。
3.　監理者の指示により、工法・技能・色・つや・配色・仕上げ程度及び仕上げ面の状態

1.　塗装専門工事業者

2.　工事指導者は、必要に応じ危険物取り扱い者の有資格者とする。

監理者の指示により見本帳に替えることができる。

などを検討するために、試験塗りを行う。

＊日本塗装工業会の会員　　　・監理者の承諾する業者
18.1.8

専門工事業者
の選定

1.　見本は、原則として基材・各塗料種別・色調ごとに色見本塗板を作成する。18.1.5

見本

・マスターキーの本数及び系統については施設管理者及び監督員と協議する。

金属性製建具用パテはJISA5752による。

製造所、製品色柄 工　法厚さ種　　　類材　　種

ビニル床シート
防滑性

ビニル床シート

同等以上

同等以上

東リ（NSシートNS800）
タシ゛マ（アクサンスSE）

熱溶接

熱溶接模様発泡層のないもの

模様VS-1

VS-2

ビニル床シートVS-3
一般用

2.5mm 熱溶接無地発泡層のないもの

同等以上

タシ゛マ（パーマリューム）
東リ（フロアリューム）

図示の箇所

杉　上小節　無垢　厚12　幅105

・直張り

防音ドアセット、サッシの適用：　・適用　（防衛省2級ｖ防音工事適合品）　・適用しない　

抗菌性

ビニル床シート 熱溶接無地発泡層のないもの

同等以上

VS-4
耐薬品性

2.0mm発泡層のないもの
タシ゛マ（タフゾーン）

ロンシール（サニタリウム）
東リ（ノンワックスリュームＮＷ）

ロンシール（ロンマットＭＥ）

ロンシール（ロンリウム）

2.0mm

2.0mm
タシ゛マ（タイヤクフロア）
東リ（耐薬スーパーＫシート）
ロンシール（耐薬スーパーリウム）

寸法・規格等　　厚さ　15（表層単板ｔ4）ｘ90ｘ900程度　カバ　ＵＶセラミック塗装

釘留め工法　　下張り構造用合板の上に複合フローリング張り

材　　種 種　　　　　　類 形　状 厚　さ

ビニル床タイル

ビニル幅木
　厚さ　・２　　・（          ）
　高さ　・60　　・75　　・100　　・（         ）

ビニル床タイル
張り

　材種　・軟質　　・硬質

製造所、製品

VT 置敷ビニル床タイル 500角 5.0ｍｍ

同等以上

東リ（ルースレイタイル）
タシ゛マ（レイフラットタイル）

ロンシール（ロンタイル）

(19.3.3)

材料

タイルカーペット

・カットパイル

　種　 別 パイルの形状 寸　法 総厚さ 色柄・機能

・二種
・一種 ・ループパイル ・５００角 ・6.5 ・無地

3節　カーペット敷き

TC

同等以上

製造所、製品

タシ゛マ（タピスセレクト）
東リ（ＧＡ-100Ｓ）
ロンシール（ＥＣＯＳ　ＬＰ3000）

製造所 （三洋工業九州システム）同等品以上

1.　断熱・防露
1）種類・種別

・押出法ポリスチレンフォーム保温板
＊一般部 2種b
＊土に接するスラブ下面　3種b

・吹付け硬質ウレタンフォーム断熱材（現場発泡断熱材）
＊Ａ種1（ノンフロン）　難燃3級（ＪＩＳ　Ａ　1321）相当

・設計図による

＊Ｆ☆☆☆☆

9節　断熱・防露

2）断熱材の厚さまたは吹付け厚さ

3）断熱材及び接着剤のホルムアルデヒドの放散量

4）内装制限が及ぶ室内及び天井裏の吹付け硬質ウレタンフォーム断熱材は表面に

5）サッシ周りはモルタル充填を完全におこなったうえで断熱材を枠または額縁まで
防火コートを施す。

施し、断熱材の欠損をなくす。

施工

材料
19.9.2

19.9.3

8節　壁紙張り

19.8.2

19.8.3
ホルムアルデヒドの放散量　※F☆☆☆☆　　　・（　　　　　　　　）

品　質施　工　箇　所 防火性能の級別
・1級　・2級　・(準不燃以上)

壁紙はJIS A 6921により、建築基準法に基づく防火材料の指定または認定を
受けたもの。

　モルタル及びプラスター面 　・Ａ種　　※Ｂ種
　せっこうボード面　　　　 　・Ａ種　　※Ｂ種
施工業者　※内装専門業者とする　　・（　　　　　　　　　　　　　　　）

素地ごしらえの種別

掲示用クロス 防かび+抗菌
製造所、製品

サンフォーム・ベーシック（株サンゲツ）
同等以上

木目調シート 塩ビシート ・1級　・2級　・(準不燃以上)

同等以上
リアテック　リアルウッド（株サンゲツ）

・15

№4



特記仕様書(4)

仕様・種別・寸法等

製造所（製品名）

塗装溶融55％アルミニウム-亜鉛合金めっき鋼板

ケイミュー（株）（はる・一番　和木目柄II）   同等品以上

金属系サイディング

外装材及び付属する部材についてはメーカー純正品と同等品とする。

木造下地軸組工法、塗装変色保証10年、赤サビ保証10年

ｔ16 程度、遮熱性フッ素焼付塗装品、働き幅400、木目調縦張り

・溝ふた（側溝用）

・Ｔ－20用

・　

鋼製

細目

・受付枠

・溝ふた（横断用）

・ますふた用

適用荷重

・Ｔ－２用

・Ｕ字溝用

普通

ステンレス製

・Ｕ字溝用

・ますふた用

・歩行用

・Ｔ－14用

備考

・Ｔ－６用

種類
メインバーピッチ

・Ｔ－14用

用途

・Ｔ－20用

・Ｔ－６用

・歩行用

形式

・溝ふた（側溝用）

・溝ふた（横断用）

・　

・Ｔ－２用

・受枠付

図示15mm35.3mm

35.3mm 図示15mm

路床の構成及び

(22.2.2)

仕　　上　　り

（注）添加材料の種類をセメント系材料とする場合は、(1.3.7)［施工中の安全確保]及び（1.3.10）施工中

高炉セメントＢ種

添加材料の種類

添加材料による処理

添加量方法

安定処理

要領（案）」に基づき、試験を行う。

の環境保全等により、「セメント及びセメント系固化材を利用した改良土の六価クロム溶出試験実施

材　　　　　料

(22.2.3)

試　　　　　験

(22.2.5)

路盤の厚さ及び

(22.3.2)

仕　　上　　り

材　　　　　料

(22.2.3)

試　　　　　験

(22.3.5)

配合その他

・細粒度アスファルト混合物　　・（13）　　・（13Ｆ）

基　層 　粗粒度アスファルト混合物（20）

表　層

アスファルト混合物の抽出試験　　・行う

(22.4.5)

シールコート　　・行う

(22.4.4)

・密粒度アスファルト混合物　　・（13）　　・（13Ｆ）

加熱アスファルト混合物の種類

施　　　　　工

早強セメント　　・使用する
(22.5.3)

(22.4.6)

コンクリート版厚さ試験　　・行う
(22.5.6)

試　　　　　験

試　　　　　験

(22.6.2)

舗装の構成及び

仕　　上　　り

カラー舗装の種類
・アスファルト混合物 ・石油樹脂系混合物
・樹脂系混合物 ・ニート工法 ・塗布工法

(その他)

材　　　　　料

車道部　※80

・透水ブロック 歩道部　※60

種　類

(22.8.2)

厚さ（ｍｍ）

インターロッキングブロック舗装舗装の構成及び

仕　　上　　り 色彩及び表面加工等

※標準ブロック

・誘導、注意喚起用ブロック

・植生ブロック ※80　　・100　　・150

※標準品

・ 

誘導、注意喚起用は黄色とする

洗い出し仕上げ

21.1.3
雨水排水計算書

21.2

寸法・規格等　　　＊図示による。

排水管

寸法・規格等　　　＊図示による。

側塊、排水桝等

２１章   排 水 工 事

有効土層として整備する面積／厚さ：　・図示　※標準仕様書表23.2.1による
一般

２３章   植裁工事及び屋上緑化工事

1節　一般事項

2節　植栽基盤

3節　植樹

材料

材料

基盤浸透水排水施設の設置：　・設置する　・設置しない

植栽基盤整備工法（芝、地被類）：　・A種　※B種　・C種　・D種
土壌改良の適用：　・適用する　・適用しない

樹木の樹種／寸法／株立ち数等：　・図示　・　

路床の構成

　厚さ：　・車道部　　mm　・歩道部　　mm

遮断層の適用：　　　・適用しない　・適用する

透水性舗装のフィルター層の適用：　・適用しない　・適用する

凍上抑制層の適用：　・適用しない　・適用する

路床安定処理の適用：・適用しない　・適用する

　厚さ：　・車道部　　mm　・歩道部　　mm

　厚さ：　・車道部　150mm　・歩道部　50mm

材料の配合量については現地試料土による室内配合試験による。
　方法：　・添加材による処理　・図示　・　

材料

遮断層の材料：　・良質な砂（75μmふるい通過量10％以下）　・図示　・　　

　　　　　　　　　　　　　・消石灰【・特号　・1号】　・生石灰【・特号　・1号】

盛土の種別：　・A種　・B種　・C種　・D種

路床安定処理用添加材料：　・セメント系固化材　・フライアッシュセメント

ジオテキスタイルの適用：　・適用しない　・適用する；

試験
路床土のＣＢＲ試験：　・行わない　・行う【・乱した土　・乱さない土】
路床締固め度試験：　・行う　・行わない

植栽基盤整備工法（樹木）：　※A種　・B種　・C種　・D種
排水施設：　・図示　・暗渠　・開渠　・排水層　・縦穴排水　・　　

土壌改良材：　・ハ゛ーク堆肥　・発酵下水汚泥コンホ゜スト　・　
植込み用土：　・現場発生の良質土　・客土

バーク堆肥の場合の緩効性肥料の適用：　・適用しない　・適用する；

新植樹木の枯補償
補償期間：　※引渡しの日から１年　・　

カーテンレール

　　形状　※Ｃ型又はＤ型　　・角型
　　材種　※ステンレス製　　・アルミニウム製　　・鋼製

カーテンレールカーテン及び

1.　材料・製品でＪＩＳ・ＪＡＳその他の規格のあるものは、それぞれの規格品または

　　認定品とする。
2.　既製品は見本またはカタログを提出し監理者の承認を受ける。

1節　一般事項

２０章   ユニット及びその他工事

20.1.3
材料・工法の

選定

1.　設計図の雨水排水計画に基づき、着工後速やかに敷地全般を含めた雨水排水計画書を
    作成し、監理者の承認を受ける。異種工事や関連工事の取り合いとなる部分ではくい
    ちがいのないように、施工計画調整を行う。

2.　雨水排水計画については、建築設計条件の降雨条件により請負者にて再計算し、施工
    に反映する。この場合、必要な桝、とい部材などは、本工事に含まれるものとする。

2節　路床

２２章   舗 装 工 事

　材　　種　※アルミニウム押出型材　　・塩化ビニル製
　施工箇所　※仕上表による　　・（図示　　　　　　　　　　　　　）

天井見切縁

　材種　※ステンレス製　　・（ 図示による         ）
コーナーガード

※ステンレス ・450×450　　※600×600 ロック付

点検口

施工箇所 材　種 寸　　　　　法

天　　井

壁

床

※アルミニウム　　 ・450×450　　※600×600

※アルミニウム　 ・450×450　　※600×600

形式　・一般型　　・簡易密閉型　　・密閉型　　・（水槽型　　　　　）

　　　　　　　・設計図による

※溶触型（厚1.5）　・加熱型（厚1.0程度）

・駐車スペースナンバー表示（ 350角）
・身障者用駐車場スペース表示

路盤の構成
3節　路盤

歩道部の路盤の厚さ：　・図示　・　
車道部の路盤の厚さ：　・図示　・　

　　　　　　　・再生材【・クラッシャラン　・粒度調整砕石】
　　　　　　　・クラッシャラン鉄鋼スラク゛　・　

　　　　　　・砕石【・クラッシャラン　・粒度調整砕石】
材料

試験

区画線等

路盤締固め度試験：　・行う　・行わない

トラフィックペイント　JIS K 5665

区画線幅　※１５０　　・（　　　　　）
※遮光用カーテンの両端、上部及び召合せの重掛けは３００mm以上とする。

施工箇所 開閉装置形　　　式ひだの種別きれ地名称品質

遮光カーテン

カーテン

ポリエステル

ポリエステル プレーン

ホスピタルカーテン

製造所、製品

・有　※無

・有　※無

・有  ※無

アスワン（エコマスター）
スミノエ（ＴＦプロキオン3）
川島織物（ホスピア）

ポリエステル ・有  ※無
電動遮光カーテン

・片引き
・引分け

ポリエステル

プレーン ・片引き
・引分け

プレーン ・片引き
・引分け

プレーン ・片引き
・引分け

同等以上

寸法・規格等
施工箇所
製造所

図示
運転手待機所

ミニキッチン

（パナソニック(株)）（(株)LIXIL）（  ）同等品以上

寸法・規格等
施工箇所
製造所（製品名）

図示
図示

大型片引戸

(株)LIXIL（アペリードAL Bタイプ  ）、

寸法・規格等
施工箇所
製造所（製品名）

図示
図示

メッシュフェンス

朝日スチール工業(株)（ユニフェンスA型 ）同等品以上

寸法・規格等
施工箇所
製造所（製品名）

図示
図示

グランド舗装

(株)スポーツテクノ和広（モストクレイ舗装）同等品以上

・真砂土（コンクリート擁壁埋戻土）

寸法・規格等
施工箇所
製造所

図示
図示
（カネソウ（株））（福西鋳物（株））（第一機材（株））同等品以上

スチール製グレーチング蓋等

四国化成工業（株）（スタックラインNA1型）同等品以上

寸法・規格等
施工箇所
製造所（製品名）

図示
図示

ネットフェンス

朝日スチール工業(株)（PCフェンス ）同等品以上

寸法・規格等

施工箇所
製造所（製品名）

溶融亜鉛めっきの上熱硬化性アクリル樹脂系塗装品

図示

ガードレール

JFE建材(株)（ガードレール ）同等品以上

Gr-C-2B-4

寸法・規格等
施工箇所
製造所

図示
図示

掲揚台

(株)スポーツテクノ和広　　　　同等品以上

寸法・規格等

施工箇所
製造所

（社）日本公園施設業協会 公園施設団体賠償保険等の保険に加入した

図示

体育器具・遊具

もので、その加入証の写し及び保証書を提出すること。

(株)スポーツテクノ和広　　　　同等品以上

4節　アスファルト舗装

5節　コンクリート舗装

6節　カラー舗装

8節　ブロック系舗装

製造所 （インフラテック（株））（福岡ILB（株））（森ブロック工業（株））　同等品以上
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特記仕様書(5)

工事用電力・上下水道引込工事

工事用電力・上下水道工事
（引込負担金・基本料金を含む）

工事上の各種申請届出費用

同上アンカーボルト・箱入・埋込

梁貫通スリーブ

同上補強

各貫通穴あけ箇所の穴うめ・補修

外壁取付ガラリ

同上接続用アングル・防鳥ネット

同上補強

床壁貫通スリーブ・箱入

チャンバーボックス（接続アングル共）

レタンガラリ

ドアガラリ

点検口（床・壁・天井）

敷地外本管への接続

同上一次側電気配管配線

同上給排水管接続

屋内雨水排水工事

敷地内汚水・雑排水工事

屋内汚水・雑排水工事

敷地内雨水排水工事

同上下地補強

同上給排水管接続

電気湯沸器（配管接続共）

同上一次側電気配管配線

流し台・洗面化粧台

同上下地補強

消火水槽

同上用防水・マンホール・タラップ

同上用フート弁・オーバーフロー管

満減水警報・液面電極棒取付

同上電気配管配線

受水槽

同上基礎

同上一次側電気配管配線

ピットの躯体・排水溝

同上用湧水用水中ポンプ・オーバーフロー管

同上電気配管配線

満減水警報・液面電極棒取付

電動機・同据付

機器付属制御盤・二次側電気配管配線

パッケージ・ポンプユニットも含む）

冷凍機・冷温水発生機・ボイラーパッケージ
などの遠隔操作用・故障警報用リレー端子取付

一般制御盤　電動機端子までの電気配管配線

受信機　電気配管配線

電話ＬＡＮ用配管・端子盤

同上配線・端子

ウェザカバー・ベンドキャップ

同上以降の二次側配管配線結線

防火戸建具・付属金物・自動閉鎖（開放）
装置

同上連動制御器・電源・上記機器間防災盤
までの電気配管配線

消火栓ボックス

同上起動用押しボタン・表示灯

消火ポンプ制御盤（起動リレー共）

同上制御盤までの一次側電源送り

昇降路

電源盤への一次側電気工事

電源盤以降の二次側電気工事

昇降路ピット内保守用コンセント

昇降路頂部煙感知器

各階出入口穴あけ・補強

出入口扉・三方枠

三方枠取付・枠廻り埋戻補修

昇降路内ピット防水

昇降路内ピット点検用タラップ

軌条他昇降路内の鉄骨工事

昇降路頂部の吊フック

ホール押しボタン・インジケーターなどの
コンクリート穴あけ

昇降かご内スピーカー・インターポン用配管
配線

避雷設備・接地工事

コンクリート水槽

各工事別

各工事別

各工事別

ステンレス水槽
付属品一式を含む

設計図による

コンクリート

各工事別

各工事別

各工事別

各工事別

各工事別

設計図による

設計図による

設計図による

設計図による

付属品一式を含む

設計図による

電

気

別

途 途

別

気

電

築

建

途

別

気

電

築

建

途

別

気

電

築

建

躯体貫通

躯体以外の
開口・貫通

排水工事

トイレ、
シャワー室など

共  通
ピット・ 

マンホール・ 

消火水槽など

設備工事など

防災消火
設備など

設備など
特定防火

昇降機

その他

その他

棚・トイレブース・手すり

コンクリート機器・盤基礎（仕上げ含む）機械基礎
盤類基礎

化粧鏡

各種機器の接地工事（電気温水機・ 

降
機

昇

)
（

降
機

昇

)
（

降
機

昇

)
（

降
機

昇

)
（

化粧洗面カウンター

建

築

外

構

外

構

外

構

外

構

サイン工事

同上電動装置・二次側配線

消火器

同上設置用ボックス

教卓・机・椅子

各種水槽用電極

植栽工事

舗装工事

雨水排水工事

囲障工事

備　　考項　　目備　　考項　　目備　　考項　　目備　　考項　　目
機

械 械

機

械

機

械

機

カーテン・カーテンレール

カーテンボックス

教室

黒板
同上

同上
造付家具

同上洗面器

電気時計

ユニットシャワー・トイレ
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（1枚ずつ） （1枚） （1枚）

平面図

aY2 aY1 aY1 aY2

屋根伏図

水勾配1/100

西側立面図 東側立面図

南側立面図北側立面図

A-A'断面図

磁器質タイル(50角) 磁器質タイル(50角)

複層塗材E 複層塗材E

ｶﾗｰ塩ビ管

φ75

ｶﾗｰ塩ビ管φ75

ドレイン

鋳鉄製75φ

複層塗材E 複層塗材E

男性用

トイレ

女性用

トイレ
PWC

bX1 bX2 bX3

bY1

bY2

SK

bX1 bX2 bX3

bX1 bX2 bX3bX1 bX2 bX3

男性用

トイレ

女性用

トイレ
PWC

磁器質タイル(50角)

複層塗材E

複層塗材E

Ｎ

ｶﾗｰ塩ビ管φ75

A A'

bX3 bX2 bX1

磁器質タイル(50角)

複層塗材E

複層塗材E

bY1

bY2

ｶﾗｰ塩ビ管φ75 ｶﾗｰ塩ビ管φ75

ドレイン

鋳鉄製75φ

ｶﾗｰ塩ビ管

φ75

△GL

▽地盤

面 △GL

▽地盤

面

△GL

▽地盤

面 △GL

▽地盤

面

△GL

▽地盤

面

GL+440

GL+340

GL+440 GL+440

ｶﾗｰ塩ビ管φ75

ｶﾗｰ塩ビ管φ75

bX1 bX2 bX3

bY1

bY2

1

求積図・面積表

AD
片開き扉

2箇所

2
S=1:50

▽FL

他附属金物一式

―

丁番、ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙ、沓摺、戸当たり、ガラリ

―

符　　　号

形　　　式

数量

材質・見込

仕　　　上

備　　　考

硝　　　子

形　　　状
寸　　　法

附 属 金 物

AW

1

AW

1

AW

1

AW

1

AD

1

AD

2
AD

2

AD
片引き扉

1箇所

S=1:50

型板ガラス(ｱ)4.0

―

3

アルミ 100 アルミ 100

アルマイト処理 アルマイト処理

AD

3

引手、ハンガーレール、ガラリ、他附属金物一式
引戸用鍵、沓摺、シリンダー鍵

AD
片開き扉

1箇所

4
S=1:50

▽FL

他附属金物一式

―

丁番、ﾚﾊﾞｰﾊﾝﾄﾞﾙ、沓摺、戸当たり、ガラリ

―

アルミ 100

アルマイト処理

AD

4

▽FL

TB
トイレブース

1箇所

1
S=1:50

他附属金物一式

―

ﾗﾊﾞﾄﾘｰﾋﾝｼﾞ、表示付打掛鍵、SUS巾木(H=60)、戸当りフック

―

扉:ﾌｪﾉｰﾙ樹脂板t13、前パネル:ﾌｪﾉｰﾙ樹脂板t18、奥行パネル:ﾌｪﾉｰﾙ樹脂板t18

全てF☆☆☆☆品

TB

1

TB

2

TB

3

AW
滑り出し窓

4箇所

70アルミ

アングルピース、引寄せﾊﾝﾄﾞﾙ、ｱﾙﾐ水切

強化ガラス(ｱ)4.0

アルマイト処理

―

1
S=1:50

▽地盤面

FIX

建具表

他附属金物一式

AD
片引き扉

1箇所

1
S=1:50

▽地盤面

アルミ

アルマイト処理

―

100

―

符　　　号
形　　　式

数量

材質・見込

仕　　　上

備　　　考

硝　　　子

形　　　状

寸　　　法

附 属 金 物
引手、ハンガーレール、ガラリ、他附属金物一式
引戸用鍵、沓摺

TB
トイレブース

1箇所

2
S=1:50

他附属金物一式

―

ﾗﾊﾞﾄﾘｰﾋﾝｼﾞ、表示付打掛鍵、SUS巾木(H=60)、戸当りフック

―

扉:ﾌｪﾉｰﾙ樹脂板t13、前パネル:ﾌｪﾉｰﾙ樹脂板t18、奥行パネル:ﾌｪﾉｰﾙ樹脂板t18

全てF☆☆☆☆品

TB

1箇所

3
S=1:50

他附属金物一式

―

ﾗﾊﾞﾄﾘｰﾋﾝｼﾞ、表示付打掛鍵、SUS巾木(H=60)、戸当りフック

―

扉:ﾌｪﾉｰﾙ樹脂板t13、前パネル:ﾌｪﾉｰﾙ樹脂板t18、奥行パネル:ﾌｪﾉｰﾙ樹脂板t18

全てF☆☆☆☆品

トイレブース

▽FL▽FL ▽FL

※GLは、校舎棟設計の基準GL（標高51.80m）とする。

屋外トイレ

仕上表、平面図、立面図、断面図
A1:1/100

A3:1/200

照　査

図　　名

工事名称

縮　　尺

・ 構 設・ ・

日　　　　付

意

製　図図　面　番　号

電

担　当部　長

豊津小学校屋外トイレ新設工事

№7
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0
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0
0

460



　構造耐力上主要な部分に、支持構造部は、建築物の構造耐力上主要な部分に緊結すること。

■屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するものは、支持構造部又は建築物の

　ないものとすること。

■建築設備(昇降機を除く)、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食又は腐朽のおそれが

　選択項目は■印を適用する。

　建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

　場合は、鉄製の支枠を設けたものを除き、90cm以下とすること。

□煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の

　対して構造耐力上安全なものとすること。

　類するものにあっては、建設省告示代1389号により、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に

■法第20条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上から突出する水槽、煙突その他これらに

　該当するものを除いたもの。

　＊｢給湯設備｣:建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備で、屋上水槽等のうち給湯設備に

　ない構造として、平成12年建設省告示第1388号第5に規定する構造方法によること。

　ない構造とすること。満水時の質量が15kgを超える給湯設備については、地震に対して安全上支障の

■給湯設備＊は、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障の

　　その他の震動及び衝撃の緩和のための措置を講ずること。

　■管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震

　　可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずること。

　■管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手又は

　　有効な管の損傷防止のための措置を講ずること。

　■建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等

　■風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とすること。

■建築物に設ける給水、排水その他の配管設備は、

とすること。

　ト造又は、厚さが25cm以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリートブロック造

□煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを5cm以上とした鉄筋コンクリー

膨張材6-2

6-3

減水剤 減水剤 躯体防水材AE高性能*AE混和材

注1.混和剤は所定の品質を確保するためにプラントの特性に応じたもの使用する。

cm

%

kg/m

kg/m

備 考

1815

基礎, 基礎梁箇  所

単位セメント量

スランプ

水セメント比

単位水量

空気量スランプ

]

][

[

試験 (躯体コンクリートの28日圧縮試験は公的機関において行う)6-4

1)骨材 アルカリシリカ反応性 塩分含有量

2)フレッシュコンクリート

3)躯体のせき板取り外し時期決定圧縮試験

4)コンクリートコア抜き取り圧縮試験

5)マスコンクリートのひび割れ照査(温度応力解析)

6)単位水量測定

*  行う

*  行う

*  行う

行う

行う

行う

*  行わない

*  行わない

行わない

行わない

行わない

行わない

6-5 調合 (補正値は工事費に含む)

短期(18) 標準(24)

材齢28日の調合強度Fは下記の両式を満足するものとする。

F≧Fm+1.73σ F≧0.85Fm+3σ

Fm=Max(Fc,Fd)+S

超長期(36)長期(30)

計画供用期間の級( )は耐久設計基準強度Fd

調合管理強度 S＝3～6

5N/mm圧縮試験による場合

2)外壁 厚さ  mm

PCa板厚さ mmmmmm 備     考合計厚さ現場打厚さ

PCa板単独 厚さ mm

1)床及び屋根

合成板

屋根床

PCa板8-4

ロッキング構法

スライド構法横

縦

方  向 構     法 使 用 箇 所 備   考

mm外壁取付構法及び厚さ

押出成形セメント板8-3

横

縦

アンカー構法

ロッキング構法

備   考使 用 箇 所構     法方  向

「JASS6 鉄骨工事 2018 付則6. 鉄骨精度検査基準」の限界許容差による。

の合計が4個以下のときはロットを合格とし、5個以上のときはロットを不合格とする。

ロットからさらに30個のサンプルを抜取検査する。総計60個のサンプルについての不適合個数

・補強マニュアル」等を参考にする。

9)ずれ・食い違いの補修方法は、独立行政法人 建築研究所監修「突き合せ継手の食い違い仕口のずれの検査

8)検査により不合格と判定された溶接部はすべて補修を行い、再検査して合格とならねばならない。

ⅰ.全数検査とする。

b)現場溶接の場合

JRMHS

国土交通省大臣認定(グレード)

120(125)

§8 コンクリートブロック・ALCパネル・押出成形セメント板・PCa板工事

190150120100

種C種B種A

175100(80)75 150

外壁屋根床 内壁

3)外壁取り付け構法

2)厚さ mm

1)使用箇所

2)厚さ mm

1)種類

パネルALC8-2

コンクリートブロック8-1

ロットを不合格とする。ただし、サンプル中の不適合数が1個を超え4個未満のときは、同じ

ⅲ.大きさ30個のサンプル中の不適合個数が1個以下のときはロットを合格とし、4個以上のときは

6)溶接箇所数の数え方は「JASS6 鉄骨工事 2018」表10.1溶接箇所数の数え方による。

ⅱ.抜取り数は各ロット毎に30箇所をランダムにサンプリングする。

ⅰ.検査ロットは各節、各工区毎に溶接箇所300箇所以内で構成する。

a)工場溶接の場合

7)受入検査の抜取り方法及び抜取り率は以下による。

判定は7.2.1疲労を考慮しない溶接部のうち、引張応力が作用する溶接部の項を適用する。

取得した事業者とし、当該工事の鉄骨製作工場の社内検査を行っていない事業者とする。

2)第三者検査機関は(社)日本溶接協会によるCIW検査事業者認定種別における超音波探傷検査部門の認定を

1)受入検査を行う第三者検査機関は、建築主、設計者、工事監理者又は工事施工者(元請)との直接契約による。

4)外観検査の合否判定は国土交通省告示1464号による。ただし告示に定めのないものは日本建築学会

3)受入検査は目視による外観検査と超音波探傷検査とし、社内検査完了後に行う。

* 行う7-11 溶接部の検査(受入検査) 行わない

§7 鉄骨工事

*  S10T

 F8T

S14T

F10T

超高力ボルト

溶融亜鉛めっき高力ボルト

JIS形高力ボルト

トルシア形高力ボルト

高 力 ボ ル ト の 種 類 使 用 箇 所

高力ボルト7-2

普通ボルト,アンカーボルト7-3

他

小梁
ﾌﾞﾚｰｽ大梁

ダイア

内

ダイア

通 し
柱鋼   材   名

建築構造用圧延棒鋼

一般構造用軽量形鋼

一般構造用炭素鋼管

熱間成形角形鋼管

冷間成形角形鋼管

一般構造用角形鋼管

建築構造用圧延鋼材

溶接構造用圧延鋼材

一般構造用圧延鋼材

規 格 名 称

SS400

SNR400

SSC400

SHC490CSHC490B

SHC400B SHC400C

STK490STK400

STKR490STKR400

BCP325BCP235

BCR295

SN400C

SN490BSN400B

SN490C

SN400A

SM490ASM400A

材種及び使用箇所7-1

屋内環境

母材が亜鉛めっきされている部分

トルシア形が使用できない部分

全般

印を適用し、選択項目は

○ 印が複数有る場合は、共に適用する。

印が無い場合は * 印を適用する。

設計図書の優先順位は下記による。

使用材料は原則としてJIS規格品、又は大臣認定品とする。

1-2

1-1

§1 一般事項

構　造　特　記　仕　様　書  ２０１９年度版

1)本特記仕様書

2)設計図

公共建築協会  *日本建築家協会 )

3)標準図

4)仕様書 (

設計図書に示されていない材料、工法等を採用する場合は文書にて工事監理者の承諾を得る。

各工事に際して、施工計画書及び施工図を提出し、工事監理者の承諾を得る。

構造関係材料及び各種試験成績書・検査報告書を作成し提出する。

その他

1-3

1-4

1-5

1-6

含まない )

1-7

第三者機関による検査・試験費用は工事費に ( *含む

梁貫通位置、径、及び箇所数は( 意匠図 構造図  *設備図 )による。

2-1

ルート1 ルート2 ルート3

ルート1 ルート2 ルート3

構造計算ルート方  向

X

Y

§2 構造計算ルート

2-2 鉄筋の継手

構造計算ルート別による主筋又は、耐力壁の鉄筋の継手の重ね長さ

*  建築基準法施行令第73条(政令第73条第2項)による仕様規定

鉄筋コンクリート造配筋指針・同解説及びRC規準2018とすることができる。

§3 仮設工事,土工事

ルート1の場合は、大梁(地中梁含む)主筋の定着長さは、40d以上とする。

山留め、根切り3-1

埋戻し土、盛土、残土処分3-2

埋戻し土 * 根切り土の中の良土 搬入良土

盛土 * 根切り土の中の良土 搬入良土

残土処分 場内地均し * 場外搬出処分(* 自由 指定場所 )

4-1 基礎及びスラブ下地業 (単位mm)

場   所

基 礎

独立,布

ベ  タ

屋内

屋外

:

:

A

B

(1)※
砕 石

割栗石

厚 さ捨てコンクリート厚さ

60

60

60

60

60

60 100

100

100

100

100

100 B

B

B

B

B

B

150

150

150

150

150

150

* 50

* 50

* 50

* 50

* 50

50

* A

* A

* A

* A

* A

* A

* 60

* 60

* 60

* 60

* 60

60 * 100

100

100

100

100

100

§4 地業工事

基 礎 梁

構造スラブ

土間コン

クリート

a

注 (1)アンカーボルト支持用フレームの、あと施工アンカーを打込む部分は100以上とする。

(2)端部aは100以上とする。

4-2 設計地耐力 長期 短期 終局kN/m

地耐力載荷試験 行う (  箇所,長期設計耐力の3倍を確認する) * 行わない

4-3 地盤改良

無筋コンクリート地業 締固め工法 ソイルセメント杭

セメント系固化材撹袢 圧密排水工法

[ 載荷試験 ]一軸圧縮試験 (  箇所) * 行わない行う

[ ]六価クロム溶出試験 * 行わない行う

4-4 既製コンクリート杭、鋼管杭、その他特殊杭

1)杭種

PHC杭 A種 B種 C種

4-5 場所打鉄筋コンクリート杭,場所打鋼管コンクリート杭

1)工法

アースドリル工法 拡底アースドリル工法

リバース工法 オールケーシング工法 （　　ベノト工法　　　　　　　）

BH工法

2)杭径,設計耐力,本数表(拡底部は施工径を示す)

杭伏図、杭リストによる

GL-    m

( 方向)2

3)杭先端深さ

4)孔壁測定

* 行う 行わない)%全数(

5)使用材料 コンクリートの仕様は設計図による。特記のない場合JASS5水中コンクリートによる。

5)日本建築学会標準仕様書 , JASS5(2018) , JASS6(2018)

日本建築学会 JASS5(2018),鉄筋コンクリート造配筋指針・同解説

日本建築学会 RC規準2018

15 ℃以上

5 ℃以上

0 ℃以上

28 日

梁  下スラブ下基礎、梁側、柱、壁

17 日

25 日

28 日8 日

5 日

3 日

せき板及び支柱の在置期間(普通ポルトランドセメントの場合)6-6

による場合

の材齢

コンクリート

確認されるまで。

により安全であることが

外力について、構造計算

かつ、施工中の荷重及び

設計基準強度以上であり、

確認されるまで。

により安全であることが

外力について、構造計算

かつ、施工中の荷重及び

以上
2

0.85Fc又は12N／mm

が変わる場合があるので注意すること。

劣化等級2又は3を指定する場合は、鉄筋コンクリート構造配筋標準図(1)2-7かぶり厚さ

劣化等級 等級3等級2

住宅性能表示6-7

Fc36を超える高強度コンクリートは別記特記仕様書（JASS5等）による。6-8

コンクリートの充填・打継ぎ部の処理方法・養生に関してはJASS5(2018)第7節及び第8節による。

5)超音波探傷検査は日本建築学会「鋼構造建築溶接部の超音波探傷検査規準・同解説」2018により、合否

   鉄筋コンクリート壁式標準配筋図

   鉄筋コンクリート構造配筋標準図 

   鉄筋鉄骨コンクリート構造標準図  高強度せん断補強筋施工仕様書 

  鉄骨工作標準図

ST杭 B種 C種A種

t mmSC杭 14mm12mm9mm

CPRC杭 種 種 種Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ種

節付PHC杭 B種 C種

2)工法

打撃工法 油圧ハンマー ディーゼルハンマー

A種

埋込み工法 プレボーリングセメントミルク注入工法

プレボーリング拡大根固め工法(認定工法)

杭周固定液 なし* あり

中掘拡大根固め工法(認定工法)

回転埋設根固め工法(認定工法)

3)杭径,設計耐力,本数表

4)杭の構成は設計図による。

5)杭頭補強

杭伏図、杭リストによる

かご筋 スタッド溶接 杭外周溶接

D25

D29

D16

その質量として用いるものとする。

水セメント比は高炉セメントを使用する場合、混合物の10分の3を除いた部分を

鉄筋 SD295A SD345以上以下

SD390以上

SKK400 SKK490鋼管(リブ付)

(JISZ3120)

ガス圧接部の検査(第三者機関による)外観検査全数(引張り試験の場合、施工者自主検査でもよい)5-2

抜取り検査

引張り試験

* ガス圧接

* ガス圧接

* 溶接継手

溶接継手

溶接継手

U

P

K

ガス圧接 機械継手(  級)

機械継手(  級)

重ね継手

フック加工

* 重ね継手

継    手径種 類

補強筋

高強度せん断

溶接金網

 685級

 785級

1275級 工場溶接スパイラル

重ね継手

SD490

SD390

SD345

SD295A

以上D  

以上

工場溶接スパイラル以下

材種5-1

§5 鉄筋工事

3)SL塗布 * 行わない行う

2)載荷試験 * 行わない行う (  箇所,長期設計耐力の3倍を確認する)

行う(   本) 行わない試験掘]試験杭1)[

杭打地業共通事項4-6

コンクリート ( 普通ポルトランドセメント 高炉セメント )B種Fc     

* 3 原則 柱・梁の径毎に3本検査ロットにつき1 本

超音波探傷試験 熱間押抜き試験(JISZ3062)

検査ロットにつき1 30 箇所

不合格となった圧接部は切り取って再圧接を行う。また残り全数に対して超音波探傷試験を行う。

1検査ロットは1組の作業班が1日に施工した圧接箇所の数量で200箇所以内

溶接、機械式継手の検査は各々の認定方法による他日本継手協会仕様書(2017年)による。5-3

5-4 梁貫通補強

補強筋は原則として工場製品(評定品)を使用する。

その他5-5

①一般 ②地反力を受ける基礎梁、基礎小梁の継手及び定着は原則として

とする。③上載荷重が大きい場合

端部上下筋15d　中央上下筋20d

端部上下筋15d　中央上下筋20d

’Ｄ 2L* min(    ,     )

* D' (梁有効成)

　　　　　　　　    基礎梁

梁の余長    の採用   大梁・小梁１

コンクリートを2回打する部材は、初回の打設後に鉄筋の清掃を行う。

鉄筋の組立は適切な位置にスペーサーを使用し、組立後は形状保持のための養生を行う。

コンクリート打設前に工事監理者の検査を受け不備な箇所は修正を行う。

§6 コンクリート工事

6-1 設計基準強度 (N/mm )

       高炉ｾﾒﾝﾄB種*  普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄJISR52101)セメント   

低熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄJISR5210

25 40

    * 砕石

* 20

       砂利        高炉ｽﾗｸﾞ骨材        再生骨材       人工軽量骨材2)粗骨材

最大径(mm)

3)躯体(使用区分は設計図の軸組図に示す)

普通コンクリート

Fc18 Fc21 Fc24 Fc27 Fc30 Fc Fc

軽量コンクリート( *  1種 2種 気乾単位容積質量  * 18.5 )

LFc18 LFc21 LFc24 LFc27 LFcLFc30

Fc (ただし柱,壁等と同時に打込む場合は躯体の強度とする)4)土間コンクリート

Fc5)捨てコンクリート

)LFcFc (気乾単位容積質量6)防水押さえコンクリート * 18.5

)Fc LFc (気乾単位容積質量7)デッキコンクリート * 18.5

( 　M以上)SS490材質1)  SS400

30μm

15μm

A種

2種

JISK5551構造物用さび止めペイント

JISK5552有機ジンクリッチプライマー

40μmJASS18   M-109変性エポキシ樹脂プライマー

** 1種**

30μm

2種

JASS18   M-111水系さび止めペイント

屋外

2種1種

30μmJISK5674鉛、クロムフリ-錆び止め

標準膜厚種  別塗       料

室内

適用

下塗り用塗料

素地調整

塗装(工場塗 * 2回  

行う

溶接施工管理技術者により管理を行うこと。

1)

* 行わない本工事で代替タブを使用する場合は、代替タブ溶接技能者技量検定付加試験を2)

AW検定(工場･現場･代替ﾀﾌﾞ)の有資格者で、係員の承認を受けた者は技量検定付加試験を免除する。3)

プライマー 亜鉛めっき Z12 Z27防錆処理4)

型枠用3) 板厚高さ

合成スラブ用2) 板厚高さ

床用1) 板厚高さ

デッキプレート7-9 mm(単位 )

2)

* ケレン ブラスト1)

7-10

溶接手法及び管理7-8

現場溶接現場溶接高力ボルト

現場溶接現場溶接高力ボルト

*  高力ボルト

*  高力ボルト

梁柱

ウェブ

フランジ

ノンスカラップ工法スカラップ形状              * スカラップ工法

2)ガスシールドアーク溶接に使用するシールドガスは溶接に相応したものとする。

したものを選定する。

1)アーク溶接に使用する溶接棒,ワイヤ及びフラックスは母材の種類,寸法,及び溶接条件に相応

継手

溶接材料7-5

7-7

7-6

22 φ

19 φ

16 φ 15012010080

15012010080

150120

径 長   さ(mm) 使 用 箇 所

大臣認定柱脚(メーカー仕様による)2)

頭付きスタッド7-4

ABM490(ABMはM24以上)ABM400ABR490

使用しない使用する

  ABR400

100

 1回、現場タッチアップ程度とする)

常温亜鉛めっき4) 行う 行わない

3) 溶融亜鉛めっき 行う 行わない

XY両方向共ルート3及び限界耐力計算の場合は、政令第73条の仕様規定によらずJASS5(2018),

§9 令第129条の2の3の事項

使用する溶接ワイヤー、入熱量及びパス間温度等の仕様については鉄建協又は全構協の仕様で、専任の

D16

D19 以上　D25　以下

D29

鉄骨製作工場7-12

上記グレード以上とする。

2

kN/m
2

kN/m
2

2

2

3

3

○ ○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

15

55以下

185以下

270以上

55以下

185以下

270以上

○

○

○

○

○

○ 18

○

構造　特記仕様書１ －

01

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

一般

○

30,50 60,100 ―

○

○ ○

○ 21

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

75 0.8

○

S
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電
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意
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図　　名
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2

鉄筋の定着及び

１－１

ＳＳ １ 一般事項

ＳＳ 共通事項

２－１

鉄　　筋　　の

表　示　記　号

鉄筋の表示記号及び最外径は下表による｡

記　　　　号

呼　び　径　d

最　外　径　D

D10 D13 D16 D19 D22 D25 D29 D32 D35 D38 D41

11 14 18 21 25 28 33 36 40 43 46

。

。

。

。

。

ﾌｯｸのない場合

ﾌｯｸのある場合

本数に差がある場合

多い

少ない

２－２

鉄　　筋　　の

折　り　曲　げ

２

図

180

135

90

。

。

。

余　長

4d以上

d D

余　長

d D

d以上6

余　長

d D

３－２

主　筋　の　定　着

h /

h

h

L

L

400以上

400以上

150以上

(水平長さ)

３－４

補　　助　　筋
。 補助筋はD10をﾋﾟｯﾁ600以内

巾止筋

4d以上 4d以上

4d
以

上

基 本 事 項 １. 使用材料、工法等は構造特記仕様書による。　　

２. 設計図書に記載なき場合は本標準図に従うものとする。　　

３. 本標準図は異形鉄筋を対象とし、ｄは呼び名に用いた数値とする。　　

４. 本標準図に示す単位は特記なき限りすべてｍｍとする。　　

１－２

そ  の  他

機械式継手表示

2+D 以上
，

h / 2+D 以上
，

二段配筋

形成筋

二段配筋の場合

に割り付ける。

　 また本標準図に明記なき場合は構造特記仕様書１－２－４に指定した共通仕様書及び日本建築学会　　

柱.梁.基礎の主筋、及び、その他の鉄筋の折り曲げ形状.寸法

折り曲げ

角度

鉄筋の種類

鉄筋の使用

箇所による

呼称

鉄筋の折り

直径 ( D )

曲げ内法
鉄筋の径に

よる区分

柱.梁主筋

基礎主筋

帯　筋

あばら筋

ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋

ｽﾗﾌﾞ筋

壁　筋

２－３

重ね継手の長さ

鉄筋の

種類

ｺﾝｸﾘ-ﾄの設計

基準強度

(N/mm )

定　着　の　長　さ

2

拘束帯筋

2

0

0

2

2

0

0

L 2

３－３

帯　　　　　筋

副　　帯　　筋

p

p

設

計

ﾋﾟ
ｯ

ﾁ

以

下

基礎梁

第一帯筋

直交梁

第一帯筋

。

図a

2. 重ね継手は重ね長さ50d以上とし、図a又は 図b

1

2

。

1. 設計ﾋﾟｯﾁの1.5倍以下とする。　　形以上の場合は同径同材質で　　形＠100以下とする。

2. 基礎梁部分は、同径で　　形＠150以下とする。

ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋の末端処理及び継手は下記のとおりとする。

1. 末端は1.5巻以上の添巻きをし、 のﾌｯｸをつける。

のﾌｯｸをつける。

ﾊﾟﾈﾙｿﾞ-ﾝの帯筋は設計図によるが、明記なき場合は下記による。ただし、帯筋量(pw)は0.2  以上とする。

ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋末端部　(定着部)

両面溶接の場合5d以上

但し、D16以下

図a

図a

d

1.5巻以上の

添巻き

d

5d 2d2d

d

図a

図b

図a

図b

図b

図b

50d以上

d

50d以上
d

：　片面溶接の場合10d以上

ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋 中間部　(重ね継手)

9d以
上

6d以
上

D=3d

図b 90 ﾌｯｸ

15d以上

12d以上

D=3d

溶接の場合

図a 135 ﾌｯｸ
。

6d以
上

6d以
上

。

。 帯筋の加工は下図による｡

135 ﾌｯｸ
。

交互配筋

6d
以

上

6d
以

上

ﾊﾟﾈﾙｿﾞ-ﾝ部分は

割りﾌ-ﾌﾟでも可

第一帯筋(D13以上使用の事)は梁面に入れ、

その間を設計ﾋﾟｯﾁ以下に割り付ける｡

D

400以上

e
e

D

2巻き

e/D 1/6
=

柱径が異なる場合

L 1

e/D 1/6

,

L 2

二重帯筋

0.5D以上

L かつ

1.5D以上 D

2

３－５

柱のｺﾝﾌｧｲﾝﾄﾞ

補強

補強する柱は設計図による。(柱頭、柱脚柱成の範囲を補強する。)

ＳＳ ４ 梁

４－１

主　筋　の　継　手

L

L

D D

D

CL

D

，

 /4 /4

 /4  /4

0 0

1

0

0

1

0

。

b 溶接閉鎖型帯筋　＠60～75　(有効間隔50程度)

a ｽﾊﾟｲﾗﾙ帯筋　　　＠60～75　(有効間隔50程度)

a a b

「ＪＡＳＳ５

に準拠

SD295

バーサポートも可

副帯筋（180°フックも可）

8d以上

SD390

SD490

D16以下

D19～D41

D41以下

D25以下

SD345

SD295

D29～D41

3d以上

4d以上

5d以上

5d以上

6d以上

フック付き L h 1 フック付き L h La2

下段 下段

上段　直線 L 1 上段　直線 L 2

重ね継手の長さ

一　般 小梁・床スラブ

上端筋 下端筋

フック付き Lb L ,L h33

45d(50d)

( )はSD345

を示す

直線定着 90 ﾌｯｸ付き定着 180 ﾌｯｸ付き定着135 ﾌｯｸ付き定着

末端のﾌｯｸは定着長さに含まない。

2

SD390

(SD490)

(-)は適用外

18

21
40d(45d)

15d

(20d)

24～27
35d(40d) 30d(35d)

,15(20)d

,15(20)d

,20d

20d(25d)

15d

25d(30d)

30d

35d

35d

25d

25d

30d

35d

40d

30d

20d

39～45
30d(35d)

20d(25d)

,15d

,15d

,15d
48～60

30d

20d

15d(20d)

15d

25d(30d)

25d

21
50d(-)

35d(-)

40d(-)

30d(-)

24～27
45d(55d)

35d(45d)

40d(45d)

30d(35d)

30～36

30～36
40d(50d)

30d(35d)

35d(40d)

25d(30d)

20d

(-)

,20(25)d

,20(25)d

(-)

15d
39～45

48～60

30d(35d)

40d(50d)

,15(20)d

,15(20)d

35d(40d)

35d(40d)

25d(30d)

25d(30d)

30d(35d)

20d(25d)

L =20d

L h=10d

3

3

床スラブの場合

L =10d3

かつ

150以上

SD490

は適用外

一般定着の直線L またはﾌｯｸ付きのL h,La,Lbの図2 2

2L 2

余長

余長

2

余長

L h

(6d以上) (4d以上)

(8d以上) La,Lb

La,Lb採用時全長L 2

L h L h

1. 重ね継手の長さは鉄筋の折り曲げ起点間の距離、又、ﾌｯｸ付きのL hは仕口面から鉄筋の折り曲げ起点までとし、

2. 軽量ｺﾝｸﾘ-ﾄを使用する場合は、2-3の数値に5dを加算する。

/4

ＳＳ ３ 柱

３－１

主　筋　の　継　手
重ね継手

。

h

h

h /4

a = 400
h

h /4

L

約0.5 L

２－５

鉄　筋　の　ﾌ ｯ ｸ

２－６

鉄　筋　の　あ　き

２－７

か　ぶ　り　厚　さ

鉄筋に対するｺﾝｸﾘ-ﾄの設計かぶり厚さと最小かぶり厚さ

部　　　　　　　位

かぶり厚さ　(mm)

仕上げなし仕上げあり

土に接しない

部分

屋根ｽﾗﾌﾞ

床ｽﾗﾌﾞ

非耐力壁

柱

梁

耐力壁

擁　　　　　　　　　　　　壁

土に接する

部分
基　　礎　.　擁　　壁

屋　　　内

屋　　　外

屋　　　内

屋　　　外

30 (20) 30 (20)

40 (30) 40 (30)

布基礎の立上り

柱　梁　床ｽﾗﾌﾞ　壁

30 (20) 40 (30)

40 (30) 50 (40)

1. (  )内の数値は最小かぶり厚さを示す.

2. 仕上げあり　とは、鉄筋の耐久性上有効な仕上げのある場合とする。

*

* 1

50 　(40)

* 1 * 1

50 　(40)

* 1

50　 (40)

2 * 2

70   (60)
* 2 * 2

3.    品質.施工法に応じ、工事監理者の承認で10減の値とすることができる。* 1

* 2

0

0

0

0

0

h /40

1

1

。

かつ25以上
D Da

鉄筋のあきaは原則として下記による.

呼び名の数値dの1.5倍以上                  

粗骨材の最大寸法の1.25倍以上

。 下記の1.～7.に示す鉄筋の末端部にはﾌｯｸをつける.

1. あばら筋及び帯筋 2. 煙突の鉄筋

3. 柱及び梁(基礎梁を除く)の出隅部分の鉄筋(下図参照)

梁 柱

上図の 印の鉄筋の末端にはﾌｯｸが必要.

5. 最上階及びこれに準ずる箇所の柱頭の四隅の鉄筋

6. 杭基礎の基礎筋(偏心基礎及び杭2本打以上の場合)

7. 鉄骨柱の脚部の基礎柱、又は根巻ｺﾝｸﾘ-ﾄの四隅の鉄筋

1.

a a

b

e

0.2d以下
1.4d以上

d

間　隔　: a = 400 間　隔　: a = 400

かつb+40

L L

1.5 L 約0.5 L

1.1d以上

ｶﾞｽ圧接

2. 機械式継手

ｶｯﾌﾟﾗ-

は2ｻｲｽﾞ、突き合せ溶接の場合は1ｻｲｽﾞまでとする。

1

1 1

1

２－４

継　手　一　般

6. 突合せ溶接継手及び機械式継手の場合はﾒ-ｶ-仕様による.

4. 片持ちｽﾗﾌﾞの上端筋の先端

Dは最外径を示す。 鉄筋径が異なる場合は大きい方による。

。 二段筋のあきは1.5dとする。

D D

印内に継手中心部を設けることを原則とする。

,20d(-)

h 以上

h h

h

h

h

1

コンクリートを使用する場合は50ｄ)とする。

1

SD345

3. 構造特記仕様書2-2で政令第73条とした場合、主筋又は耐力壁の鉄筋の継手重ね長さは上表L  かつ40d（軽量

(L h)

DX

柱頭の配筋

柱頭に機械式定着を採用する場合

技術評価で認められた条件を

満足すること

，

DX

DY

DX

，

DY

柱断面

余長D は柱有効成（DX' DY'の大きい方）とし、構造計算によって確認すれば、それによってもよい。

2L h

2(L h)はＲＣ規準2018 17条によってもよい。又は右図による。

　「ＪＡＳＳ５(２０１８)」及び「鉄筋ｺﾝｸﾘ-ﾄ造配筋指針　同解説」による。　　

(２０１５)」

4. 構造特記仕様書2-2でJASS5(2018)、RC規準2018とした場合、主筋又は、耐力壁の鉄筋の継手重ね長さは設計者の

2指示による。参考値として上表JASS5(2015)にL L を示す。

。 巾止筋を設ける場合は

設計者の指示による。

定着長さL とする｡

 /4

CL

a

a

a

a

LL

a a
=

1/6

最　上　階

一　般　階

。

D D

2巻き

(水平に定着してもよい)

e
e

L

e/D
=

1/6 e/D 1/6

４－３

あ　ば　ら　筋

副 あ ば ら 筋

第一あばら筋

腹筋

p p

30

設計ﾋﾟｯﾁ以下

ねじれ応力を受ける腹筋は

1

6d
以

上

6 7 8 9 10

8d以上

6d以
上

6d以
上

b

b/3かつ170以上

6d
以

上

8
d以

上

2d

2d
10d

溶接
L

つり筋2-D13(束ね筋)以上とする。

二段筋

a a 1/6

外　柱

中　柱

梁成が異なる場合

10 は、溶接継手または重ね継手のどちらかとする。

 /40

L 2
L 2

1

2

1 2

外柱の下端筋は上向きの方が望ましい。

D

0

1 2

1

2

1
1

D

2

2

1

柱面より梁成の範囲は、180 フック又は135 ﾌｯｸが望ましい。

L 2

拘束筋

　　をあばら筋と同径同ピッチで落としこむ。

梁主筋は原則として通し筋とするが、拘束筋

2全長L

3/4D以上かつLa

全長L 2

h

。 第一あばら筋は柱面に入れその間を設計ﾋﾟｯﾁ以下に割り付ける｡

。

2 3 5 6

。
9 10 は梁成の大きい場合｡

。
はﾋﾟｯﾁ2pで交互配置 とする｡

。

。 溶接継手は帯筋の項を参照のこと｡

135°フックは180°フックでも可とする。

6d
以

上

6d以
上

あばら筋の加工は下図 1 又は 8 による｡

9 は同時打込みのｽﾗﾌﾞ付の場合に限る｡

1

ｷｬｯﾌﾟﾀｲ

定着形状を下記以外とする場合は設計図書による。

主　筋　の　定　着

及　び　余　長

４－２

溶接継手の場合でも柱面より500以上はなすこと。

3/4D以上かつLa

3/4D以上かつLa

5

8d以上

4

6d以
上

3

8
d以

上

6d
以

上

ｷｬｯﾌﾟﾀｲ

6d
以

上

8
d以

上

6d
以

上

8
d以

上

2

6d以
上

印内に継手中心部を設けることを原則とする。（告示平12第1463号使用基準参照）

。

500以上(※D) ※D

※最下階柱脚はスラブ天より

柱成Ｄ以上。

3. 重ね継手　　(壁、スラブ筋を除く)

上階柱面から

上端筋は

ガス圧接、溶接継手表示

ガス圧接、溶接継手

4. D35以上の鉄筋は原則として重ね継手は用いない。(ガス圧接、溶接、機械式継手等による)

5. 鉄筋継手を行う場合は原則として同一鋼種とし、鉄筋径の差はｶﾞｽ圧接の場合

ガス圧接、溶接、機械式継手

設計者判断により、設定を取得した工法ではａ＝０とできる。

※ 150以下

※150を超える場合は設計図による

，
D は梁有効成

1 以上

1 以上

1 以上

1余長　 は構造特記仕様書５－５項によるが、構造計算によって確認すれば、それによってもよい。

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図（１） ２０１９年度版

4.    軽量ｺﾝｸﾘ-ﾄの場合は、これに10加算する。

5. 柱　梁の主筋のかぶり厚さは主筋径の1.5倍以上とする。

鉄筋コンクリート構造配筋標準図（１） －

02S

部　長 担　当

電

図　面　番　号 製　図

意

日　　　　付

・・ 設構・

縮　　尺

工事名称

図　　名

照　査

豊津小学校屋外トイレ新設工事

№9
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 /4

７－２

杭　　基　　礎

７－３

G.L

3
0
0
以

上
D

2
0
d以

上

1
0
0

D

ﾊｶﾏ筋

15d

CL

10以上打増し

90 ﾌｯｸも可
。

4d以上

。 1本杭で偏心していない場合は、立上り筋不要

ｽﾀｯﾄﾞ溶接

肩筋　主筋の径以上
15d以上

a

a

t

25d以上

a a = 1/6

７－４

基礎と基礎梁

Ｓ
Ｓ ８ そ　の　他

L

L

L

D13＠300ﾀﾞﾌﾞﾙ

D13＠300ﾀﾞﾌﾞﾙ

150以上

。 補強部

８－１

階　　　　段 片持階段

補強筋D13以上 (ﾀﾞﾌﾞﾙ)

主筋D13

ｲﾅｽﾞﾏ筋

D10＠200

D10 下端筋定着

5
0
d
以

上

5
0
d以

上
3
0
d
以

上

受筋D13

 180t  =

ｽﾗﾌﾞ階段

８－２

土 間 ｺ ﾝ ｸ ﾘ - ﾄ 

L

L L

t

t

D13

D10

ｲﾅｽﾞﾏ筋 D10＠200

15
d以

上

20
d以

上

D10＠200

D13 D13＠300

RC壁.CB壁 の補強

t
2t

D13

D10

D10＠200 L=400
500以上

L

８－３

t t

t

D10＠200(共通)

補強筋
補強筋

補強筋

腹筋に準ずる

柱 梁

。

。

t  =  100 D13＠300 50 補強なし　　　　　　　　　　　50   t  =

100   t   200 D16＠300              200   t   300 D16＠200 =  =

t   300 設計図による

８－４

増　築　予　定

5
0

5
0
0
以

上

500以上
50

柱 梁

500以上

L +50 L +50

500以上

通し配筋可

ｽﾗﾌﾞ 壁

。

。

は、はつり部分を示す.

既製ｺﾝｸﾘ-ﾄ杭

補強筋

べた基礎継手

及び定着
20d以上

の厚さは梁巾とする。

3
0
d
以

上

壁配筋が片持荷重を受ける配筋と

されている場合は不要。

L

 /4  /4

D10＠200

打 増 し 補 強

は打増し部分をしめす。

梁主筋は原則として

すべて定着する

増築時の継手は、原則として柱.梁の主筋は溶接継手する。

ａ

継手及び定着

地反力を受けない場合は(4-5)による.1

地反力を受ける場合2

不連続端(外端) 連続端(内端)

CL

/ 6 /4

L

。

/4

b)基礎小梁の

４－４

補　　助　　筋
D 600   不要

600   D   900=

=900   D   1200 4-D10  (2段)

1200   D= D10 ＠300以内

D10 ＠1000以内で割り付ける｡

D10 ＠1000以内で割り付ける｡

腹　　筋

巾止筋

つり筋

受　筋

D

b

4d以上

4
d
以

上

4d以
上

つり筋

巾止筋

腹筋

受筋

４－５

小　梁　及　び

片　　持　　梁

a) 小　　　梁
不連続端(外端) 連続端(内端)

/4 L

/ 6

L

L

継　　　手

/4 /40

1

0 0

1

0

0

C

。 印内に継手中心部を設けること。ただし溶接継手の場合は 梁面より500以上はなすこと。

定　　　　着
CL

斜め可

下向き可

斜め可

，
D D

/40

不連続端(外端) 連続端(内端)

3

0 /6B /40

0

b)片　持　梁 。

L

先端 元端

下端筋は水平定着でも可。上端筋には継手を設けてはならない｡

通し筋としてもよい。

水平定着でもよい。

100以内
定　　　着

継　　　手

先端小梁のない場合

(有効せい)

d 0

0

 /2 0 3+15d 2

(Lは必要付着長さ)

0

４－６

基 礎 梁 及 び

基　礎　小　梁

a)基 礎 梁 の

継手及び定着

CL

/4

L

地反力(又は杭反力)を受ける場合

CL

L

L

/4

/4 /4

，
DD

0

0

1

0

1

0

0

0

1

1 1 1

2

設計者の判断による｡

0

1

0

1

0

11 10

3

L

10d

10d

(余長)

(余長)

印内に継手中心部を設けることを原則とする。ただし溶接継手の場合は柱面(基礎小梁の場合は梁面)

６－１

定着及び継手

L

縦筋

2

1

横筋

+50L 

L

D

梁

さし筋は､縦筋と同径

同ﾋﾟｯﾁとする.

1

2

2

L

梁の上面

までのばす

土圧を

受ける壁

2

3

L 2

Ｓ
Ｓ ６ 壁

４－７

梁の貫通補強

庇

補強範囲

程度となる様に上端に補強筋をいれる

1500

1
5
0
0

鉄筋による方法

溶接金網による方法

900

9
0
0

縦横共

6  ＠100φ

)
。
。＠100ｽﾗﾌﾞ筋と同径で1/2ﾋﾟｯﾁ以下( ＝

D13L

200

かつｽﾗﾌﾞ厚以上

1000

L

D13

D13

各

D10-＠200

(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

45
。

S

t

S  tの場合は

設計図による。

1

2

段違床 RC壁 . CB壁が床にのる場合

4-D13

4-D13

L L

L
L

6-D13

6-D13
L L

L
L

注) ｽﾗﾌﾞ筋を切断しない場合は補強筋を要しない。

2

2

2

2

2
2

22

 =
   A   1.0m0.3m

かつ   1.0m =

2 2

 0.3mA =

かつ =  0.6m

2

開口補強 A:開口面積５－４

補　　強　　筋

4
d

先端に荷重がある場合

片持ちｽﾗﾌﾞ隅角部補強は設計図による。

５－３

片　　持　　ち

ｽ　　ﾗ　　ﾌﾞ

５－２

継　　　　　手

上　　端　　筋

下　　端　　筋

短　辺　方　向

長　辺　方　向

標　準　継　手　位　置

B          D

A          B

A          C          D

L

短辺　長辺方向

1

継手位置は原則として下表によるが、右図でもよい｡

Ｓ
Ｓ ５ ｽ  ﾗ  ﾌﾞ

５－１

鉄筋の折り曲げ

及び定着

C A C

CC A

BD D

L

15d以上

15d以上
肩筋D13以上 肩筋D13以上

t

y

/4x /4x

/
4

x
/
4

x

x

x y＝
3

4-5a)定着に同じ

D

D

L

φ

あばら筋と同径、同数で ＠100以下とする｡

縦筋
横筋

斜筋

1

L

L 1

1

1. 補強筋は原則として工場製品(認定品)を使用する。

2. 認定品を使用しない場合は下図によるが、補強筋は

設計者の指示による。

。 定着長さはL　、及び継手長さはL とする｡

。

。

。

定着長さはL かつD/2以上とする。　(通し配筋の場合は不要) 

継手位置はどの部分でもよいが、土圧を受ける壁は5-2項の土圧面側を上端筋側に読み替える。

2 1

2

土圧を受ける壁の外側鉄筋の定着は　　図による。3

。
ﾀﾞﾌﾞﾙ配筋では巾止筋を縦横共D10＠1000以内を標準とする。

壁の配筋は設計図書による。６－２

壁　　配　　筋

。

。

杭頭補強筋は設計図による。

杭頭を切断した場合の補強は、設計者の指示による。

0

2

1

/ 21

６－３

補　　強　　筋

開口部

鉄筋による方法 溶接金網による方法

300 300

600

6
0
0

300

60
0

L L

L

L
L

L
L

LL
2

。

。

斜筋の代わりに溶接金網6φ＠100とする。

斜筋を縦 . 横補強筋でおきかえる場合は設計者の指示による。

2

2

22

2

2
2

2

2

2

斜筋は内側に配置する。壁筋を切断しない場合は補強を要しない。

交差部

継手L 継手L

D13

定
着

L

D13
2-D13

2-D13

2-D13

4-D13

4-D13

端部

120以下 150 150以上

耐震壁の場合はﾌｯｸを付ける

1

2

1

D10同ﾋﾟｯﾁ

200(耐震壁の場合)

。 開口補強筋はﾘｽﾄによる。

ｽﾘｯﾄ 完全ｽﾘｯﾄの場合

D10＠400程度

t

250 250

W

t

2
5
0

2
5
0

W

D10＠400程度

(省略してもよい)

W   15 =

 =

ｽﾘｯﾄ

(梁)

2

(柱)

1

1

2

Ｓ
Ｓ ７ 基　礎

７－１

独　立　基　礎

G.L

10以上打増し ただしかぶり厚さ50(軽量ｺﾝｸﾘ-ﾄの場合60)

の場合は不要

2

2

2

L 2

8d以上

2

3

0 0

0

0

1

1

2

1 1

(増築側の鉄筋は水平定着でもよい。)

柱梁

柱梁

L
2

ｽﾘｯﾄ幅　W   25かつｽﾘｯﾄ長さの1/100

ｽ
ﾘｯ

ﾄ材

ｽﾘｯﾄ材

ａ  隅角部

2
0
d

D16@200以上

(　 形でも可)

LbかつB/2以上

L
2

L h

3

1

2

余長は
，

　ｍｉｎ( D , L  ) とする。1 1 2＝

1余長　 は構造計算によって確認すれば、それによってもよい。

一般（独立基礎、杭打独立基礎）

3/4以上かつLa

3/4以上かつLa

全長L 2

全長L 2

全長L 2

3/4以上かつLa

3/4以上かつLa

L h

b

bより500以上はなすこと。　L とれない場合４－５ａ定義によってよい。

外周部は8d以上折り曲げる

L 2

LbかつB/2以上

受筋D132L

3

大梁又は小梁に

L 定着2

L h又は20d3

L
2

LbかつB/2以上

4-5a)上端筋定着に同じ

B

継手位置は5-2項の上端筋を下端筋に読み替える。

20d以上

B

大梁 小梁

2
(L

 )
(L

 )3

2 3

水平投影長さは8d以上が望ましい

Bが小さい場合、余長部でL ,L とする

セットバックを含む屋根屋上ｽﾗﾌﾞ隅角補強

L 2 L 2

L
2

L
2

20d(L )2 220d(L )

2
0
d(

L
 )

2又は、帯筋

あばら筋相当

と配筋してもよい。

補強筋　　定着は20d(L ) 2 ( )は主要な耐力壁が取付く場合で設計者の判断による。

3 上載荷重が大きい場合は 2 の主筋継手位置を上下逆にする。

かつL LbかつB/2以上

L 2

。

梁成の中心D/3の範囲内とする。

また位置は原則として柱面から梁成D以上はなし、

。

。 梁貫通孔は梁成の1/3以下とする。

孔が複数の場合は中心間隔を径(φ)の3倍以上とする。

。 　縦筋はあばら筋加工とする。

φが100mm未満、かつD/10以下、かつ（あばら筋間隔－

かぶり厚さx2－あばら筋最外径）以下の場合は

補強を必要としない。

ただし耐震壁で帯筋、あばら筋の内側に定着できない場合は、 =8dかつ150以上45～90 折り曲げ 、

L 2

以上

25d又はL h
25d以上又はL h

1 以上 1 以上

1 以上

1

1 以上

：構造特記仕様書５－５項　余長参照

地反力を受ける梁は構造特記仕様書５－５項および設計図に示す。

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図（２） ２０１９年度版

2-D10  (1段)
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g2

１ 一般事項

１－１

そ　の　他

２ 共通事項

２－１

略　　　号

A B ｱﾝｶ-ﾎﾞﾙﾄ

B PL ﾍﾞ-ｽﾌﾟﾚ-ﾄ

D F P L ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ

F PL ﾌﾗﾝｼﾞﾌﾟﾚ-ﾄ

H T B 高力ﾎﾞﾙﾄ

S PL ｽﾌﾟﾗｲｽﾌﾟﾚ-ﾄ

W PL ｳｪﾌﾞﾌﾟﾚ-ﾄ

Ｓ
Ｓ

Ｓ
Ｓ

B H 組立てH形鋼

C H P L ﾁｪｯｶ-ﾌﾟﾚ-ﾄ

F B ﾌﾗｯﾄﾊﾞ-

G PL ｶﾞｾｯﾄﾌﾟﾚ-ﾄ

R PL ﾘﾌﾞﾌﾟﾚ-ﾄ

T B ﾀ-ﾝﾊﾞｯｸﾙ

ＳＳ 4 参照 )

ＳＳ ３ ﾎﾞﾙﾄ接合

３－１

M16

M20

M22

M24

S10T

締付け長さに加える長さ

首
下
長
さ

締付け長さ

座金厚さ

ﾅｯﾄ高さ

余長

３－２

p p p

b b b b

呼　　び　　径

孔　　　　　径

ﾋﾟ ｯ ﾁ
標　準

最　小

は　し　あ　き

p

M 16 M 20 M 22 M 24

18 22 24 26

60

40

40

60

50

40 (50)

60

55

40 (55)

70

60

３－３

形鋼のｹﾞ-ｼﾞ

A or B

* * 50

60

65

70

75

80

90

100

125

130

150

175

200

g1 g2

30

35

35

40

40

45

50

55

50

50

55

60

60

35

40

55

70

90

最大軸径

16

16

20

20

22

22

24

24

24

24

24

24

24

B

* * 100

125

150

175

200

250

* 300

350

400

g1 g2 最大軸径

60

75

90

105

120

150

150

140

140

40

70

90

16

16

22

22

24

24

24

24

24

B g3 最大軸径

* * 50

65

70

75

80

90

100

30

35

40

40

45

50

55

16

20

20

22

22

24

24

４ 溶接接合

B

A

g1 g2

g1

B

g2 g1 g2

B

A

g3

４－１

隅　肉　溶　接

w1

＝ S
,
- S

S = 設計ｻｲｽﾞ

S
,
= 実際ｻｲｽﾞ

W1

S

a = 10

2.5 以上

1
a 10

2) ｴﾝﾄﾞﾀﾌﾞ

４－２

完全溶込み溶接

(突合せ溶接)

4) 開先形状

GC

Ｓ
Ｓ ５ 継　　　手

５－１

継　手　ﾘ ｽ ﾄ

10

e p p e

a g

1 1

a
1

g
1

g
2

g
2

10

e b b b b
10

e p p p

a
1

g
2

g
2

g
1

ﾌﾗﾝｼﾞ巾　250 以下 ﾌﾗﾝｼﾞ巾　300 ﾌﾗﾝｼﾞ巾　350 、400

10
e

1

2 a 1

B

a 2

10
e p

a
3 a
3

e
e

p
p

p
p

p A

t
2

t
2

2
t

2
1

t 1

t 11

e
p

p
p

p

p

材　種 主　　　　　材
ﾌ  ﾗ  ﾝ  ｼﾞ ｳ  ｴ  ﾌﾞ高

力
ボ
ル
ト
径

ボルト

総

本数

外　側　添　板 内　側　添　板 ボルト

総

本数

添　　板

H -  A  x  B  x  t 1 x  t 2

B H -  A  x  B  x  t 1 x  t 2

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

H- x x x

2PL

t 21 x a 1 x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

4PL

t x a x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

222

2PL

t x a x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

x x

11 3

５－２

小　梁　仕　口

ﾋﾟ ﾝ 接　合

剛　接　合

A1 ﾀｲﾌﾟ A2 ﾀｲﾌﾟ A3 ﾀｲﾌﾟ

10
e

p

e

e

10
e e

e

e

p

e e e e

e

e

p

10

G PL G PL G PL

2 PL

W1

B1 ﾀｲﾌﾟ B2 ﾀｲﾌﾟ

W

W

2 , W3 or W4

1

R PL

R PL

G PL

10 g e ep1

Ｓ
Ｓ

基 本 事 項

1) 使用材料、工法等は構造特記仕様書による。

2) 設計図書に記載なき場合は本標準図に従うものとする。また本標準図に明記なき場合は、

3) 製作精度等に関しては、JASS6の付則6　鉄骨精度検査基準　による。

4) 本標準図に示す単位は特記なき限りすべてｍｍとする。

W1-9

高 力 ﾎﾞ ﾙ ﾄ
ﾎﾞﾙﾄの長さ

ﾎﾞﾙﾄの

呼び径
F8T,F10T

30

35

40

45

25

30

35

40

1, 特記以外はすべてS10T(ﾄﾙｼｱ形高力ﾎﾞﾙﾄ、上図)又はF10Tとする。

2, 本締めに使用するﾎﾞﾙﾄと、仮締めﾎﾞﾙﾄの兼用はしてはならない。

3, ﾎﾞﾙﾄの接合面の処理は、締め付け摩擦面を平ｸﾞﾗｲﾝﾀﾞ-掛け等を行い､黒皮を除去して一様

けは1次締付け後、ﾏ-ｷﾝｸﾞを入れてから本締めをする。

4, 亜鉛めっきﾎﾞﾙﾄの場合は、すべてF8Tとする。

高 力 ﾎﾞ ﾙ ﾄ

ﾋﾟ ｯ ﾁ

e

g1

e

最小縁端距離
せん断縁、手動ｶﾞｽ切断縁

圧延縁、自動ｶﾞｽ切断縁等

28

22

34

26

38

28

45 (60)

44

32

( )内はﾎﾞﾙﾄが応力方向に3本以上並ばない場合を示す。

40

e

g2

g1

ｹﾞ　-　 ｼﾞ

35

55

50

45

25

M 16,20,22 M 24

65

60

45

千鳥打ちのﾋﾟｯﾁ b

に赤さびを自然発生させる。ただし、ｼｮｯﾄﾌﾞﾗｽﾄ等を行った場合はこの限りでない。締付

* B = 300は千鳥打ちとする。

* * 印の欄のg及び最大軸径の値は強度上支障がないとき

最小縁端距離の規定にかかわらず用いることができる。

t

記号

G=0

t

s

6 以下 9 12 14 16

t 7 9 10 12

t    16＝

余盛:   α

脚長　(S) 0 ＝ S ＝ 0.5S

＝かつ 　S 　5

S

w1
W1

t

記号

＝16    t    40

13

25

15

28

17

32

19

36 40

21 24

s

s
/2

s
/2

60

断続隅肉溶接の長さL

s sL ＝L　10Sかつ40以上

1) 板厚の異なる場合　(通しﾀﾞｲｱﾌﾗﾑは除く)

両端に継手と同じ形状のｴﾝﾄﾞﾀﾌﾞを取り付ける。

長さ　は35以上かつ薄い方の板厚の2倍以上とする。

ｴﾝﾄﾞﾀﾌﾞを切断する場合溶接終了後母材より5～10mm

はなして切断する。代替えﾀﾌﾞを採用する場合は溶接技量

付加試験に合格した溶接工によること。

ｴﾝﾄﾞﾀﾌﾞ、裏当て金の組立て溶接は右図による。

3) 開先加工　(下図は参考とする)

b)  ﾉﾝｽｶﾗｯﾌﾟ工法

a)  ｽｶﾗｯﾌﾟ工法

ｽｶﾗｯﾌﾟの円弧の曲線は、ﾌﾗﾝｼﾞに滑らかに接する

なお複合円は滑らかに仕上げること。

完全溶込み溶接部以外のｽｶﾗｯﾌﾟはr=25程度とする。

通し形裏当て金

5～10mm 5～10mm

分割形裏当て金

隅肉溶接S=4～6mm

1ﾊﾟｽ長さ=40～60mm程度とする

γ1 γ2 γ1 γ2 ように加工する 。 は35程度 、γ1 γ2

MC はｱ-ｸ手溶接 はｶﾞｽｼ-ﾙﾄﾞｱ-ｸ溶接   ｾﾙﾌｼ-ﾙﾄﾞｱ-ｸ溶接の記号を示す。

４－３

部分溶込み溶接

t

＝

片 面 溶 接 W 6

＝12    t    40

45

DS S

t

＝ ＝

45

DS S

両 面 溶 接 W 7

16    t    40

D2

t

D

40

16

36

15

32

15

28

14

25

13

22

13

19

12

16

11

12

10

＝ ＝t/4    S    10

D = (t-2) / 2

４－４

ﾌ ﾚ ｱ 溶 接

４－５

そ　の　他

丸鋼等溶接  W 8 軽量形鋼等溶接  W 9

加工工程中及び現場建方後においてもｱ-ｸｽﾄﾗｲｸ、ｼｮ-ﾄﾋﾞ-ﾄをしてはならない。

D/2 D/2

D

D/2 D/2

D

D/2

D S t t S

＝t　3 のとき　s=t

t　3 のとき　s=3

1

e

1

e

e (ｳｪﾌﾞ)
ﾎﾞﾙﾄ本数表示

e

2

e (ｳｪﾌﾞ)

1 1 2

1, ﾌﾗﾝｼﾞP 面もしくはｳｪﾌﾞP 面で、段差1mmを超える場合は、ﾌｨﾗ-P を入れて調整すること。L L L

2, a  は原則として梁成の2/3以上確保すること。3

A ﾀ ｲ ﾌﾟ

B ﾀ ｲ ﾌﾟ

e

L L L

2, 継手ﾌﾟﾚ-ﾄ及び高力ﾎﾞﾙﾄはﾘｽﾄによる。

1, GP ，RP は材種　版厚とも小梁のWP と同等以上とする。

１－２

　 構造特記仕様書1-2-4,5に指定した共通仕様書及び標準仕様書による。

＝ ＝余盛　0 α 0.4S かつ α ＝ 4

t

s

22

11

19

ｸﾚ-ﾝｶﾞ-ﾀﾞ-の場合は、全て2.5倍以上の勾配をとる。

(ねじ山1～6)

は10以上とする。

機械加工+ｶﾞｽ切りﾀｲﾌﾟ

W1

W1

溶接記号(

記　　　　　号 形　　　　　　　　状 適　用　板　厚
寸　　　　　　　　法

W2

W3

MC-BL-2

GC-BL-2

W4

MC-BK-2

GC-BK-2

W5

d 1

d 2

2

0

( (

( (

裏当て

9以上

α 1

α 1

α 1

α 1

α 1

α

α 1

α 1

2α

d 1

d 2

裏当て

FB-4.5X19

G

T
R

ｱ - ｸ 手 溶 接
ｶﾞｽｼ-ﾙﾄﾞ及びｾﾙﾌ

G

R

G

R

G

R

裏はつり

G

R T

裏はつり

R

G

T

G

R

T-R)

T-R)

T-R)

T-R)

G

T

3～6 G

ｼ-ﾙﾄﾞｱ-ｸ溶接

25以上

2
3

1
3 3

1

3
2

MC-BL-1B

GC-BL-1B

MC-B1-1B

GC-B1-1B

6～

6～

16～

小文字は管理許容差 ( ）は限界許容差を示す ※十分な品質管理を行う

2

7

0 0

2

2

2

45

2

45

+
- 2

+
- 2

1

-
+ 2

2

-
+

0

-
+

2

-
+

-
+ 1

2

-
+

29
∞

35

(∞)
(-3)

(∞)
(-3)

(+2) (+2)
(-2) (-2)

35 +
-

∞
2.5°

(∞)
(-5°)

∞

∞
1

(∞)
(-2)

2

+
-

∞ (∞)
30

1° (-2°)

(+4)
(-0)

2
(-0)
(+3)

(+3)
(-2)

(+3)
- 2

2-

2+

+ 2.5

(-2)

+
-

∞
2.5°

(∞)
(-5°)

+
-

∞
2.5°

(∞)
(-5°)

(+4)
(-0)- 0

+ 2.5
0

-
+

0
2

(-0)
(+3)

2 2
-
+ 2

2
(+3)
(-2)

(+3)
- 2

2+
(-2)

45 45+
-

∞
2.5°

(∞)
(-5°)

+
-

∞
2.5°

(∞)
(-5°)

60 +
-

∞
2.5°

(∞)
(-5°) 60 +

-
∞
2.5°

(∞)
(-5°)

+
- 2

∞ (∞)
(-3)T +

- 2
∞ (∞)

(-3)T

+
-

∞
2.5°

(∞)
(-5°)

7

鉄　骨　工　作　標　準　図　（１）      ２０１９年度版
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ＳＳ ６

勾　配　屋　根

６－１

６－２

梁　通　し

６－３

６－４

柱　通　し

６－５

現場溶接継手

直交梁

L

W,W 32 or W 4

ｲ

ｲ

ｲ

Tf
W 1

W 1

W 1

W 1

W,W 32 or W 4

W,W 32 or W 4

ｲ
W,W 32 or W 4

W,W 32 or W 4

W 1

W 2

W 2

W 1

W 1

W 1

W,W 32 or W 4

10

梁現場継手位置

梁FPL

30 以上

ｲ

WPL

30以上

継手ﾘｽﾄによる

梁FPL

直交梁

b b

ﾛ

Td Tf

W 1

W,W 32 or W 4

ｶﾞｽ抜穴20
φ

ﾛ

b b 断面
W,W 32 or W 4

a a

W 1

W 2

W 2

a a 断面

W,W 32 or W 4

継手ﾘｽﾄによる

10

HTB継手

柱現場継手位置

1000前後

W,W 32 or W 4

W 1

W 1

c cW 2

W 2

断面c c

柱溶接後切断

建方用ﾎﾞﾙﾄ

(PL )

2PL

W 1

柱FPL現場溶接継手

現場溶接継手梁FPL

ｳｪﾌﾞは継手ﾘｽﾄによる

Ｓ
Ｓ

下向き溶接とする

６－６

そ　の　他

H形鋼の弱軸にﾌﾞﾚ-ｽが取り付く場合

直交梁

腰折れ柱

W 2

W 2

PL 6かつt/2以上

GPL t

ＳＳ ７ 柱　脚

７－１

一　般　柱　脚

A ﾀ ｲ ﾌﾟ  (主柱) B ﾀ ｲ ﾌﾟ  (間柱等二次部材)

設
計

図
に

よ
る

.
3
0
～

5
0

余長はﾈｼﾞ山3以上

W 1
W 1

W 1

W,W 32 or W 4

無収縮ﾓﾙﾀﾙ流し込み

ｱﾝｶ-ﾌﾚ-ﾑを使用す

る場合は設計図書による

BPL

φ

D16を切断し天端をそろえる

(Aﾀｲﾌﾟも同じ)

補強P L

t

L

BP

AB

L

ＳＳ ８ 壁面ﾌﾞﾚ-ｽ      

８－１

p

p

p

９－１

貫　通　補　強

ＳＳ ９ そ　の　他

0 =

=C 2 D ﾀ ｲ ﾌﾟ  (

3φ以上

φ

H

PL 厚さはWP L 厚さの0.5以上　(片面)

H

2φかつ100+φ

3φ

φ

W 1

W 1

W 1

W 1

2φかつ100+φ

3φ H

PL 厚さはWP L 厚さの0.5以上 (両面)

W 1

W 1

φφ

PL 厚さはWP L (両面)厚さ と同厚さ以上　

H

W 1

W 1

1.5t

t 0

0

W 1

Wor3 4W

Wor3 4W

φ H

= 30
.
.

45 以上
。

2PL

= H)ﾀ ｲ ﾌﾟ  (0.E 4 F ﾀ ｲ ﾌﾟ

継手
H/4

H/4

９－２

ﾃﾞ ｯ ｷ ﾌﾟ ﾚ - ﾄ

.
.

。 合成ｽﾗﾌﾞの場合はﾒ-ｶ-仕様による.

９－３

ｽ ﾀ ｯ ﾄﾞ ｼﾞ ﾍﾞ ﾙ

h
d

ｱ-ｸｽﾀｯﾄﾞ溶接

a

a

1

2

a 1

a 2

t

e p e2

d

h = 4.0d

7.5d =

1 1

P 1 = 300

p 2 = 5.0d

a 1
= 40

a 2 = 100

e = 40

d = 2.5t

h , 1,p p 2 設計図書による.

p p

９－４

壁　筋　の　溶　接

C ﾀ ｲ ﾌﾟ (ﾌﾞﾛｯｸ壁の場合)

50

15

50 65

W 1 L=50 5d 5d

5d

ｻｲｽﾞ0.5d

dｱ-ｸｽﾀｯﾄﾞ溶接

FB-65X6
D13以下

P-e

柱梁接合部及び継手

LP-b

LP-b

7
5
以

上 LP-d

LP-c

cTf

L柱FP

LP-a

d 柱径が異なる場合

cTf

通しﾀﾞｲｱﾌﾗﾑ

LP-c

LP-c

2,400以下を原則とする。

LP-a

補強ﾌﾟﾚ-ﾄ

LP-b

直交梁用 LP-b

LP-b

LP-c

R (曲率半径)以上

LP-d

LP-d

LP-d

(     M  )

35

Gは　4-2による

G

G

LP-b

LP-b

仕 口 と 継 手

ﾌﾞ ﾚ - ｽ ﾘ ｽ ﾄ

LP-e

ﾛ

LP-d

開先形状は

設計図書による。

柱 が 角 形 鋼 管 の 場 合柱 が H 形 鋼 の 場 合

1)  ﾊﾟﾈﾙｿﾞ-ﾝのP の厚さL

L L

L L

L L L

2. P - b (水平ｽﾁﾌﾅ)　　   仕口部に集結する梁の最大FP より1ｻｲｽﾞUP以上

1. P - a (鉛直ｽﾁﾌﾅ)　　   上下柱のFP の厚い方より1ｻｲｽﾞUP以上

L L

L L5. P - e (折れ曲がり部)   梁(柱)のFP より1ｻｲｽﾞUP以上

2)  出寸法

ｲ　　25mmかつcTf以上

＝

3)  注記

、

強度は大きい方に同じとし、材質は上の方の1ﾗﾝｸ上質とする。

1,  ﾀﾞｲｱﾌﾗﾑの材質は特記仕様書による。特記なき場合は、接続する柱及び梁の1ﾗﾝｸ上質とする。また接続する柱及び梁の強度及び材質の異なる場合は

3,  ﾊﾝﾁ部でFP を折り曲げる場合はR   10Tfとし補強ﾌﾟﾚ-ﾄを入れる。ただし、勾配のゆるい場合(1/6程度)は不要。L ＝

4,  ﾀﾞｲｱﾌﾗﾑと梁ﾌﾗﾝｼﾞの溶接部は、梁ﾌﾗﾝｼﾞはﾀﾞｲｱﾌﾗﾑの厚みの内部で溶接すること。(告示1464)

すべて座金付き二重ﾅｯﾄとする

設
計

図
に

よ
る

.
3
0
～

5
0

無収縮ﾓﾙﾀﾙ流し込み

中心塗りﾓﾙﾀﾙ200角

又は200　以上とする

ｱﾝｶ-ﾎﾞﾙﾄの施工に誤差がある場合

は台直しはせず右図の様に補強する。

L

符号 部　　　材
高力ﾎﾞﾙﾄ

径 本数

G P

t

L

e 脚長

溶　接

Σ

e

e

p

e

WW 3 W

orW

42 , ,

1

1,  GP の最小幅　　が確保できない場合は、設計者の指示により板厚を変更する。eL

3,  床面ﾌﾞﾚ-ｽは設計図書に明記なき場合は壁面に準ずる。

A ﾀ ｲ ﾌﾟ  (φ .1H)= 0.2H)B ﾀ ｲ ﾌﾟ  (0.1H  φ

 ﾀ ｲ ﾌﾟ  (0. H φ H )0. 28

又は同厚さ以上 (片面)

H =φ 0. 4 )H0. 28

2φかつ100+φ

H φ 0.5

(設計図による)

H

1, 特記なき限り補強方法は上図によるが、孔径(φ)は

0.5H以下とし、そのﾋﾟｯﾁは3.0φ以上とする。

(これを満足できない場合は設計者の指示による。)

2,  貫通孔を設ける範囲は右図の 部分を原則とする。

L L L3,  貫通孔が多くある場合はWP を厚くした(WP +補強P )BHとする。

焼抜きせん溶接　＠ = 300

H

50以上

50以上 ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚ-ﾄ受け  FB-65X9

部分溶込み溶接

A ﾀ ｲ ﾌﾟ (標準) B ﾀ ｲ ﾌﾟ　(軽微なRC壁の場合)

p

p = 鉄筋間隔

30
。

W,W 32 or W 4

W,W 32 or W 4

柱 が Ｈ 形 鋼 の 場 合 柱 が 角 形 鋼 管 の 場 合

通しﾀﾞｲｱﾌﾗﾑ

G

W 2

通しﾀﾞｲｱﾌﾗﾑ

3. P - c (通しﾀﾞｲｱﾌﾗﾑ)    仕口部に集結する梁の最大FP より2ｻｲｽﾞUP以上かつ柱のFP 以上

2,  d (6-2項)上下階で柱径が異なる場合の板厚は上下階柱の厚い方、材質は上下階柱と同質以上とし、折り曲げ加工又は溶接加工とする。

5,  現場溶接を行なう場合は工事監理者の承諾を得､養生に十分配慮して行なうこと。

25

(Aﾀｲﾌﾟも同じ)

2,  丸鋼を使用する場合は、丸鋼、ﾀ-ﾝﾊﾞｯｸﾙ共JIS規格品を使用する。

cTf

cTf

W 1

ｳｪﾌﾞの継手は設計図書による

ﾛ

4. P - d (内ﾀﾞｲｱﾌﾗﾑ)　    仕口部に集結する梁の最大FP より2ｻｲｽﾞUP以上

ﾛ　　Td  25 の場合　25

＝　　　Td  28 の場合　30

のコンクリート強度以上とする。

無収縮モルタルの強度はＲＣ柱型

既製品（評定品）を用いた場合

φ

ＯＳリング等　使用可

ハイリング，フリードーナツ

フランジ板厚の10倍以上とする。

折曲げ加工半径rは、

W 2

1
5
0
以

上
が

望
ま

し
い

通しﾀﾞｲｱﾌﾗﾑ

P-cL

1
5
0
以

上
が

望
ま

し
い

1
5
0
以

上
が

望
ま

し
い

（せん断力を負担させる場合も同様）

座金

材質強度はAB.BP L 以上

補強P 厚さtはBP 厚さの1/2程度かつ9以上

鉄骨工作標準図（２） －

05

鉄　骨　工　作　標　準　図　（２）    ２０１９年度版
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意
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豊津小学校屋外トイレ新設工事

№12



4,000

8,000

4,000

6
,0

0
0

4,000

8,000

4,000

6
,0

0
0

4,000

8,000

4,000

4
,0

0
0

4
4
0

3
,4

0
0

5
0
0

4,000

8,000

4,000

6,000 6,000 6,000

5
9
0

5
9
0

590 590

290 290 290 290 290 290

290 290 290 290

3
4
0

4
,0

0
0

4
4
0

3
,4

0
0

5
0
0

3
4
0

4
,0

0
0

4
4
0

3
,4

0
0

5
0
0

3
4
0

890 1,080 1,330 1,400 1,270 1,080 950
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0
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0

1
,0

0
0

1
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9
0
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1
,0

0
0

1
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9
0

1
,0

0
0

1
,1

9
0

1,080 950

590 590

590 590 590 590 590 590

590 590

屋外トイレ　構造図 1/100

Ｎ

Ｘ

Ｙ

bX1 bX2 bX3

bY1

bY2

FS51

FG51

FG51

F
G
5
1

F
G
5
2

F
G
5
1

梁天端レベルは、設計GL+440とする。２

３

１ 壁符号は、W18とする。

４

特記なき限り下記による

５ 印は、土間コンクリート範囲を示す。

１階床梁伏図　　1/100

FS51

FG51

FG51

W
1
5

W
1
5

W15

W15

bX1 bX2 bX3

bY1

bY2

屋根伏図　　1/100

２

３

１

特記なき限り下記による

スラブ天端レベルは、水勾配による。

 　　    印は、水勾配を示す。

S51

bX1 bX2 bX3

FG51 FG51

bY1通り軸組図　　1/100

△設計GL

▽地盤面

WG51

bX1 bX2 bX3

FG51 FG51

bY2通り軸組図　　1/100

WG51

bY1 bY2

FG51

bX1通り軸組図　　1/100

bY1 bY2

FG52

bX2通り軸組図　　1/100

bY1 bY2

FG51

bX3通り軸組図　　1/100

W15

W
1
5

壁符号は、W18とする。１

特記なき限り下記による

WG51

WG51

梁天端レベルは、軸組図による。

▽梁天端

天端レベルは、設計GL+340とする。

▽梁天端

△設計GL

▽地盤面

▽梁天端

▽梁天端

△設計GL

▽地盤面 ▽梁天端

a

コンクリート

F
c
=
2
4
N
/
m

m

設計基準強度

2

コンクリート

F
c
=
2
4
N
/
m

m

設計基準強度

2

スラブ天端レベルは、設計GL+440とする。

スラブ下は、浅層混合処理による地盤改良を実施すること。

S
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電
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全断面

FG51

 2-D13

 3-D19

 3-D19

-D10 @200

位 置

符 号

断 面

ＢｘＤ

上端筋

下端筋

腹 筋

スターラップ

設計GL 4
4
0

基礎梁リスト　  1/50

Ｄ１６以下　　：ＳＤ２９５Ａ

２．幅止筋は、Ｄ１０＠１，０００以内とする。

Ｄ１９　　　　：ＳＤ３４５

特記なき限り下記による

１．鉄筋材質

350x600

3

3

全断面

FG52

 2-D13

 5-D19

 8-D19

-D13 @200

550x600

5

5
3

位 置

符 号

断 面

ＢｘＤ

上端筋

下端筋

腹 筋

スターラップ

壁梁リスト　  　1/50

Ｄ１６以下　　：ＳＤ２９５Ａ

２．幅止筋は、Ｄ１０＠１，０００以内とする。

特記なき限り下記による

全断面

WG51

180x850

2

2

１．鉄筋材質

 2-D16

 2-D16

 4-D10

-D10 @200

（タテ補強筋）ｂａ

ｃ（斜め補強筋）

（ヨコ補強筋）

補強を要しない

開口部が柱梁に接する部分は

4
0
d

40d

b
a

c

40
d

40
d

開口部補強要領

特記なき限り下記による

１．幅止筋は、Ｄ１０＠１，０００以内とする。
壁リスト　    1/50

２．断面図は、垂直断面を示す。

壁　　厚

符　　号

断　　面

備　　考

斜

横

縦
開口部

補強筋

横　　筋

縦　　筋

180

W18

D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

D10@200(ﾀﾞﾌﾞﾙ)

2-D13

2-D13

1-D13

150

W15

D10@200(ﾁﾄﾞﾘ)

D10@200(ﾁﾄﾞﾘ)

2-D13

2-D13

1-D13

短辺方向符号

S51

備考版厚

150

位 置

上端筋

下端筋

D10,D13@200

D10@200

長辺方向

D10@200

D10@200

１．土に接するスラブ下には、地業（捨てコンクリート:t=50,砕石:t=150）を施すこと。

特記なき限り下記による
スラブリスト

FS51 300
上端筋

下端筋

D13@150

D13@150

D13@200

D13@200

地盤改良 要領図

D13@200(ダブル)

1/30

浅層改良（h=1,000）

セメント系固化材（80kg/m 程度）
3

長期設計用地耐力 50kN/㎡

D13@150(ダブル)

※現地土を用いた配合試験を行い、混入量を最終決定すること。

パラペット配筋図 1/30

D10@200

2-D13
D10@200

2-D13

D10@200

2-D13

D10@200

D10@200

2-D13 1-D13

D13@200

a  secL2

FS

t

L
2

FG

スラブ上端筋

スラブ下端筋

45゜

スラブ下端筋と

同径同ピッチ

ベタ基礎配筋要領図 1/30

№13
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照　査日　　　　付 製　図図　面　番　号 担　当部　長

図　　名

工事名称

縮　　尺

・ 構 設・ ・意 電

電気特記仕様書 N/S

E 01

プルボックス 屋外に設置するものには、事前に水抜き穴を設けること。３４．

　（２）「公共建築設備工事標準図（機械設備工事編　平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修

１１．

（　）書きの数値は防振支持の機器の場合に適用する。

露出配管等の塗装

年度内に最新版が発行された場合は、最新版に準じる。

一式 一式

一式

一式一式

一式

一式

一式一式 一式

一式

一式

一式

一式

一式 一式

一式

一式

一式 一式 一式

一式

一式 一式

一式一式 一式

一式一式

一式

一式

一式一式 一式

一式一式 一式

一式一式 一式

一式一式 一式

一式一式 一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式一式一式

一式一式

一式一式

一式一式

一式一式

一式一式

一式

一式

・ 機械設備工事

一式 一式 一式

一式 一式 一式

建　　物  　別 工　　　　　　　事　　　　　　　種　　　　　　　別

屋　　　外 備　　　考

本工事は、以下の工事を含む。（詳細は、図面参照のこと）

・ 建築工事

工　　事　　名　　称

工　　事　　概　　要

建　　　　物　　　　名　　　　称 構　　　　造 階　　　数 延面積（ ㎡ ） 防火対象物の種別 備　　  考

・ 電　　灯　　設　　備

・ 動　　力　　設　　備

・ 避　　雷　　設　　備

・ 受　 変 　電 　設 　備

・ 静　止　形　電　源　設　備

・ 発　　電　　設　　備

・ 構内情報通信網設備

・ 構　内　交　換　設　備

・ 情　報　表　示　設　備

・ 映 像 ・ 音 響 設 備

・ 拡　　声　　設　　備

・ 呼　 出 　し 　設 　備

・ テ レ ビ 共 同 受 信 設 備

・ 防　　犯　　設　　備

・ 中 央 監 視 制 御 設 備

・ 遠　隔　量　水　器　設　備

・ 構　内　通　信　線　路

・

・ 構　内　配　電　線　路

一式

・監視ｶﾒﾗ設備

・ デマンド監視・制御設備

・ 自 動 火 災 報 知 設 備

電　気　設　備　工　事　特　記　仕　様　書

・ 

・

工　事　種　目

．

．

１．総合発注の有無

２．工　事　場　所

３．建　物　概　要

４．工　事　種　目　　（ ○印を付けたものを適用する ）

項　　　　　　目 特　　　　　　　記　　　　　　　事　　　　　　　項

この工事に使用する機材は、監督職員の承諾を受ける。機　　　　　　材１．

３． 電　気　保　安　技　術　者 事業用電気工作物に係る工事においては、電気保安技術者を置くものとする。

また、電線相互の接近により誘導障害が生じるおそれがある場合は、多条敷設は行わないこと。

る技術基準を定める省令」における関連事項に適合した資材の使用、及び施工を行うこと。

接　 地 　の 　種 　別 記　　 号 接地抵抗値 接　　  地　　  極

Ω以下

Ω以下

１０Ω以下

Ω以下

１０Ω以下

１００Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１００Ω以下

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

共　　　　　　　　同

共　　　　　　　　同

Ａ　　　　　　　　種

Ｂ　　　　　　　　種

Ｃ　　　　　　　　種

Ｄ　　　　　　　　種

避　　雷　　設　　備

高   圧   避   雷   器

低   圧   避   雷   器

交　　換　　機　　用

通　　　 信　 　　用

通　　　 信　 　　用

測　　　 定　 　　用

ＥA･C･D

ＥA･D

Ｅ A

Ｅ B

CＥ

Ｅ D

ＥL

Ｅ LH

Ｅ LL

Ｅ t

Ｅ At

Ｅ Ct

Ｅ O

接　　地　　極 接地極の材料は下表による。接地極の近くに接地極埋設標９０×１４０×１．５ｔ（黄銅製・刻印）

を設置すること。なお、接地棒 EB（１４）φ の長さは１,５００ｍｍ以上とし、１０φ・１４φは、

Ｗ＝４０として差し支えない。

避雷設備の接地抵抗値は、総合抵抗とする。

本工事における構内交換設備の工事範囲は、以下のとおりとする。

・ 構内交換装置           　　・ 電話機取付け　 （　　　台 ）

・ 配管配線まで本工事         ・ 配管のみ本工事　　　　　　　　・ 配線のみ本工事

工　 事 　範 　囲

構 内 交 換 設 備

電話機１台につき次のものを見込む。

・ TIVF(TIVE)    0.65-2C　　　　　ｍ ・ EM-TIEF(TIEE)    0.65-2C　　　　　ｍ

・ EBT　　　　　 0.4-2P　　 　　　ｍ ・ EM-ICT 　　　　0.4-2P 　　　　　ｍ

･ ２号ワイヤプロテクタ　　　　　　ｍ

電 話 機 へ の 配 線

本工事における構内情報通信網設備の工事範囲は、以下のとおりとする。

・ 構内情報通信網装置　 　・ ネットワーク管理装置　 　・ 配管配線まで本工事

・ 配管のみ本工事

工　 事　 範　 囲

構内情報通信網設備

拡声設備において、増幅器などの入出力路と配線との接続は、コネクタなどを取付けて行う

自動火災報知設備において、感知器が作動した場合に受信機及び連動制御機と連動して空調

こと。

機並びに送排風機を停止させる。

インターロック

ガス漏れ警報装置

受　　　信　　　機

ガス漏れ警報装置

検　　　知　　　器

防犯設備工事範囲 ・ 配管のみ本工事     　　・ 機器取付調整まで本工事

・ 液化石油ガス用     　　・ 都市ガス用

・ 単  独  　（ ・ 自立形　   ・ 壁掛形　）

機器と配線の接続

LANケーブルの色

発電機回路に接続されるコンセントは、回路種別が識別できるものとする。発電機回路コンセント

躯体貫通場所 躯体貫通箇所においては探査機を使用し、コンクリート内配筋を避け貫通すること。

多条敷設により埋設管同士を密着させる場合は、「JIS C 3653（附属書含む）」及び「電気設備に関す

　強電配線・弱電配線・その他配管等について、定められた離隔を考慮すること。

(建設業法に関することを除く)

工事に必要な資格４．

５．

６． 工事用電力・水

その他 の費用は、すべて請負者の負担とする。

本工事に必要な工事用電力（仮設電力及び試運転調整用電力等を含む）・水及び諸手続等

８．

官公庁その他への手続き この工事に必要な官公署その他の関係機関への諸手続等は、これに必要な資機材、労務、

及び費用を請負者の負担にて速やかにおこない、その検査に合格すること。

７． 残　　土　　処　　分 ・ 構内指示の場所に堆積 ・ 構外搬出適切処理

他工事との取合い

９． 再　使　用　機　器

・ 構内指示の場所に敷均し

・ 施工区分表による ・ 図面詳細による

耐　震　施　工１０．

スイッチ・コンセント及びプルボックスで用途の判別し難いものは、表示する。表　　　　　示

呼　　び　　線 長さ　１ｍ　以上の入線しない電線管には電線太さ　１．２ｍｍ　以上の樹脂被覆鉄線を挿入する。

・ 第１種電気工事士　 　         ・ 第２種電気工事士(もしくは上位資格)

ＥＢ（１０）φ × 1（L=1,500mm）

ＥＢ（１０）φ × 1（L=1,500mm）

蓋中央部に県章を刻印すること。また、用途別に「高圧」「電気」「弱電」の刻印をすること。

地　中　埋　設　標

・ 鉄製・ コンクリート製・ 樹脂製通信用（矢指色：黄色）

・ 鉄製・ コンクリート製・ 樹脂製電力用（矢指色：赤色）

地中線埋設シート 地下埋設の線路には、標識シートを２倍長以上重ね合わせて布設するものとする。

良質土（山砂など）

間隔(b)

５０ｍｍ

５０ｍｍ

地中線埋設シート

３００ｍｍ

６００ｍｍ

＋ＧＬ

掘削土埋戻し

（ＧＬ－６００の場合）

地 中 埋 設 配 管

ハンドホール蓋

マンホール

告書」（共に添付書類を含む）を提出すること。

工事に際しては、工事着手時に「建設副産物処理計画書」、工事竣工時に「建設副産物処理結果報

か、建設副産物適正処理推進要綱に従い、指定された方法により適正に処理を行うこと。

」・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び建設廃棄物処理指針その他関係諸法令等によるほ

また、「再生資源の利用の促進に関する法律」・「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

現場内で発生する建設副産物の処理については、現場内において発生する品目ごとに分別保管場所

生抑制・再利用・適正処理を推進する。

資源の有効利用・環境負荷の低減等を図り、「資源循環型社会」を構築するため、建設副産物の発建築副産物の処理について

そ　　　の　　　他

・木　　　 く 　　　ず

・汚　　　 　 　　　泥

指定副産物（原則として、再資源化施設へ持込むもの） その他の副産物

・廃　プ　ラ　ス　チ　ッ　ク

・ガラス・陶磁器くず

・廃 石 こ う ボ ー ド

・金　　属　　く　　ず

・繊　　維　　く　　ず

・が　　れ　　き　　類

（コンクリート塊）

（アスファルト コンクリート塊）

・建  設  発  生  土

・廃　　石　　綿　　等

「電気事業法：電気関係報告規則」及び「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関す

管理者に引き渡すこと。

る特別措置法」に従い、報告書の作成・届出を行うとともに、適切に保管できるようにして施設

「建築物の解体等に係る石綿飛散防止対策マニュアル」（環境省大気保全局）に従い、収集・運

搬・処分を行うこと。

・廃　　Ｐ　　Ｃ　　Ｂ　　等

特別管理産業廃棄物

「再生資源利用計画書」の作成

「建設副産物の処理結果報告書」の作成

「建設副産物の処置計画書」の作成

　分別保管場所からの積込み・運搬・処分

　現場内分別保管場所までの運搬

　現場内分別保管場所の設置

　現場内における分別　　

処　　　　理　　　　内　　　　容

※ 参考受入場所は、現場説明書による。

・ 特種電気工事資格者(非常用予備発電装置)　          ・ 工事担任者　第A13種(もしくは上位資格)

・ 消防設備士甲種　４類　          ・ あと施工アンカー第　　種施工士(もしくは上位資格)

を設置し集積すること。

屋内においては特記がなければ、F☆☆☆☆製品とし、屋外においても低VOC塗料の使用に努めること。

ＥＢ（　　）φ × 1（L=1,500mm）

工　　事　　仕　　様．

１　適用仕様等

　図面及び特記仕様に記載されていない事項は、以下の仕様書による。

　（１）「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編　平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（２）「公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編　平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（３）「公共建築工事標準仕様書（建築工事編　平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（４）「公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編　平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（６）「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編　平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（７）「公共住宅建設工事共通仕様書（平成25年版）」　国土交通省住宅局住宅総合整備課監修

　（５）「公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編　平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（３）「建築工事標準詳細図（建築工事編　平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修

　適用仕様等、図面及び特記仕様に記載されていない事項は、以下の基準、指針、要領、標準図等による。

２　補足基準等

・ 一般用電気工作物 ・ 事業用電気工作物電　気　工　作　物２．

また、機材の選定に当たっては、グリーン購入法に適合したものを優先すること。

なお、材料及び製品については、地域産材の使用に努めること。

１４．

１３． フロアプレート

ハイテンション ・ 上下動形　 　・ 外部固定形　 　・ 内部固定形

１２． プレートの材質

ベースは、水平高低調整付（空転防止リング付）とする。　　・ 砲金製　　・ アルミ製

・ 金属製（防水形配線器具を除く）　　 　・ 樹脂製

電　　 線　　 管

合成樹脂製可とう

原則として呼び径を22までとする。

環境対応型合成樹脂製可とう管（ＰＦ管）の一重管とする。なお、打込配管として使用する場合、

また鉄筋等への結束には樹脂被覆を施したバインド線を用いること。

取外し再使用機器は、原則として清掃並びに絶縁抵抗測定を取外し前後で行った後、取り付けること。

但し、絶縁劣化等再使用に耐えない場合は、監督職員に報告すること。

一般の施設

１５．

１６．

１７．

１８．

１９．

２０．

２１．

２２．

２３．

２４．

２５．

２６．

２７．

２８．

２９．

３０．

３１．

３２．

３３．

設備機器の固定は、すべて「建築設備耐震設計・施工指針」（２０１４年版）によるものとする。

（１）設計用標準震度（Ks）

（２）耐震安全性の分類 （・特定の施設　　　・一般の施設）

（３）地域係数（Z） 地域係数（Z）は、1.0とする。

・ 行政LAN：黄色　　・ 学校LAN：水色　・認証ネットワーク：指定なし　・その他：指定なし

建築副産物の処理内容

備　　　　　考

「再生資源利用実施書」の作成

下請工事の場合は不要

下請工事の場合は不要

下請工事の場合は不要

下請工事の場合は不要

　（４）「電気設備工事監理指針（平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（１）「公共建築設備工事標準図（電気設備工事編　平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修

機器毎の耐震安全性の分類及び設置場所により以下表より求める。

耐震安全性の分類

特定の施設

一般機器 重要機器 一般機器重要機器

設 置 場 所

上 層 階、

屋上及び塔屋

地階及び１階

中　間　階

2.0

(2.0)

1.5
(1.5)

1.5

(2.0)

1.0

(1.5)

1.5

(2.0)

1.0

(1.5)

(1.5)

(1.0)

(1.0)

1.0

(1.0)

0.6

(1.0)

0.6

(0.6)

0.4

0.6

1.0

ただし、改定内容で発注仕様の変更又は工事価格の変更が生じる場合は、県担当者と協議すること。

３５．

３６．

福岡県京都郡みやこ町

豊津小学校　屋外トイレ

付属棟

新設

新設

新設

新設

・耐震強度計算書、アンカーボルト強度計算書を事前に提出し、監督員の承諾を得ること。

・重量物機器類の搬入時で重機を使用する際は、鉄板養生及び誘導員配置を行うこと。

　（１）項目は、○印のついたものを適用する。

　（２）特記事項のうち選択する事項は、○印のついたものを適用する。

３　特　記　仕　様

100mm

70mm

50mm

（左右・上下）
間隔（ｂ）

２００ 〃

１５０ 〃

５０以下

呼び径

埋設管の

０．５ｍ

０．３ｍ

根切り深さ
1.5m以上１以上1.5m未満

根切り深さ

０．５ｍ

０．４ｍ０．２ｍ

０．５ｍ地 下 埋 設 物

地 中 電 線 管 類

１m未満

　ゆとり幅（ａ）及び埋設管相互の間隔（ｂ）は、下表を参照のこと。

ゆとり幅（ａ）
根切り深さ

・床堀幅は、埋設管類などの外径（底面）の寸法にゆとり幅×2を加えたものとする。

　法付工法の法幅は、根切り深さに0.3を乗じたものとする。

・根切り深さが1.5m未満の場合は直堀工法とし、1.5m以上の場合には法付工法とする。

法 幅

ゆとり幅(ａ) 間隔(b)

年度内に最新版が発行された場合は、最新版に準じる。

　（12）「建築工事の手引き」　福岡県建築都市部編集

　（５）「機械設備工事監理指針（平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（６）「建築工事監理指針（平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（７）「建築改修工事監理指針（平成28年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（11）「建築物解体等に係るアスベスト飛散防止対策マニュアル」　環境省大気保全局（環境省アスベスト飛散防止対策研究会）

　（10）「建設廃棄物処理指針」　厚生労働省生活衛生局

　（９）「建築工事安全施工技術指針・同解説」　国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修

ただし、改定内容で発注仕様の変更、又は工事価格の変更が生じる場合は、県担当者と協議すること。

　（８）「建築設備耐震設計・施工指針（2014年版）」　独立行政法人　建築研究所監修

・ 電　気　時　計　設　備

新設

新設

豊津小学校屋外トイレ新設工事

豊津小学校屋外トイレ新設工事

１階 48.00㎡

№14



凡例・注記

凡　例

記　号 名　称 備　考

注　記

トイレ呼出ボタン（ひも付き）

復旧ボタン

２．ケーブル配線に於いて、壁引下げ部は配管（ＰＦ管）保護とする。

１．特記なき配管配線は下記とする。　

電灯分電盤

ＥＥＦケ－ブル１条　　・・・　　ＰＦ１６

ＥＥＦケ－ブル２条　　・・・　　ＰＦ２２

（天井ふところ内）

（天井ふところ内）

分電盤結線図参照

３．ＥＥＦケ－ブルに於ける配管サイズは下記とする。

埋込コンセント ２Ｐ１５Ａ×２

埋込コンセント 金属．Ｐ

金属．Ｐ

金属．Ｐ

（ＰＦ１６）

（ＰＦ２２）

金属．Ｐ

２Ｐ１５Ａ×２，ＥＴ付

２Ｐ１５Ａ・２０Ａ兼用×１，Ｅ極，ＥＴ付埋込コンセント（２００Ｖ用）

換気扇又は天井扇

照明器具姿図参照

埋込スイッチ １Ｐ１５Ａ×１ 金属．Ｐ （天井ふところ内）

（天井ふところ内）ＰＬ×１

電極 極数は傍記

プルボックス サイズは注記参照

丸型露出ボックス ３方出　Ｇ１６　（塗装共）

２００×２００×１００（ＳＵＳ－ＷＰメラミン焼付塗装）

埋込コンセント（エアコン用） ２Ｐ１５／２０Ａ＋Ｅ×１

照明器具

機械設備工事

回転灯

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－２Ｃ

ＥＭ－ＥＥＦ１．６－３Ｃ

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－２Ｃ

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－３Ｃ

ブザー付表示灯

屋外トイレ電気設備平面詳細図 Ｓ＝Ａ１：１／５０　Ａ３：１／１００

Ｓ＝Ａ１：１／５０　Ａ３：１／１００ Ｓ＝Ａ１：１／５０　Ａ３：１／１００運転手待機所電灯設備平面詳細図受水槽電灯・動力設備平面詳細図

Ｓ＝Ａ１：１／５０　Ａ３：１／１００体育用具倉庫電気設備平面詳細図

埋込スイッチ

４．カバープレート及びＢＯＸ類には全て用途及び回線番号を明記する事。

５．特記なきプルボックスサイズは下記とする。

Ｐ．Ｂ２２１ＷＰ

ＦＥ

４ ３

ＦＥ

　（屋外トイレ）　電灯設備　平面詳細図　 　（屋外トイレ）　弱電設備　平面詳細図　

６
０
０
０

ＰＷＣ

ｂＸ１ ｂＸ２ ｂＸ３

ＳＫ

４０００ ４０００

８０００

男性用

トイレ

女性用

トイレ

ｂＹ１

ｂＹ２

ＰＷＣ

ｂＸ１ ｂＸ２ ｂＸ３

ＳＫ

４０００ ４０００

８０００

男性用

トイレ

女性用

トイレ

ｄＹ１

ｄＹ２

ミニキッチン

待機場

倉庫

トイレ

４
，
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　（運転手待機所）　電灯設備　平面詳細図　
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衛生器具設備・

中水水源（・ 雑用水処理水　・ 雨水　・ 井水　）　　

・ 鋳鉄製ボイラ

・ ファンコイルユニット　　・ ダクト併用方式・ ダクト方式

・ パッケージ方式（ ・ 中央式　　・ 各階式　　・ 個別式）

・ 鋼製ボイラ（ ・ 立てボイラ　　・ 炉筒煙管式ボイラ）

３．

給水設備 ・標準基礎　　・防振基礎

　　　　防食管継手

ホ）室外機の基礎（・標準架台  ・防振架台）

工　　　　　　事　　　　　　種　　　　　　別

階　　数

屋　　外

建　　物　　名　　称 構　　造

・ 温水

・ 直だき吸収冷温水機

・ 回転形

一式 一式

一式 一式

Ⅰ．工　事　名　称

一式一式

一式

112条区画（・有　　・無）

工事種目

一式

一式

一式

その他の区画

令8区画（・有　　・無）

６．その他（工事内容、留意事項等）

延焼のおそれがある部分（・有　　・無）

排煙区画（・有　　・無）

消防法

一式

一式

※

共住区画（・有　　・無）

各工事の特記仕様書を確認のこと

建物別及び屋外

一式

一式

建築基準法

一式

防火区画

・ 遠心冷凍機

工事

１.　工　事　場　所

Ⅱ．工　事　概　要

・ 吸収冷凍機

・ ヒートポンプチラー（ ・ 水冷　　・ 空冷）

延面積(ｍ2)

２.　建　物　概　要

・ 温風暖房機

・ 蒸気

３．工　事　種　目　（・印を付けたものを適用する）

空
気
調
和
設
備

・ 静止形

・ 往復動冷凍機

５．法令による区画（有の場合は、図示等による）

４．本　工　事　設　備　概　要　（・印を付ける）

量水器桝

１．

２．

量水器

・子メーター（・貸与品　　※買取り）

・親メーター（※貸与品　　・買取り）

湯沸機用排気筒の断熱

・床置（・標準基礎　・防振基礎）

イ）排気フードの補強及び支持金物、接合材等は、亜鉛鉄板製風道の当該事項による。
ロ）材質　　※ステンレス製　　・亜鉛鉄板製

イ）風量測定口　　ロ）チャンバー等　　ハ）吹出口及び吸込口の材質

ハ）グリースフィルターは、設置台数と同数の予備品を納入する。

多湿箇所の範囲
他の設備項目の適用

・天吊（標準図による。）
※要（隠ぺいの箇所のみ）　　・不要

ニ）防煙ダンパー　　ホ）消音内貼り　　ヘ）防振つり金物

イ）形状　　・スリット形　　・パネル形　 ・ダンパー形

・亜鉛鉄板製　　・普通鋼板製

・要　　・不要

　　　　構成・機能
・要（・本工事　　・別途電気工事）　　・不要

排煙口

ダクトの材質１．

電源装置

中央監視制御
自
動
制
御
設
備

別紙による。

ロ）開放装置　　・手動　　・手動及び遠隔操作可能なもの

１．

２．

３．

中央監視制御装置の２．

温湿度調整目標値１．

送風機の基礎

　
空
気
調
和
設
備

29．ばいじん量測定孔
・設ける

27． ※要（指定機器）　　・不要度数計
※要（指定機器）　　・不要アワーメーター

ホ）蒸気及び油配管は配管用炭素鋼鋼管（黒）とする。

配管材料

JIS 5K とする。ただし特記部分はJIS 10K とする。
防振継手

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ ・ベローズ形ステンレス製　　・合成ゴム製

チ）膨張管、安全管及び膨張水槽よりボイラへの給水管の配管材料は、水道用亜鉛
　　メッキ鋼管とする。

ハ）外壁に面するガラリに直接取り付けるチャンバー、ホッパーには排水弁を設ける。
　　ｂ)ダブル形　　　250×（L＋100）×300H
　　ａ)シングル形　　200×（L＋100）×300H
ロ）ブリーズライン形吹出口には、下記の接続チャンバーを設ける。
　　ｂ)ネック径が200φをこえるもの　　500×500×300H
　　ａ)ネック径が200φ以下　　　　　　400×400×250H
イ）シーリングディフューザーには、下記の接続チャンバーを設ける。チャンバー等

風量測定口
ハ）分岐方法（※割込み方式　　・直付け方式）

・スパイラルダクト　・ステンレスダクト）
ロ）工法・種類（・アングル工法　・コーナーボルト工法（・共板　・スライドオン）

下記のものは本仕様による。
ハ）吸込口　　・鋼板製　　※アルミ製（外気吸込口には防虫網付とする。）
ロ）シーリングディフューザー　　・鋼板製　　※アルミ製（シャッター共）

吹出口・吸込口の材質

10．

11．

12．

ダクト９．

防煙ダンパー13．

ロ）復帰方式　　※遠隔式（※電気式　　・空気式）　　・手動式
イ）操作方式　　・電気式　　・空気式

ハ）温度ヒューズ（・取り付ける　　・取り付けない）

ニ）表示用端子（・設ける　　・設けない）

鋼板厚（・4.5mm　　※3.2mm）煙道14．

下記のものは本仕様による。

イ) 建物内の空気抜き管の保温は、空気抜き弁までとし、仕様は温水管の項による。

ハ) 還り風道の保温（・要　　・不要）　　ニ) 膨張水槽の保温（・要　　・不要）
ホ) 内貼りチャンバー等の保温（・要　　・不要）

保温

ハ) 内貼りチャンバー類の寸法表示は、外形寸法とする。

ロ) 施工箇所は、図示した風道並びにチャンバー類とする。

ヘ) 隠ぺい風道の保温でフランジ部は保温材２枚重ねとする。

機器類の架台

・防振つり金物（・シングル　　・ダブル）（・中央機械室　　・各階機械室）

温度計19．

４．

７．

８．

15．

消音内貼り16．

17．

18．

26．

28．煤煙濃度計

弁類６．
冷媒５．

イ）種別（※低圧ダクト　　・高圧ダクト）

１．配管材料

ポンプ基礎
６．引込納付金等

８．

７．

他の設備項目の適用

※別途

イ）防振継手　ロ）ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ ハ）防振吊り金物及び支持金物（ただし揚水管のみ）
建物導入部配管
管の埋設深さ ・一般敷地（・300 mm　・　　 mm）　・構内車両通路（・600 mm　・　　 mm）10．

11．

９．

器具接続用管端

・水道事業者指定品（・貸与品　　※買取り）　　・国土交通省型　　・その他

　とし、青銅製弁は管端防食継手の規定に準じた管端コアを備えたものとする。

・塩ビライニング鋼管及びポリ粉体鋼管の配管に取り付ける鋳鉄製の弁はライニング弁

・鋳鉄製ストレーナーはライニングを施したものとする。

４．弁桝

配管材料５．

３．弁類

・その他の部分　JIS（・5K 　　・10K ）
・水道直結部分　JIS（※10K 　　・　　　　）

　　　　　　　・ステンレス鋼管（SUS）　（・圧縮接合　・溶接接合　・拡管接合）
　　　　　　　・架橋ポリエチレン管またはポリブデン管（さや管工法）

５
　
　
給
水
設
備

６
　
　
排
水
設
備

11

12

13

４
　
　
衛
生
器
具
設
備

イ) 内貼りの材料及び施工法は、標準仕様書の当該事項による。

標準仕様書によるほか、取付を図示された部分に取付ける。

　　　　　　　・塩ビライニング鋼管（SGP－VB）　・ポリ粉体鋼管（SGP－PB）

・雑排水管  ・配管用炭素鋼鋼管（白）　・硬質塩化ビニル管（VP）　・カラーVP

ダクトの工法・種類

ダクトの分岐方法 イ）給気用ダクト　　※割込み方式　　・直付け方式

ロ）排気用ダクト　　※割込み方式　　・直付け方式

　　　　　　　　　・スパイラルダクト　・耐火二層管工法　　・VP管工法

ロ）排気用ダクト　・アングル工法　・コーナーボルト工法（・共板　・スライドオン）

　　　　　　　　　・スパイラルダクト　・耐火二層管工法　　・VP管工法
イ）給気用ダクト　・アングル工法　・コーナーボルト工法（・共板　・スライドオン）

換気フード
厨房排気フード

※指定色仕上げ　　・指定なし

ロ）冷温水管　・配管用炭素鋼鋼管（白）　　・耐熱塩ビライニング鋼管

　　　　　　　・一般配管用ステンレス鋼鋼管

ヘ）冷媒管（・銅管　　・断熱材被覆銅管（製造者標準品））

ト）冷媒管の区画処理（・有（※国土交通大臣認定工法　・その他）　・無）

（DB）
温　　度 湿球温度

（WB）
湿　　度
（RH）

温　　度
（DB）

湿球温度
（WB）

湿　　度
（RH）

温　　度
（DB）

湿　　度
（RH）

温　　度
（DB）

湿　　度
（RH）

％

％

℃

℃％

％50％

40％

夏　季

冬　季 ℃

℃

外　　　　　気
室内

一　般　系　統

電気工事の範囲２．

３．パッケージエアコン

ハ）冷媒管及びドレン管の区画処理（・有（※国土交通大臣認定工法　・その他）・無）
ニ）ドレン管の材質　・配管用炭素鋼鋼管（白） 　 ・カラーVP　　・耐火二層管

※標準仕様書による。

※施工区分表による。　　・図面詳細による。

※計量法　検定合格品とする。

下記のものは、空気調和設備の当該項目を適用する。

・国土交通省型　図２による。

イ）パッケージ形空気調和機（・防振パット　　※木台　　※転倒防止処理）
ロ）ユニット形空気調和機（・標準架台　・防振架台）
ハ）送風機（・標準架台　・防振架台） ニ）ポンプ（・標準架台　・防振架台）
ホ）冷凍機（・標準架台　・防振架台）
ヘ）チラーユニット（・標準架台　・防振架台）

※用いる(図４による。)　塩ビライニング鋼管と給水栓・銅合金製配管附属品等との接続

下記のものは、空気調和設備の当該項目を適用する。
※厨房　　※浴室（シール有）

排
煙
設
備

ハ）排水管　・配管用炭素鋼鋼管（白） ・硬質塩化ビニル管（VP） ・カラーVP
・結露防止層付塩化ビニル管　・硬質塩ビリサイクル管（RF-VP）

イ）ユニバーサル形吹出口　　　　・鋼板製　　※アルミ製

ロ) 空気調和機・ファンコイルユニット等の排水管の保温は、給排水衛生設備の排水管
　　の項による。

25．予備品 ※ファンコイルユニット付属品　　イ) 運転表示ランプ　台数の1/2以上
                            　　ロ) フィルター　各型番台数の1/2以上

※自動巻取形空気濾過用フィルター（各台1巻）

機械室(配管・風道)の
　　　　つり金物

圧力計及び連成計20．
21．瞬間流量計

ファンコイルユニット22．
用調節弁

油サービスタンク23．

24．地下貯油槽

※標準仕様書による。

※要（※標準仕様書による。　　・図示による。）　　・不要
・流量調節弁　　・定流量弁（流量設定が可能なもの）

イ）防油堤（コンクリート製）　　※別途工事　　・本工事

ロ）フロートスイッチの機能は、下記による。
・給油ポンプの起動、停止　　・満油警報　　・減油警報
ハ）油面計（・フロート式　　・ゲージ式）

イ）タンク室　　・設けない　　・設ける（・別途工事　　・本工事）

ロ）計量器（・計量尺　・直読式（防水蓋スプリング付、プロテクター共）　・遠隔式）
ハ）土工事　・オープンカット　・矢板（・有　・無）　・特殊基礎（・有　・無）

・

・

・

・

・

浄化槽設備

さく井設備

電気設備工事※

盛替工事

・屋外排水管・硬質塩化ビニル管（・VP　・VU）※呼び径125以上は原則としてVUとする。

給水方式

主要熱源機器

全熱交換器

図面詳細による他、下記による。
図面詳細による。

・通　気　管・配管用炭素鋼鋼管（白）　・硬質塩化ビニル管（VP）　・カラーVP

・鋼　管（・ねじ込み式　　・MD継手　　・　　　　　　）管接合２．

図５による。

伸縮継手

グリーストラップ
差込ソケット（VV）
満水試験継手

10．

ビニル製伸縮継手

排水流し下のビニル製排水管には差込（VV）ソケットを使用すること。

特記以外JIS 5K とする。
排水鋳鉄管系統の床上掃除口直下に取付ける管は45°2回曲りとする。

９．

８．

11． 図示による。

戸数・浄化槽人槽
受水槽有効容量等

※工事内容、留意事項等を必ず記載のこと。

※標準図（・（a）　・（b）　※（c）スリークッション）による。 

※　△を付けたものは既設設備とする。

の　種　別
防火対象物

※長さは標準仕様書による。
・ベローズ形　　・合成ゴム製（・合成ゴム製　・３山ベローズ形）

ニ）冷却水管　　※塩ビライニング鋼管（※SGP-VB　・　　　）

一式

一式

一式

一式

一式

一式一式一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

一式

・

・

・

・

・

・排水設備

給湯設備

消火設備

ガス設備

換気設備

空気調和設備

一式 一式一式一式・排煙設備

一式 一式 一式一式 一式・中水設備

・ 現場施工型 ・ 放流水質BOD　　mg/L

・ 敷地外放流方式

・ ポンプアップ式・ 重力式

・ 建物内汚水と雑排水（ ・ 分流　　・ 合流）

・ 局所式 ・ 中央式

・ 直放流（ ・ 合流式　　・ 分流式）・ 非直放流（浄化槽）

・ ユニット型

・ 屋内消火栓( ・1号・2号・易操作性1号)

・ 合併処理

排水方式

浄化槽の形式

給湯設備

消火設備の種別
・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ ・連結散水 ・連結送水

・ 屋外消火 ・ 水噴霧消火 ・ 泡消火 ・ 不活性ｶﾞｽ ・ ﾊﾛｹﾞﾝ化物消火 ・ 粉末消火

床上掃除口直下の曲管

可燃材の区画処理
弁類

小口径桝ふた

コンクリート桝ふた

７．

６．
５．

４．

空調方式

給
排
水
衛
生
設
備

・ 都市ガスガスの種別

・ 法規（ ・ 建基法　　・ 消防法）

・ 機械換気（ ・ 有　　・ 無）

・ 機械排煙（ ・ 有　　・ 無）

換気設備

排煙設備

・ 空気調和機

・ 将来冷房可能

・ 直接暖房（ ・ 蒸気　　・ 温水）

・ 温風暖房

・ 温風暖房機

・ 暖房専用

（ﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝを除く）

標示板 大便器は1組に1個、小便器は2組に1個とする。（※シール　・陶器製　・アクリル製）
４．
５．

小便器洗浄方式

８．燃料

・屋内消火管　（・要　　※不要）　　　・屋外露出消火管　（※要　　・不要）

※要消防設備士

５．管類

６．
・配管用炭素鋼鋼管(白)(屋内)　・外面被覆鋼管（・SGP－VS ・SGP－PS）

１．

２．

種類

管類

１．管類７
　
　
給
湯
設
備

保温４．

・標準基礎　　・防振基礎

※減圧弁付屋内消火栓弁

１．
２．

３．

消火ポンプの基礎

・要　　・不要
８
　
　
消
火
設
備

　　・耐熱塩ビライニング鋼管　・鋼管 　・保温付被覆銅管　　・被覆断熱銅管
イ）・ステンレス鋼管（・圧縮接合　・溶接接合）　・保温付ステンレス鋼管

　　・架橋ポリエチレン管またはポリブデン管（さや管工法）

ロ）銅管使用の場合はＭ管とし、電食防止継手を取付ける。
２．器具接続用管端

　　　　防食管継手

オーバーフローはクロームメッキ銅管にて最寄りの流しに間接排水する。

ロ）コンクリート埋設部（・防水麻布巻　　・保温施工）
イ）膨張水槽の保温（・要　　・不要）

湯沸器７．

５．

４．

排気筒及び煙突

貯湯式ガス湯沸器

６．保温

弁類３． JIS 5K とする。ただし、特記部分はJIS 10K とする。

・ガス　　・灯油　　・電気

※用いる（図４による。）

及びサクションカバー
フート弁・呼水槽

ガス湯沸器用排気筒は、JIS S 3025によるSUS304(厚さ0.3mm以上)とする。

９
　
　
ガ
ス
設
備

10

換
気
設
備

・瞬間式　　・貯湯式　　・風呂給湯器（オートタイプ）

上水水源（・ 市水　・ 井水）　　法的区分（・ 小規模貯水　・ 簡専　・ 専用水道）

給水方式

中水給水方式 （・ 水道直結方式　・ 高架水槽方式　・　ポンプ直送方式　）

化粧棚 ・露出形　　・埋込形

※洗面化粧台キャビネット部材は、ホルムアルデヒト放散量が日本農林規格（JAS）で

水栓
鏡

※節水コマ付　　・普通コマ付

洗面化粧台

水栓柱

　定めるF☆☆☆☆基準のものとする。

６．壁掛形汚物流しﾕﾆｯﾄ 給水管、給湯管、排水管、通気管　（・本ユニット内　※本ユニット外）
７．

８．
９．
10．
11． 70°□×1300（※人研製　・レジコン製　・SUS製）

34.8℃

1.8℃

27.5℃

-1.0℃

57.0％

59.0％

          する配管

給水管等の材質

ライニング鋼管の継手

吊り及び支持等

埋設標識テープ

　　上水（青）　　ガス（緑）　　消火管（赤）　　中水（黄色）　　油（茶）
　　その他については、監督職員（係員）の指示による。

地中埋設標

地中埋設は、ペトロラタム系ペーストを塗布のうえ、ペトロラタム系防食テープ1/2重ね

コンクリート内の防食は、防食用ビニルテープ巻（1/2重ね１回巻）とする。
  クリート内の防食
地中埋設及びコン

４．

５．

６．

７．

８．

９．

10．

すること。

※標準仕様書による。　・図示による。

防火区画等を貫通 給水管その他の管が、建築基準法施行令第112条第15項の準耐火構造の防火区画等を貫通

する場合の措置は、図５による。

※鋼材・ボルトナットを屋外又は多湿箇所に使用する場合は、溶融亜鉛メッキ（2種35）
　又は、ステンレス鋼製（SUS304）とする。

埋設深さは150mm、テープ幅は150mm以上（図1-1）とし、色については次による。

　　　地域係数（Z）は、1.0とする。
（２）地域係数（Z）

＊次に示す機器を、重要機器、重要水槽とし、それ以外の機器を一般機器、一般水槽とする。
・

＊耐震安全性の分類（・特定の施設　・一般の施設）

（　）書きの数値は防振機器

13階建以上の場合は上層4階
　2～6階建の場合は最上階、7～9階建の場合は上層2階、10～12階建の場合は上層3階、
＊上層階の定義は、次のとおりとする。

1.5
（2.0）
1.0

（1.5）

0.6
（1.0）

1.5

1.5

2.02.0
（2.0）
1.5

（1.5）

1.0
（1.0）

地階及び１階

中間階

屋上及び塔屋
上層階、

設置場所
重要機器 重要水槽 一般機器

・特定の施設
耐震安全性の分類

一般水槽
1.5

1.0

1.0
（1.0）
0.6

（1.5）
1.0

（2.0）
1.5

重要機器

1.0

1.0
（0.6）
0.4

（1.0）
0.6

（1.5）
1.01.5

重要水槽
・一般の施設

一般機器 一般水槽
1.0

0.6

0.6

　　　機器毎の耐震安全性の分類及び設置場所により以下表より求める
（１）設計用標準震度（Ks）

１
　
　
一
般
事
項

１．

２．

発生材の処理

残土処分 ※構外搬出　　・構内敷き均し・

※18建設副産物の処理についての項を適用すること。
※フロンの処理は、19フロン処理についての項を適用のこと。

ハ）電動機の周波数は、60Hzとする。
ロ）電動機出力は、原則として、表示された出力以下の容量とする。
　　とする。
イ）機器類の能力、容量等（電動機出力は除く）は、原則として、表示された数値以上
なお、材料及び製品については、地域産材の使用に努めること。

この工事に使用する機材は、監督職員（係員）の承諾を受けること。

３．耐震施工

容量等の表示２．

１．機材

掘削深さ（1,500 mm以上）の掘削には矢板を使用すること。矢板

・他工事　　　・本工事（詳細図による。）足場

※設けない　　・設ける　（　 10 ㎡程度）　備品については監督員の指示による。

用水及びプールの水張りを含む）及び諸手続などの費用は、すべて請負者の負担とする。
３．

２．

４．

　　　　　・その他

工事用電力・水

監督員事務所１．２
　
　
仮
設
工
事

章 項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

Ⅲ．工　事　仕　様

　図面及び特記仕様に記載されていない事項は、以下の仕様書による。

１．適用仕様等

（３）図面に明記なくも関係法規上・機能上・意匠上当然と認められるものは、本工事にて施工すること。

（１）章および項目は番号に ・印のついたものを適用する。

（２）特記事項のうち選択する事項は、原則として※印を選択するが、それ以外を適用する場合は ・印をつけて選択する。

３
　
　
共
通
事
項

・ 全熱交換ユニット

呼び径100以下はねじ接合、125以上はフランジ接合とする。

屋内地中配管　・塩ビライニング鋼管（SGP－VD）　・ポリ粉体鋼管（SGP－PD）

屋外地中配管　・塩ビライニング鋼管（SGP－VD）　・ポリ粉体鋼管（SGP－PD）

厨房、浴室等のシンダー内配管　　　・塩ビライニング鋼管（SGP－VD）

　　　　　　・硬質塩ビリサイクル管(RF-VP)　　・耐火二層管

　　　　　　・硬質塩ビリサイクル管(RF-VP)　　・耐熱硬質塩化ビニル管　　・耐火二層管

・都市ガス（ガス種　※13A　・12A　）   ・液化石油ガス

屋外埋設配管　・ポリエチレン管JIS K 6774

一般配管　　　・配管用炭素鋼鋼管（白）　　・ガス用ステンレス製フレキシブル管
　　　　　　　・硬質塩ビ外面被覆鋼管　　　・ポリエチレン被覆鋼管
ピット内配管　・硬質塩ビ外面被覆鋼管　　　・ポリエチレン被覆鋼管

・本工事　　・別途工事

※ガス漏れ警報器工事は、住宅工事においては原則として行わない。

液化石油ガス設備士による施工とする。

（財）日本エルピーガス機器検査協会、検査合格品とする。
※要　　・不要

建物導入部配管

絶縁継手
ガス栓

施工資格

ガス漏れ警報器

・標準図（・（ａ）　・（b）　※（c）スリークッション）による。

都市ガス３． イ）ガスメーター　親メーターはガス供給事業者より借用、子メーターは買取りとする。
液化石油ガス４．

連動スイッチ（・要　　・不要）ガス湯沸器の付属品５．

ハ）転倒防止用の鎖（・別途工事　　※本工事）

ニ）ボンベ置場のコンクリート基礎（※別途工事　　・本工事）

イ）ガスメーター（・買取り　　・借用）　　ロ）集合装置（・別途工事　　※本工事）

６．

７．

８．
９．

10．

ダクトの種別１． ※低圧ダクト　　　・高圧ダクト

３．

４．

５．
６．

７．
８．

９．

10．

厨房ダクトの板厚２．

イ）給水管　　・塩ビライニング鋼管（・SGP-VB　・SGP-VA）

厨房排気ダクト（矩形ダクトに限る）の板厚は、表１による

※ユニット形空気濾過器　　　　　　個

・普通　　・盗難防止形　　・耐食　　・盗難防止形耐食　　・身体障害者対応

２．補足基準等
　適用仕様等、図面及び特記仕様に記載されていない事項は、以下の基準、指針、要領、標準図等による。

　（９）「建築工事安全施工技術指針・同解説」　国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修
　（10）「建設廃棄物処理指針」　厚生労働省生活衛生局
　（11）「建築物解体等に係るアスベスト飛散防止対策マニュアル」　環境省大気保全局（環境省アスベスト飛散防止対策研究会）
　（12）「建築工事の手引き」　福岡県建築都市部編集

この工事に必要な工事用電力（仮設及び試運転調整用電力を含む）、水（機能検査、消火

飲料用の給水・給湯管,継手,弁類,水栓等については、鉛に関する浸出性能基準を満足

一般配管　　　・塩ビライニング鋼管（SGP－VA)　 ・塩ビライニング鋼管(SGP－VD)

　　　　　　　・ポリエチレン管　1種（PE）　（・溶着接合　・金属継手接合）

　　　　　　・硬質塩ビリサイクル管(RF-VP)　・耐火二層管
・汚 水 管  ・硬質塩化ビニル管(VP) 

イ）冷媒　※HFC系（R407C，R410A，R134a, R32等）

※HFC系（R407C，R410A，R134a, R32等）　・自然冷媒（CO2，NH3)

25.0℃

20.0℃

17.9℃

12.3℃

・小口径桝立上り管・硬質塩ビリサイクル管（・※VU）

空気調和・衛生工学会規格SHASE-S 217（グリース阻集器）によるものとする。

　　　　　　・排水用塩ビライニング鋼管

　　　　　　・排水用塩ビライニング鋼管

・排水用塩ビライニング鋼管（・MD継手　　・　　　　　）

114条区画（・有　　・無）

（・ 水道直結方式（・直圧　・増圧）　・ 高架水槽方式　・　ポンプ直送方式 ）

７．

この工事に必要な官公署その他の関係機関への諸手続等は、これに必要な資機材、労務、３．
及び費用を請負者の負担にて速やかにおこない、その検査に合格すること。手続き

官公署その他への

４．
・温度　・湿度　・風量　・騒音　・水圧　・排水満水　・気密　・浄化槽放流水質

測定表 下記の測定表を提出する。

※施工区分表による　　　・図面詳細による

・配管（建築配管作業）　・建築板金（ダクト板金作業）　・熱絶縁施工（保温保冷工事作業）
住宅においては20戸以上、住宅以外の建物については1,500m2以上の工事に適用する。

・冷凍空気調和機器施工（冷凍空気調和機器施工作業）

５．他工事との取合い
６．技能士の適用

あと施工アンカーの施工は、(一社)日本建築あと施工アンカー協会の有資格者にて行うこと。あと施工アンカー

・設ける（煙道の直線部に直径80φ以上のフランジ付とする。）　　・設けない

ロ）冷媒管（※断熱材被覆銅管(断熱厚さ：液管10mm(液管の管径9.52mm以下は厚さ8mm)、ガス管20mm))

・結露防止層付塩化ビニル管　・硬質塩化ビニル管（VP）

・ 液化石油ガス ・ 簡易ガス

　（７）「公共住宅建設工事共通仕様書（平成28年版）」　国土交通省住宅局住宅総合整備課監修

　　　　　　　・水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管（HIVP)　・鋳鉄管（　　　型　　　種）

　　　　　　　・水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管（HIVP)

 　　　　 　　・水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管（HIVP） ・水道用硬質塩化ビニル管（VP）

　　ミカゲ（未舗装部）　鋳鉄（歩道部）　保護鋳鉄（車道部）（・T-8　・T-14　・T-25）

ヘ）※2015年省エネ基準値対応品とする（各メーカ最高APF機種）

　（１）「公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編　平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修
　（２）「公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編　平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修
　（３）「公共建築工事標準仕様書（建築工事編　平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（４）「公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編　平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修
　（５）「公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編　平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　（６）「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編　平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　ただし、改定内容で発注仕様の変更又は工事価格の変更が生じる場合は、県担当者と協議すること。
　年度内に最新版が発行された場合は、最新版に準じる。

　（１）「公共建築設備工事標準図（機械設備工事編　平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修
　（２）「公共建築設備工事標準図（電気設備工事編　平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修
　（３）「建築工事標準詳細図（建築工事編　平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修
　（４）「機械設備工事監理指針（平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修
　（５）「電気設備工事監理指針（平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修
　（６）「建築工事監理指針（平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修
　（７）「建築改修工事監理指針（平成31年版）」　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

３．現場に常備する図書等

４．特　記　仕　様

　ただし、改定内容で発注仕様の変更又は工事価格の変更が生じる場合は、県担当者と協議すること。
　年度内に最新版が発行された場合は、最新版に準じる。

１.適用仕様等 及び２.補足基準 のうち、当該工事に係る図書等については現場事務所に常備し、監督職員の承認を得ること。

１回巻きを行う。さらにプラスチックテープ1/2重ね１回巻きを行う。継手は凹部分にペ

※専用洗浄弁式　　　・洗浄弁式

・節水型ＦＶ（バキュームブレーカ付）　　・タンク式
・洋風大便器（※節水型　　・一般型　　・高座面形）

・床置型　　・壁掛型
大便器洗浄方式

３．
２．

小便器

・和風大便器（※節水型　　・一般型）　※耐火カバー（防火区画貫通部）１．大便器

トロラタム系マスチックを詰め、表面を平滑にしたうえで防食シートで包み、プラスチッ

はつり

コンクリート強度 イ）無筋コンクリートの配合は、1：2：4とする。

ロ）鉄筋コンクリートの設計強度は、18N/mm2 とする。

ポンプ電動機の極数

15．

14．電線管

電線 ※特記なき電線は、600Vビニル絶縁電線とする。

※可とう電線管は、2種金属可とう電線管とする。
※特記なき電線管は、薄鋼電線管又は同一外径のねじなし電線管とする。

11．

12．

13．

既存のコンクリート床、壁等の配管貫通部の孔開けは、原則としてダイヤモンドカッター
による。

・水中ポンプ（・上水　　・汚水）　　　　 極　　・小形給水ポンプユニット　　　　　　極
・揚水ポンプ　　 　極　　・冷温水ポンプ　　 　　極　　・冷却水ポンプ　　　　　極

16．鍵類 この工事で設置する鍵類の仕様については、監督職員（係員）の承諾を受けること。

クテープを1/2重ね1回巻きとする。

設備機器の固定は、次に示す事項を除き、すべて「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」による。

Ｈ２９－４

豊津小学校屋外トイレ １階ＲＣ造

豊津小学校屋外トイレ新設工事

福岡県京都郡みやこ町豊津

48.0m2 ７項

消火ポンプ、消火補給水槽

・

付属棟

新設

新設

新設

新設

新設

新設

図　　名

工事名称

縮　　尺

・ 構 設・ ・

日　　　　付

意

図　面　番　号

電

機械設備　特記仕様書（１）

M 01
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「建築物の解体等に係る石綿飛散防止対策マニュアル（環境庁大気保全局）」に従い、収集、運搬、処分を行う。

処　　理　　内　　容

現場内における分別

現場内分別保管場所の設置

分別保管場所からの積込み・運搬・処分

「建設副産物の処理結果報告書」の作成

「建設副産物の処置計画届」の作成

「再生資源利用実施書」の作成

「再生資源利用計画書」の作成

現場内分別保管場所までの運搬

※参考受入場所は現場説明書による

・廃石綿等

「電気事業法：電気関係報告規制」及び「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」

・廃PCB等

に従い、報告書の作成・提出を行うとともに、適切に保管できるようにして施設管理者に引き渡すこと。

 特別管理産業廃棄物

　 グラスウール保温筒 　　　　　　　　粘着テープ
１.アルミガラスクロス化粧付　　　 ２.アルミガラスクロス

保　　温　　種　　別

床下･暗渠内･ｺﾝｸﾘｰﾄ内 

施　工　箇　所

営
繕
保
温
仕
様

屋外露出・多湿箇所

天井内･PS内･空隙壁中

床下・暗渠内

屋内露出

機械室・倉庫

屋外露出・多湿箇所

Ｔ

H

  900

Ｂ１

25 以下

ｔ
’

　（ハ）桝底部には、必要ある場合は、水抜管を設ける。

20

180x180

200φ

  700

120

ｔ
’

  550

弁　　　　　　　　　桝

100

ｔ”

 75

砂利

100300x300

弁桝ふた

100～200

モルタル

切込み砂利又は切込み砕石

20

記号

G.L

Ｔ

ヒンジピン

12
0

MHA-P300

 75

　（ロ）コンクリート部には、必要に応じ鉄筋を入れる。

ふた

コンクリート

Ｔ

Ｂ１

ＶＣ－４

Ｂ１

仕切弁等

 75
40 以下

80

450x450

120

MHA-P450

　　　　なおコンクリート部は工場製品でもよい。

 50～ 80

200φVP

ＶＣ－５

ＶＣ－１

ＶＣ－３

VC－PVC－1～VC－5

100

注（イ）本表のB及びH寸法は、5K仕切弁を対象とする。

120

Ｂ

  850

100

B

ｔ’

100

1,200 120

弁の呼び径

ＶＣ－２

ＶＣ－Ｐ

Ｂ

G.L

図２

VU管

（※副管サイズは主管サイズより１サイズ下でも可。）

鋳鉄蓋・ミカゲ蓋

捨てコンクリート

60
0以

上

捨てコンクリート

小口径桝取付要領図

VP管

10
0

VP管

捨てコンクリート

VU・VP変換ソケット

10
0

10
0

50

台座

切込砕石

VU・VP変換ソケット

保護鋳鉄蓋

切込砕石

塩ビ製中蓋

小口径桝

切込砕石　

50

G.L

VU・VP変換ソケット

ドロップ桝参考図

小口径桝
VU管

50

VU・VP変換ソケット

砲金製バルブ

絶縁オスメスソケット

伸縮メーターユニオン（砲金）
伸縮弁（砲金）

絶縁オスメスソケット

シングルレバー混合水栓

水道メーター（砲金）

絶縁エルボ
水　栓

　　絶縁エルボ又は絶縁オスメスソケットを使用すること。

絶縁オスメスソケット

絶縁オスメスソケット

図３－１

図３－２

建
設
副
産
物
の
処
理
に
つ
い
て

14

１.ポリスチレン　２.粘着テープ　　３.ポリエチレン　　４.着色アルミガラス 埋設標識テープ

山 砂

10
0

10
0

H

15
0150

W1

W2

G.L

山 砂

G.L

図１－２

１．防火区画等の貫通部分及び両側１ｍ以内を不燃材料で

図１－１　配 管 埋 設 参 考 埋　設　深　さ　H
１　　　300以上
２　　　600以上
３　　　　 以上

給水管、排水管及び通気管等が防火区画等を貫通する場合の措置は、建築基準法施行令第１２９条の２の５
第１項第７号に規定されており、次のいずれかに該当すること。

図５　防 火 区 画 等 貫 通 部 措 置

水槽類埋設参考

塩ビライニング鋼管

塩ビライニング鋼管

塩ビライニング鋼管

４．水道メーター（砲金）、伸縮弁（砲金）、伸縮メーターユニオン（砲金）と塩ビライニング鋼管

６．上記以外の異種金属接続部

　　接続部

３．マイクロエアベンド及びエアセパレーターと塩ビライニング鋼管接続部

２．衛生器具（水栓類、便器、洗面器等）接続管と塩ビライニング鋼管接続部

異種金属接続部は、屋外埋設配管を除き電食防止のため、異種金属接続用絶縁継手を使用すること。
使用箇所例を下記に示す。15

受
水
槽
浄
化
槽

設
備

※浄化槽仕様書による。

18
設
備

※加圧給水ポンプ（住宅物件）の仕様については、加圧給水ポンプユニット仕様書

16

20

　資源の有効利用、環境負荷の低減等を図り、「資源循環型社会」を構築するため、建設副産物の発生抑制、

再利用、適正処理を推進する。

　現場内で発生する建設副産物の処理については、現場内において発生する品目ごとに分別保管場所を設置し

集積すること。

（２）軽荷重（１）重荷重

・金属くず

　(アスファルト塊）

 その他の副産物

・廃プラスチック

・ガラス、陶磁器くず

・がれき類

・繊維くず

 指定副産物　（原則として再資源化施設へ持込むもの）

　(コンクリート塊）

・木くず ・廃石こうボード

・汚泥

　また、「再生資源の利用の促進に関する法律」、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」、

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び建設廃棄物処理指針その他関係諸法令等によるほか、建設副産物

適正処理推進要綱に従い、指定された方法により適正に処理を行うこと。

　工事に際しては、工事着手時に「建設副産物処理計画書」、工事竣工時に「建設副産物処理結果報告書」

（共に添付書類を含む）を提出すること。

19

フ
ロ
ン
処
理
に
つ
い
て

引取証明書、業者登録書のコピー

工事請負業者

発注者(施設管理者）

引取証明書

・・・フロン類回収・運搬

フロン類引渡

委託確認書
回収・運搬・破壊費用支払

５．水抜きテスト弁と塩ビライニング鋼管接続部

図４　異種金属接続部

区　　　　　別
給水管排水管消火管給湯管ガス管

黒管塗装

白管塗装

中
水
道
配
管
設
備

（国土交通省仕様）による。

排水

メーターボックス内黒管

メーターボックス内

屋内露出（住宅内）黒管

メーターボックス内白管

給湯ガス

屋内露出（住宅内）白管

施　工　箇　所
給水

機械室内

保　　　温　　　種　　　別

床下・暗渠内

屋内露出（住宅外）

区　　　　分

床下・暗渠内

住
　
宅
　
保
　
温
　
仕
　
様

１.ポリスチレン　　２.粘着テープ　　　３.ポリエチレン　４.着色アルミガラス
　 フォーム保温筒　　　　　　　　　　  　フィルム　　　　 クロス

17

天井内・PS内

１．保温チューブ

１．保温チューブ

屋外露出

流し裏

１.ねじ部錆止め

洗面台内

土中埋設

スラブ上床板間転がし

屋外露出白管

屋外露出黒管

コンクリート内

スラブ上床板間転がし

１.保温チューブ

木造壁内

屋外露出

１.ペーストペトラタム系　　２.ペトラタム系防食テープ １/２重ね１回巻き

１.ポリスチレン　　２.粘着テープ　　　３.ポリエチレン　　４.・ステンレス鋼板
　 フォーム保温筒　　　　　　　　　　　　フィルム 　　　　　・ガルバリウム鋼板

１. 0.4m/m防食ビニールテープ１/２重ね１回巻き

※ 硬質塩化ビニル管及び鋳鉄管のコンクリート、地中埋設部は防食施工しない。

※ 支持金物仕様PS内（鋼製）、屋外（SUS製）、その他（樹脂製）とする。
※ 間仕切壁（PL板除く）貫通の場合は両側にプラスチックプレート取付のこと。

※ サニタリーベンド及び通気管の屋内露出部分は塗装する。
※ 屋内露出（便所）の通気管は塗装する。
※ コンクリート貫通部分には、防食処理を行う。

※ スパイラルダクト（フランジ部を除く。）の保温は、グラスウール保温板32K使用してもよい。
※ ＯＡダクトが室内空調空間を経由する場合は保温すること。

２．アルミガラスクロス粘着テープ　　３．きっ甲金網（鉄）

アルミガラスクロス化粧

アルミガラスクロス化粧

１．ロックウールブランケット　　２．鉄線　　３．着色亜鉛鉄板

円　　　　　　　　形

保　　　温　　　種　　　別

１．屋内隠ぺい

屋内隠ぺい

区　　　　　分

２．１．鋲

煙　　　　　　　　　道

ロックウール保温帯

排
煙
風
道

矩　　　　　　　　形 ３．アルミガラスクロス粘着テープ　　４．きっ甲金網（鉄）

※ ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ保温筒及びﾛｯｸｳｰﾙ保温筒又は､保温板の使用が困難な箇所は､ﾛｯｸｳｰﾙﾌｪﾙﾄを使用してもよい｡

ロックウール保温板

※ 防火区画を貫通する管の保温は、その貫通する部分をロックウール保温材とする。

※ ストレーナー・弁の保温は、屋内屋外ともビスなどにより容易に着脱できる構造とすること。

※ 蒸気管、温水管の保温は、ポリエチレンフィルムを除く。

※ 全熱交換器の一次側ＯＡ、ＥＡダクトは保温工事を施すこと。

円　　形　　風　　道
（スパイラルダクト）

　 保温帯
１.グラスウール

４.鉄線

　 フィルム
３.ポリエチレン

２.鉄線　 グラスウール

　 保温帯

　 クロス化粧 　 保温帯
　 グラスウール
　 クロス化粧

　 保温帯 ２.鉄線

１.グラスウール １.アルミガラス１.アルミガラス

　 テープ
　 クロス粘着

３.着色亜鉛鉄板
　 クロス粘着
２.アルミガラス２.アルミガラス

　 テープ ５.ステンレス鋼板

施　工　箇　所
区　　　　　別

保　　温　　種　　別
温水管蒸気管

冷水管
冷温水管

ブライ
ン管 冷媒管

　 グラスウール保温筒 　　　　　　　　　　粘着テープ
１.アルミガラスクロス化粧付　　　 　　２.アルミガラスクロス

空
調
設
備
工
事
　
　
　
　
　
管

冷
　
媒

冷
温
水

冷水管
(冷水温 度2～ 4℃ )

屋　　内　　露　　出
屋内隠ぺい

多湿箇所居室･廊下

屋外露出
区　　　　　分

機械室・書庫･倉庫

一
　
　
　
般
　
　
　
風
　
　
　
道

矩　　形　　風　　道

１.鋲１.鋲

３.着色亜鉛鉄板

１.鋲１.鋲

２.グラスウール２.アルミガラス
　 クロス化粧 　 クロス化粧　　保温板 　 保温板

２.アルミガラス ２.グラスウール

　 グラスウール 　 グラスウール

　 保温板 　 保温板
３.ポリエチレン
　 フィルム

　 クロス粘着
　 テープ 　 テープ

３.アルミガラス
　 クロス粘着
３.アルミガラス ４.鉄線

５.ステンレス鋼板

水源

２．配管材料

１． ・雨水　　・雑用水処理水　　・井水

　　　　　　　・塩ビライニング鋼管（SGP－VB）　・ポリ粉体鋼管（SGP－PB）

　　　　　　　・ステンレス鋼管（SUS）　（・圧縮接合　・溶接接合　・拡管接合）
屋内地中配管　・塩ビライニング鋼管（SGP－VD）　・ポリ粉体鋼管（SGP－PD）

屋外地中配管　・塩ビライニング鋼管（SGP－VD）　・ポリ粉体鋼管（SGP－PD）

　　　　　　　※ブチルゴム系コーキングテープ又はゴムリングで完全に密封すること。

　　　　　　　※ブチルゴム系コーキングテープ又はゴムリングで完全に密封すること。
　　　　　　　・ポリエチレン管　1種（PE）　（・溶着接合　・金属継手接合）

誤接続の防止対策３．

屋内隠ぺい配管 １．保温前の裸管に若草色の着色塗装を行う。

　　間隔に巻く。

２．保温後の上には若草色の表示テープを1個所3回巻きにし、1m

屋内・屋外露出 １．保温前の裸管に若草色の着色塗装を行う。
２．保温後の要所には「処理水」と表示する。

コンクリート内
埋設部の配管

２．「処理水」の文字入り埋設標識テープ（黄色）を布設する。
（地中埋設部）

地中埋設部 １．埋設前の裸管に若草色の表示テープを1個所3回巻きにし、1m
　　間隔に巻く。

メーター １．メーター本体に若草色の着色塗装を行うこと。
２．メーターボックス蓋は「処理水」入りを使用すること。

バルブ等 １．バルブハンドルには若草色の着色塗装を行うこと。
２．バルブ等で誤操作する恐れのある個所には、標示板等を取り付け
　　処理水の等であることが識別できるようにする。
３．地中埋設バルブの鉄蓋は「処理水」入りを使用すること。

配　管　等

注）若草色とは黄緑色をいう。

「処理水を雑用水」と読みかえる。
井戸水を雑用水として使用する場合は、上表において「若草色を紫色に」、
処理水用の若草色表示テープ、黄色の埋設標識テープは福岡市管工事組合に常備。

試　　　　　　験４． 誤接続がないことを確認するため衛生器具等の取付完了後、系統毎に着色水を用いた通
水試験等を行う。

２．平成１２年建設省告示第１４２２号に適合すること。（下表）

用途

の覆い有り
以上の鉄板
厚さ0.5mm

無し

覆いの有無

5.5mm以上

6.6mm以上

4.1mm以上

5.5mm以上

6.6mm以上

5.5mm以上

7.0mm以上

給水管等の外径

３０分
耐火構造

１時間
耐火構造

２時間
耐火構造

　 90mm

　 61mm

　 61mm

　 90mm

　 90mm　115mm

　 90mm

6.6mm以上

防火構造
肉厚

給水管

排水管及
び排水管
に付属す
る通気管

１
ｍ

１
ｍ

　　造ること。（右参考図参照）

表１　厨 房 排 気 ダ ク ト の 板 厚

亜鉛鉄板 ステンレス鋼板

板厚

厨房排気ダクト（矩形ダクトに限る）の板厚については、以下による

0.8以上

0.5以上0.6以上

0.8以上

1.0以上

1.2以上

0.6以上

1,200を超え1,800以下

450を超え1,200以下

450以下

1,800を超えるもの

ダクトの長辺

〔単位：ｍｍ〕

 　保温筒

　 フォーム保温筒　　　　　　　　　　 フィルム　　　　　クロス

１.グラスウール　２.鉄線　　　　　３.ポリエチレン　　４.着色アルミガラス
　 保温筒 　　　　　　　　　　　　　 フィルム　　　　　 クロス

１.グラスウール　２.鉄線　　　　　３.ポリエチレン　　４.・ステンレス鋼板
　 保温筒 　　　　　　　　　　　　　 フィルム　　　　 　・ガルバリウム鋼板

１.ポリスチレン　２.粘着テープ　　３.ポリエチレン　　４.・ステンレス鋼板
　 フォーム保温筒　　　　　　　　　　フィルム　　　　　 ・ガルバリウム鋼板

１.錆止めペイント　２.調合ペイント
 　　（２回）　　 　　（２回）

１.エッチング　　　２.錆止めペイント　３.調合ペイント
 　プライマー　　 　　（１回）　　　　　 （２回）

１.グラスウール　２.鉄線　　　　　３.アルミガラスクロス
　 保温筒 　　　　　　　　　　　　　 化粧原紙

１.グラスウール　２.鉄線　　　　　３.合成樹脂製カバー

１.錆止めペイント　２.調合ペイント

１.エッチング　　　２.錆止めペイント　３.調合ペイント

１.エッチング　　　２.錆止めペイント　３.調合ペイント

１.錆止めペイント　２.調合ペイント
 　　（２回）　　 　　（２回）

１.グラスウール　　２.鉄線　　　　　　３.アルミガラス
 　保温筒  　　　　　　　　　　　　  　　クロス

１.グラスウール　　２.鉄線　　　　　　３.アルミガラス
 　保温筒  　　　　　　　　　　　　  　　クロス

１.エッチング　　　２.鉄線　　　　　　３.原紙　　　　　４.綿布　　　　　５.目止め　　　６.調合ペイント
 　プライマー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （２回）
１.グラスウール　　２.鉄線　　　　　　３.原紙　　　　　４.アルミガラス
 　保温筒  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　クロス

 　プライマー　　　 　（１回）　　　 　  （２回）

 　プライマー　　　 　（１回）　　 　   （２回）

 　（２回）　　  　　（２回）

１.エッチング 　 　２.錆止めペイント　３.調合ペイント

１.グラスウール　　２.鉄線　　　　　　３.ポリエチレン　　４.・ステンレス鋼板
　 保温筒　　　　　　　　　　　　　　　　フィルム 　　　　　・ガルバリウム鋼板
１.錆止めペイント　２.調合ペイント

１.エッチング　　　２.錆止めペイント　３.調合ペイント
 　プライマー　　 　　（１回）　　　　　 （２回）

 　　（２回）　　 　　（２回）

 　プライマー　　　　 （１回）　　 　　 （２回）

屋外露出・多湿箇所 １.被覆銅管の断熱材　２．保温化粧ケース

屋外露出・多湿箇所 １.グラスウール　　　２.鉄線　　　　　３.ポリエチレン　　　４.・ステンレス鋼板
　 保温筒 　　　　　　　　　　　　　　　 フィルム　　　　　　 ・ガルバリウム鋼板

屋外露出・多湿箇所

床下･暗渠内･ｺﾝｸﾘｰﾄ内 １.グラスウール　　　２.鉄線　　　　　３.ポリエチレン　　　４.着色アルミガラス　　
　 保温筒 　　　　　　　　　　　　　　　 フィルム　　　 　　　クロス　　　　　　　　　

床下･暗渠内･ｺﾝｸﾘｰﾄ内 

天井内･PS内･空隙壁中

屋内露出 　 保温筒 　　　　　　　　　　　　　　　 フィルム
１.グラスウール　　　２.鉄線　　　　　３.ポリエチレン　　　４.合成樹脂製カバー

天井内･PS内･空隙壁中

機械室・倉庫 １.グラスウール　　　２.鉄線　　　　　３.ポリエチレン　　　４.アルミガラスクロス
　 保温筒 　　　　　　　　　　　　　　　 フィルム　　　　　　 化粧原紙

屋内露出 １.被覆銅管の断熱材　２．保温化粧ケース

機械室・倉庫

屋内露出 １.ポリスチレン　　　２.粘着テープ　　３.ポリエチレン　　　４.合成樹脂製カバー

１.ポリスチレン　　　２.粘着テープ　　３.ポリエチレン　　　４.アルミガラスクロス

天井内･PS内･空隙壁中 １.グラスウール　　　２.鉄線　　　　　３.ポリエチレン　　　４.アルミガラスクロス
　 保温筒 　　　　　　　　　　　　　　　 フィルム　　　　　　 

１.ポリスチレン　　　２.粘着テープ　　３.ポリエチレン　　　４.アルミガラスクロス

　 フォーム保温筒　　　　　　　　　　　　フィルム

　 フォーム保温筒 　　　　　　　　　　　 フィルム　　　　　　 

　 フォーム保温筒 　　　　　　　　　　　 フィルム　　　　　　 

１.ポリスチレン　　　２.粘着テープ　　３.ポリエチレン　　　４.着色アルミガラス　　
　 フォーム保温筒　　　　　　　　　　　  フィルム　　　 　　　クロス　　　　　　　　　

１.ポリスチレン　　　２.粘着テープ　　３.ポリエチレン　　　４.・ステンレス鋼板
　 フォーム保温筒　　　　　　　　　　　  フィルム　　　　　　 ・ガルバリウム鋼板

１．錆止めペイント（鋼管部）

配管

防火区画

不燃材料

モルタル埋め

１．砲金製バルブと塩ビライニング鋼管接続部（コア入りバルブは除く。）

※ さや管ヘッダー工法におけるヘッダー管は保温を行うこと。

※ ドレン管の保温は、排水管の項による。

給
排
水
衛
生
設
備
　
管
類
　

　
　
　
管
類
に
つ
い
て
は
○
印
を
塗
り
つ
ぶ
し
た
も
の
を
適
用
す
る
　

給
排
水
衛
生
設
備
　
管
類
　

「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」に従い処理すること。

業務用冷凍空調機器の
有無の事前確認への協力

委託確認書

・・・フロン類破壊処理、一部再生利用フロン類破壊・再生業者

引取証明書、業者登録書のコピー
フロン回収証明書

業務用冷凍空調機器の有無の確認
確認結果を書面で説明

※　工事請負業者は、第１種フロン類充てん回収業者にフロン回収処理を依頼し、回収後、引取証明書及び第１種

※　家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）に該当する機器（ルームエアコン等）については、
　適切に処理し、管理票（家電リサイクル券）を竣工図書に添付すること。

フロン類充てん回収業者登録書のコピーの発行を受け、竣工図書に添付のこと。

第１種フロン類充てん回収業者

一般配管　　　・塩ビライニング鋼管（SGP－VA）　・ポリ粉体鋼管（SGP－PA）

　　　　　　　・水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管（HIVP)(屋内） ・鋳鉄管（　　型　　種）

 　　　　 　　・水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管（HIVP） ・水道用硬質塩化ビニル管（VP）

　　（難燃材料又は硬質塩化ビニル管(VP)を用いる場合）

　 90mm(75)

　115mm(100)

　 61mm(50)

　 90mm(75)

　115mm(100)

　 90mm(75)

　115mm(100)

　141mm(125)

３．国土交通大臣の認定を受けたものであること。

　　例１）硬質塩ビリサイクル管(RF-VP)に防火区画貫通用

　　例２）耐火二層管を認定条件に従って施工する場合

　　　　（立管はすべて耐火二層管とし、横管は立管の
　　　　　分岐から１ｍまでを耐火二層管とし、その延
　　　　　長部分を硬質塩化ビニル管とした場合など）

　　　　　テープを用いる場合（右参考図参照） 防火区画
防火区画貫通用テープ

モルタル埋め

硬質塩ビリサイクル管(RF-VP)

※呼称寸法未満の給水管等については、JISに適合した硬質塩化ビニル管であれば、表中の肉厚に満たなくても
　同一の性能を有しているものとして取り扱う。

※表中の（　）内は適合可能な硬質塩化ビニル管(JIS K 6741のVU管を除く）の呼び径寸法を示す。

備　　　　　　考

下請工事の場合は不要

下請工事の場合は不要

下請工事の場合は不要

下請工事の場合は不要

Ｈ２９－４

建設副産物の処理内容

（
管
類
に
つ
い
て
は
○
印
を
塗
り
つ
ぶ
し
た
も
の
を
適
用
す
る
）
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機　　　　器　　　　名 仕　　　　　　様記号 台数 設置場所 備　　　　　　考
電気容量

φ Ｖ ｋＷ

機　器　表
品　　名 付　　属　　品　（　Ｔ　Ｏ　Ｔ　Ｏ　参　考　品　番　）

衛　生　器　具　表

洋風大便器

備　　　　考数　量

７ 女性用トイレ
男性用トイレＣＦＳ４９４ＮＨＮＡ，ＴＣ２９１Ｊ，ＨＰ４３０７，ＹＨ７０２

フラッシュバルブ式、普通便座、フランジ、棚付２連紙巻器

洋風大便器 １

壁掛小便器 ４

洗面器 ６

洗面器 １

埋込手洗器 １

コンパクトオストメイトパック １

前　室

ＰＷＣ

掃除用流し １

ＰＷＣ

ＰＷＣ

ＰＷＣ

男性用トイレ

女性用トイレ
男性用トイレ

Ｅ
Ａ

ＥＡ

Ｅ
Ａ

Ｅ
Ａ

三菱電機：ＥＷＦ－３０ＢＳＡ相当

取付枠、その他付属品一式

有圧換気扇　低騒音形型　　式　：　ＦＥ

５ ｍ／ｈ３３０ｃｍ ８７０×

排気ファン

Ｐａ５０×

１ １００ ５０．０Ｗ 　体育用具倉庫１

付　属　品：　ＳＵＳ製ウェザーカバー（防鳥網付）、風圧式シャッター、バックガード

三菱電機：ＥＷＦ－２５ＡＳＡ相当

取付枠、その他付属品一式

有圧換気扇　低騒音形型　　式　：　ＦＥ

６ ｍ／ｈ３２５ｃｍ ３９０×

排気ファン

Ｐａ５０×

１ １００ ２５．０Ｗ 　物品保管庫１

付　属　品：　ＳＵＳ製ウェザーカバー（防鳥網付）、風圧式シャッター、バックガード

三菱電機：ＶＤ－２０ＺＣ１０相当天井埋込型換気扇　プラスチックグリル型　　式　：　ＦＥ

１ ｍ／ｈ３１５０Φ ２６０×

排気ファン １ １００

Ｐａ６０×

４９．０Ｗ ２ 　男性用トイレ

三菱電機：ＶＤ－２０ＺＣ１０相当天井埋込型換気扇　プラスチックグリル型　　式　：　ＦＥ

２ ｍ／ｈ３１５０Φ ２４０×

排気ファン １ １００

Ｐａ４０×

４９．０Ｗ ２ 　女性用トイレ

三菱電機：ＶＤ－１７ＺＳＣ１０相当天井埋込型換気扇　プラスチックグリル型　　式　：　ＦＥ

３ ｍ／ｈ３１５０Φ １４０×

排気ファン １ １００

Ｐａ４０×

２３．５Ｗ １ 　ＰＷＣ

三菱電機：ＶＤ－１０ＺＣ１０相当天井埋込型換気扇　プラスチックグリル型　　式　：　ＦＥ

４ ｍ／ｈ３１００Φ ２０×

排気ファン １ １００

Ｐａ４０×

９．３Ｗ １ 　ＳＫ

ＦＥ

１

ＦＥ

４

ＦＥ

２

３

ＦＥ

×２ ×２

　（屋外トイレ）　衛生設備　平面詳細図　 　（屋外トイレ）　換気設備　平面詳細図　

６
０
０
０

ＰＷＣ

ｂＸ１ ｂＸ２ ｂＸ３

ＳＫ

４０００ ４０００

８０００

男性用

トイレ

女性用

トイレ

ｂＹ１

ｂＹ２

ＰＷＣ

ｂＸ１ ｂＸ２ ｂＸ３

ＳＫ

４０００ ４０００

８０００

男性用

トイレ

女性用

トイレ

１
５
０
φ

１
５
０
φ

１
０
０
φ

１００φ

１５０φ

１
５
０
φ

１
５
０
φ

１
５
０
φ

１５０φ

１００ＶＣ
１５０ＶＣ

１５０ＶＣ
１５０ＶＣ

１５０ＶＣ

１５０ＶＣ

ＵＦＳ９００ＪＳ

低リップ、自動洗浄

Ｌ５８２ＣＳ，ＴＥＮＡ４１Ａ，Ｔ７ＰＷ１，ＴＬ５１６ＧＲ

自動水栓、排水金具、ブラケット

Ｌ２７０ＣＭ，ＴＥＮ７７Ｇ１，Ｔ７ＰＷ１，ＴＬ２２０Ｄ

自動水栓、排水金具、バックハンガー

ＬＳＥ５７０ＡＰＲ

自動水栓

ＵＡＳ８１ＲＤＢ２，ＵＴＲ１４１

ロータンク、タッチスイッチ式、シングルレバープルアウト水栓、電気温水器、水石けん入れ、紙巻器、前板、甲板、幅木、設置フレーム、側板

ＳＫ２２Ａ，ＴＫ２２，Ｔ２３ＡＥＱ２０Ｃ，ＴＮ１１４，Ｔ９Ｒ，Ｔ３７ＳＧＥＰ

リムカバー，横水栓，止水栓，バックハンガー，排水金具

※カウンター、手すり等は建築工事とする。

（カウンター：建築工事）

ＣＦＳ４９４ＮＨＮＡ，ＴＣＦ５５２３ＰＲ，ＴＨ３４３Ｒ，ＨＰ４３０７，ＹＨ７０２

フラッシュバルブ式、ウォシュレット、接続金具、フランジ、棚付２連紙巻器

６ 女性用トイレ
男性用トイレＹＭ４５６０Ａ

非耐食、４５０ｘ６００
化粧鏡

（間接排水トラップ付）
電気温水器　　　　　

８０通気金物

７５

８０通気金物

５０ＧＶ（ＢＯＸ共）

５０Ｔ３Ａ

５０Ｔ３Ａ ５０Ｔ３Ａ
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